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Ⅰ 調査概要 
 

１．調査目的 

市内事業者の現状と課題を把握し、川口市の産業振興を目的とした施策の検討資料とする。 

 

２．調査方法 

・アンケート調査 

川口市内の事業者 3,000 者（製造業、非製造業＜医療・福祉含む＞）に対し、調査票を郵

送。郵送またはＷＥＢにて回収。  

 

３．調査実施期間 

令和７年６月 23日（月）～７月 11日（金） 

 

４．調査票配布数及び有効回答数 

 配布数 有効回答数 回収率(％) 

製 造 業  540  287 53.1 

非製造業 2,460  973 39.6 

合  計 3,000 1,260 42.0 

 

５．調査項目 

（１）事業所の概要について 

（２）コストの上昇について 

（３）米国の関税の影響について 

（４）採用について 

（５）障害者雇用について 

（６）外国人労働者について 

（７）賃上げについて 

（８）ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）への取り組みについて 

（９）その他 

 
（注）割合（％）の算出等について 

・図表では、回答数（無回答を含む）を「ｎ」として表記した。 

・割合（％）の計算は、小数第 2 位を四捨五入し、小数第 1 位まで表示した。従って、単一回答

（一つだけ選ぶ設問）においては、合計が 100％にならない場合がある。 

・複数回答（2 つ以上選んでよい設問）の設問では、合計が 100％を超える場合がある。 

・表示の都合上、本文、図表において、調査票の選択肢等の文言を一部簡略化している場合があ

る。 
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Ⅱ 調査結果のポイント 
 

１．事業所の概要 

（ア）調査に回答した事業者のうち 5 割台半ば（56.3％）が、高度経済成長期を経てバブル崩

壊直後（1951年～1990年）までに創業している。 

（イ）従業者数については、20人以下の事業者が全体の 8割強（83.0％）を占めている。 

（ウ）業種の構成比では「製造業」が 2割強（22.8％）、「建設業」が 1割台半ば（14.5％）、「小

売業」が 1割強（11.6％）となっている。 

（エ）業況は、現時点では「悪い」が「良い」を上回っている。 

先行きについては、現時点に比べ、業況は悪化する見通しとなっている。 

（オ）売上高は、現時点では「減少」が「増加」を上回っている。 

先行きについては、現時点に比べ、売上高は改善する見通しとなっている。 

（カ）経常利益は、現時点では「減少」が「増加」を上回っている。 

先行きについては、現時点に比べ、経常利益は改善する見通しとなっている。 

（キ）自社の経営課題等は、「価格高騰等への対応」が 5割弱（48.5％）となっており、課題解

決のための取り組みは、「従業員の意識改革や理解促進」が 3割台半ば（34.2％）となって

いる。 

（ク）自社の強みは、「製品、商品、サービスの質」が約 5割（50.1％）となっている。 

（ケ）川口市で企業活動を実施するメリットは、「取引先（販売・受注先・仕入・外注先）が近

い」が約 4割（39.8％）となっている。 

 

２．コストの上昇について 

（ア）コストは、1年前と比べて 8割台半ば（86.5％）が「上昇している」となっており、コス

トの上昇幅は約 5割（49.3％）が「10～20％未満の上昇」となっている。 

（イ）コスト上昇の要因は、「電気、ガス、石油等の価格上昇」が約 7割（69.1％）となってい

る。 

（ウ）コスト上昇分の価格転嫁状況をみると、僅かでも転嫁できた割合は 6割台半ば（66.6％）

となっている。 

 

３．米国の関税の影響について 

（ア）米国向け輸出を行っている企業は、直接ないし取引先経由を合計して約 3％となってい

る。 

（イ）関税引き上げの自社の業績への影響は、「わからない」が 5 割（50.0％）、「影響はない」

が 2 割台半ば（25.2％）、「マイナスの影響を受ける」が約 2 割（19.4％）となっている。

具体的な影響は、「コストの上昇」が約 6 割（59.8％）、「売上の減少」が 4 割強（41.0％）

となっている。 

 

４．採用について 

（ア）今年度の採用については、「人員は足りており、採用予定はない」が 3割台半ば（37.2％）

と最も高く、「人員は足りていないが、採用予定はない」（21.1％）、「中途採用をした」（21.0％）

となっている。 
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（イ）計画（希望）どおりの採用が行えているのは 2 割台半ば（23.4％）となっており、希望

どおりの採用が行えていない要因は、「求人への応募が少ない」が 7割弱（68.9％）となっ

ている。 

５．障害者雇用について 

（ア）障害者雇用については、「雇用の予定はない」が 8割弱（77.7％）となっている。 

（イ）「雇用の予定はない」と回答した以外の回答者に、超短時間の雇用（1日 2～3時間程度）

について聞いたところ、「雇用の予定はない」が 6割台半ば（65.4％）となっている。理由

は「適した業務がない」が 5割台半ば（56.6％）となっている。 

 

６．外国人労働者について 

（ア）外国人労働者の雇用については、「雇用の予定はない」が 7割台半ば（75.5％）となって

いる。「雇用している」は 1割台半ば（13.1％）となっている。 

（イ）雇用に際しての課題は、「日本語の能力」が 5割弱（49.0％）と最も高くなっている。 

（ウ）雇用形態は、正社員が 6割弱（58.8％）となっており、国籍は 38か国でベトナムが 3割

台半ば（34.9％）となっている。 

 

７．賃上げについて 

（ア）今年度の賃上げの実施状況については、「実施した」が 4割台半ば（43.7％）となってい

る。具体的な実施状況は、「定期昇給」が 5割台半ば（56.9％）、「ベースアップ」が 4割強

（42.4％）、「賞与（一時金）の増額」が約 2割（19.6％）となっている。 

（イ）賃上げを実施した（する）理由は、「従業員のモチベーション向上」が 7 割強（72.0％）

と最も高く、賃上げを実施しない（できない）理由は、「業績が悪化（低迷）」が 4割強（41.6％）

となっている。 

 

８．ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）への取り組みについて 

（ア）ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）への理解については、「理解している」と「あ

る程度理解している」の合計は 4 割（40.0％）、「あまり理解していない」と「理解してい

ない」の合計は 4割強（42.2％）となっている。 

（イ）ＤＸの取組状況については、「取り組む予定はない」が 3割台半ば（36.9％）、「取り組ん

でいる最中である」が 2 割弱（18.9％）となっている。ＤＸ化に取り組んでいる（取り組

んだ）事務・事業については、「文書の電子化・ペーパーレス化」が 6 割台強（62.9％）、

「ホームページの作成」が 5 割台半ば（53.1％）、「クラウドサービスの活用」が４割弱

（38.8％）、「セキュリティ強化」が 4割弱（37.1％）となっている。 

（ウ）ＤＸ化の成果は、「成果が出ている」と「ある程度成果が出ている」の合計が 6割台半ば

（64.6％）となっている。具体的には、「ペーパーレスが進展した」が約 4 割（40.7％）、

「生産性が向上した」が約 4割（39.9％）となっている。 

（エ）ＤＸ化を進めるにあたっての課題は、「ＤＸ推進に関わる人材がいない（足りない）」が 5

割弱（48.8％）となっている。 
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Ⅲ 調査結果 
 

１．事業所の概要について 

 

（１）創業年 

「1961 年～1970 年」が 14.4％と最も高く、次いで「1981 年～1990 年」が 14.3％、「1971

年～1980年」が 13.9％、「2001年～2010年」、「2011年～2020年」が 13.8％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）代表者の年齢 

「50～59歳」が 30.2％と最も高く、次いで「60～69歳」が 25.6％、「70～79歳」が 19.0％、

「40～49歳」が 14.4％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0者、0.0%

32者、2.5%

181者、14.4%

381者、30.2%

323者、25.6%

240者、19.0%

85者、6.7%

18者、1.4%

0% 10% 20% 30% 40%

30歳未満

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70～79歳

80歳以上

無回答
（n=1,260)

5者、0.4%

3者、0.2%

13者、1.0%

16者、1.3%

21者、1.7%

39者、3.1%

76者、6.0%

182者、14.4%

175者、13.9%

180者、14.3%

137者、10.9%

174者、13.8%

174者、13.8%

43者、3.4%

22者、1.7%

0% 5% 10% 15% 20%

～1900年

1901～1910年

1911～1920年

1921～1930年

1931～1940年

1941～1950年

1951～1960年

1961～1970年

1971～1980年

1981～1990年

1991～2000年

2001～2010年

2011～2020年

2021年～

無回答 （n=1,260）
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（３）直前期の売上高（収入） 

（ア）全体 

直前期の売上高（収入）の構成比は、「1 億円以上 10 億円未満」が 29.4％と最も高く、

次いで「1,000万円以上 5,000万円未満」が 26.4％、「5,000万円以上 1億円未満」が 14.9％

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）従業者数規模別 

従業者数規模別にみると、従業者数「0人」は「500万円未満」が、「1～5人」は「1,000

万円以上 5,000万円未満」が、「6～20人」、「21～50人」、「51～100人」は「1億円以上 10

億円未満」が、「101人以上」は「10億円以上」が最も高くなっている。 

 

【０人】                【１～５人】              【６～20 人】 

(n=163)                 (n=550)                 (n=332) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【21～50 人】            【51～100 人】            【101 人以上】 

(n=138)                 (n=51)                  (n=26) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

129者、10.2%

132者、10.5%

333者、26.4%

188者、14.9%

371者、29.4%

87者、6.9%

20者、1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

500万円未満

500万円以上1,000万円未満

1,000万円以上5,000万円未満

5,000万円以上1億円未満

1億円以上10億円未満

10億円以上

無回答
（n=1,260)

8者, 2.4%

13者, 3.9%

41者, 12.3%

61者, 18.4%

186者, 56.0%

16者, 4.8%

7者, 2.1%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

1者, 3.8%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

2者, 7.7%

7者, 26.9%

16者, 61.5%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

61者, 11.1%

75者, 13.6%

233者, 42.4%

100者, 18.2%

68者, 12.4%

4者, 0.7%

9者, 1.6%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

59者, 36.2%

44者, 27.0%

47者, 28.8%

6者, 3.7%

4者, 2.5%

0者, 0.0%

3者, 1.8%

0% 40% 80%

500万円未満

500万円以上1,000万円未満

1,000万円以上5,000万円未満

5,000万円以上1億円未満

1億円以上10億円未満

10億円以上

無回答

0者, 0.0%

0者, 0.0%

3者, 5.9%

5者, 9.8%

25者, 49.0%

18者, 35.3%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

0者, 0.0%

0者, 0.0%

9者, 6.5%

14者, 10.1%

81者, 58.7%

33者, 23.9%

1者, 0.7%

0% 40% 80%

500万円未満

500万円以上1,000万円未満

1,000万円以上5,000万円未満

5,000万円以上1億円未満

1億円以上10億円未満

10億円以上

無回答
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（ウ）業種別 

業種別にみると、製造業、建設業、運輸業､郵便業､倉庫業、卸売業、医療業、福祉業は、

「1億円以上 10億円未満」が、小売業、宿泊業･飲食サービス業、その他非製造業は、「1,000

万円以上 5,000万円未満」が最も高くなっている。 

 

【製造業】                【建設業】        【運輸業､郵便業､倉庫業】 

(n=287)                 (n=183)                 (n=42) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【卸売業】                【小売業】         【宿泊業・飲食サービス業】 

(n=69)                  (n=146)                 (n=55) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【医療業】                【福祉業】             【その他非製造業】 

(n=67)                  (n=50)                  (n=361) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0者, 0.0%

0者, 0.0%

4者, 9.5%

3者, 7.1%

29者, 69.0%

5者, 11.9%

1者, 2.4%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

15者, 27.3%

8者, 14.5%

21者, 38.2%

2者, 3.6%

7者, 12.7%

0者, 0.0%

2者, 3.6%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

48者, 13.3%

54者, 15.0%

123者, 34.1%

54者, 15.0%

67者, 18.6%

11者, 3.0%

4者, 1.1%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

9者, 4.9%

5者, 2.7%

34者, 18.6%

30者, 16.4%

81者, 44.3%

20者, 10.9%

4者, 2.2%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

22者, 7.7%

24者, 8.4%

77者, 26.8%

48者, 16.7%

88者, 30.7%

23者, 8.0%

5者, 1.7%

0% 40% 80%

500万円未満

500万円以上1,000万円未満

1,000万円以上5,000万円未満

5,000万円以上1億円未満

1億円以上10億円未満

10億円以上

無回答

22者, 15.1%

22者, 15.1%

43者, 29.5%

18者, 12.3%

30者, 20.5%

9者, 6.2%

2者, 1.4%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

2者, 2.9%

2者, 2.9%

10者, 14.5%

8者, 11.6%

30者, 43.5%

17者, 24.6%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

500万円未満

500万円以上1,000万円未満

1,000万円以上5,000万円未満

5,000万円以上1億円未満

1億円以上10億円未満

10億円以上

無回答

6者, 12.0%

1者, 2.0%

11者, 22.0%

13者, 26.0%

19者, 38.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

5者, 7.5%

16者, 23.9%

10者, 14.9%

12者, 17.9%

20者, 29.9%

2者, 3.0%

2者, 3.0%

0% 40% 80%

500万円未満

500万円以上1,000万円未満

1,000万円以上5,000万円未満

5,000万円以上1億円未満

1億円以上10億円未満

10億円以上

無回答
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（４）従業者数（パート・アルバイトを含む） 

従業者数の構成比は、「1～5 人」が 43.7％と最も高く、次いで「6～20 人」が 26.3％と

なっている。従業者数 20人以下の事業者が全体の 8割強を占めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）業種 

（ア）全体 

業種の構成比は「製造業」が 22.8％と最も高く、次いで「建設業」が 14.5％、「小売業」

が 11.6％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

163者、13.0%

550者、43.7%

332者、26.3%

138者、11.0%

51者、4.0%

20者、1.6%

6者、0.5%

0者、0.0%

0% 20% 40% 60%

0人

1～5人

6～20人

21～50人

51～100人

101～300人

301人以上

無回答
(n=1,260)

287者、22.8%

183者、14.5%

42者、3.3%

69者、5.5%

146者、11.6%

55者、4.4%

67者、5.3%

50者、4.0%

361者、28.7%

0者、0.0%

0% 10% 20% 30% 40%

製造業

建設業

運輸業、郵便業、倉庫業

卸売業

小売業

宿泊業・飲食サービス業

医療業

福祉業

その他非製造業

無回答
（n=1,260)
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（イ）業種別×従業者数規模別 

製造業、建設業、卸売業、小売業、宿泊業･飲食サービス業、その他非製造業は、「1～5

人」が、運輸業､郵便業､倉庫業、医療業、福祉業は、「6～20 人」が最も高くなっている。 

 

【製造業】                 【建設業】          【運輸業､郵便業､倉庫業】 

(n=287)                  (n=183)                  (n=42) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【卸売業】                 【小売業】           【宿泊業・飲食サービス業】 

(n=69)                   (n=146)                  (n=55) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【医療業】                 【福祉業】             【その他非製造業】 

(n=67)                   (n=50)                  (n=361) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

25者, 8.7%

119者, 41.5%

85者, 29.6%

38者, 13.2%

13者, 4.5%

7者, 2.4%

0者, 0.0%

0% 30% 60%

0人

1～5人

6～20人

21～50人

51～100人

101人以上

無回答

11者, 6.0%

72者, 39.3%

70者, 38.3%

22者, 12.0%

6者, 3.3%

2者, 1.1%

0者, 0.0%

0% 30% 60%

1

2

3

4

5

6

7

0者, 0.0%

5者, 11.9%

16者, 38.1%

14者, 33.3%

7者, 16.7%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 30% 60%

1

2

3

4

5

6

7

8者, 11.6%

33者, 47.8%

19者, 27.5%

5者, 7.2%

3者, 4.3%

1者, 1.4%

0者, 0.0%

0% 30% 60%

0人

1～5人

6～20人

21～50人

51～100人

101人以上

無回答

7者, 10.4%

21者, 31.3%

30者, 44.8%
4者, 6.0%

1者, 1.5%

4者, 6.0%

0者, 0.0%

0% 30% 60%

0人

1～5人

6～20人

21～50人

51～100人

101人以上

無回答

29者, 19.9%

74者, 50.7%

30者, 20.5%

9者, 6.2%

4者, 2.7%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 30% 60%

1

2

3

4

5

6

7

13者, 23.6%

31者, 56.4%
6者, 10.9%

5者, 9.1%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 30% 60%

1

2

3

4

5

6

7

2者, 4.0%

2者, 4.0%

18者, 36.0%

16者, 32.0%

7者, 14.0%

5者, 10.0%

0者, 0.0%

0% 30% 60%

1

2

3

4

5

6

7

68者, 18.8%

193者, 53.5%
58者, 16.1%

25者, 6.9%

10者, 2.8%

7者, 1.9%

0者, 0.0%

0% 30% 60%

1

2

3

4

5

6

7
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問１ 貴事業所の業況（現時点と先行き）について教えてください。（それぞれ該当するものを１

つ選択） 

 

 

 

 

 

 

１．全体 
 
（１）業況 

・2025年 4月～9月（現時点）の実績見込み 

「良い」：10.6％ 「悪い」：37.9％ ＢＳＩ：△27.3ポイント 

・2025年 10月～2026年 3月（先行き）の見通し 

「良い」： 9.4％ 「悪い」：37.9％ ＢＳＩ：△28.5ポイント 

・現時点の差と先行きの差の比較：1.2ポイント悪化 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
（２）売上高 

・現時点の実績見込み 

「増加」：15.5％ 「減少」：42.9％ ＢＳＩ：△27.4ポイント 

・先行きの見通し 

「増加」：12.6％ 「減少」：38.7％ ＢＳＩ：△26.1ポイント 

・現時点の差と先行きの差の比較：1.3ポイント改善 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

良い

134者

10.6%

119者

9.4%

普通

640者

50.8%

642者

51.0%

悪い

478者

37.9%

477者

37.9%

無回答

8者

0.6%

22者

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=1,260)

先行き

(n=1,260)

増加

195者

15.5%

159者

12.6%

不変

511者

40.6%

584者

46.3%

減少

541者

42.9%

488者

38.7%

無回答

13者

1.0%

29者

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=1,260)

先行き

(n=1,260)

※調査分析方法について 

ＢＳＩ方式（各設問に対して、良い・増加・過剰と回答する割合から悪い・減少・

不足と回答する割合を差し引いた数値で業況などを分析する方式） 
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（３）経常利益 

・現時点の実績見込み 

「増加」：12.2％ 「減少」：46.6％ ＢＳＩ：△34.4ポイント 

・先行きの見通し 

「増加」：10.6％ 「減少」：42.5％ ＢＳＩ：△31.9ポイント 

・現時点の差と先行きの差の比較：2.5ポイント改善 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）設備投資 

・現時点の実績見込み 

「過剰」：2.1％ 「不足」：22.5％ ＢＳＩ：△20.4ポイント 

・先行きの見通し 

「過剰」：2.0％ 「不足」：23.9％ ＢＳＩ：△21.9ポイント 

・現時点の差と先行きの差の比較：1.5ポイント「不足」超が拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

増加

154者

12.2%

133者

10.6%

不変

504者

40.0%

562者

44.6%

減少

587者

46.6%

535者

42.5%

無回答

15者

1.2%

30者

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=1,260)

先行き

(n=1,260)

過剰

26者

2.1%

25者

2.0%

適正

929者

73.7%

895者

71.0%

不足

283者

22.5%

301者

23.9%

無回答

22者

1.7%

39者

3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=1,260)

先行き

(n=1,260)
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（５）雇用人員 

・現時点の実績見込み 

「過剰」：2.1％ 「不足」：30.8％ ＢＳＩ：△28.7ポイント 

・先行きの見通し 

「過剰」：1.8％ 「不足」：31.6％ ＢＳＩ：△29.8ポイント 

・現時点の差と先行きの差の比較：1.1ポイント「不足」超が拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）資金繰り 

・現時点の実績見込み 

「楽である」：6.0％ 「苦しい」：29.0％ ＢＳＩ：△23.0ポイント 

・先行きの見通し 

「楽である」：4.4％ 「苦しい」：30.4％ ＢＳＩ：△26.0ポイント 

・現時点の差と先行きの差の比較：3.0ポイント悪化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

過剰

26者

2.1%

23者

1.8%

適正

825者

65.5%

801者

63.6%

不足

388者

30.8%

398者

31.6%

無回答

21者

1.7%

38者

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=1,260)

先行き

(n=1,260)

楽である

76者

6.0%

55者

4.4%

普通

803者

63.7%

788者

62.5%

苦しい

366者

29.0%

383者

30.4%

無回答

15者

1.2%

34者

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=1,260)

先行き

(n=1,260)
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２．従業者数規模別 

 

（１）業況 

業況は、すべての規模において現時点、先行きとも「悪い」が「良い」を上回っている。 

・「1～5人」 

ＢＳＩ：現時点 △31.5ポイント 先行き △35.6ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：4.1ポイント悪化 

・「6～20人」 

ＢＳＩ：現時点 △24.4ポイント 先行き △22.3ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：2.1ポイント改善 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

良い

12者

7.4%

12者

7.4%

普通

71者

43.6%

70者

42.9%

悪い

76者

46.6%

77者

47.2%

無回答

4者

2.5%

4者

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=163)

先行き

(n=163)

０人

良い

47者

8.5%

41者

7.5%

普通

279者

50.7%

260者

47.3%

悪い

220者

40.0%

237者

43.1%

無回答

4者

0.7%

12者

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=550)

先行き

(n=550)

１～５人

良い

39者

11.7%

38者

11.4%

普通

173者

52.1%

179者

53.9%

悪い

120者

36.1%

112者

33.7%

無回答

3者

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=332)

先行き

(n=332)

６～20人

良い

22者

15.9%

17者

12.3%

普通

72者

52.2%

85者

61.6%

悪い

44者

31.9%

34者

24.6%

無回答

2者

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=138)

先行き

(n=138)

21～50人

良い

8者

15.7%

6者

11.8%

普通

32者

62.7%

35者

68.6%

悪い

11者

21.6%

10者

19.6%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=51)

先行き

(n=51)

51～100人

良い

6者

23.1%

5者

19.2%

普通

13者

50.0%

13者

50.0%

悪い

7者

26.9%

7者

26.9%

無回答

1者

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=26)

先行き

(n=26)

101人以上
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（２）売上高 

売上高は、現時点、先行きとも、「101人以上」では「増加」が「減少」上回っているが、

それ以外の規模では「減少」が「増加」を上回っている。 

・「1～5人」 

ＢＳＩ：現時点 △33.1ポイント 先行き △35.5ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：2.4ポイント悪化 

・「6～20人」 

ＢＳＩ：現時点 △27.1 ポイント 先行き △21.3ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：5.8ポイント改善 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

増加

18者

11.0%

15者

9.2%

不変

62者

38.0%

66者

40.5%

減少

78者

47.9%

73者

44.8%

無回答

5者

3.1%

9者

5.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=163)

先行き

(n=163)

０人

増加

71者

12.9%

49者

8.9%

不変

219者

39.8%

243者

44.2%

減少

253者

46.0%

244者

44.4%

無回答

7者

1.3%

14者

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=550)

先行き

(n=550)

１～５人

増加

49者

14.8%

48者

14.5%

不変

143者

43.1%

162者

48.8%

減少

139者

41.9%

119者

35.8%

無回答

1者

0.3%

3者

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=332)

先行き

(n=332)

６～20人

増加

34者

24.6%

31者

22.5%

不変

57者

41.3%

73者

52.9%

減少

47者

34.1%

32者

23.2%

無回答

2者

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=138)

先行き

(n=138)

21～50人

増加

11者

21.6%

9者

17.6%

不変

25者

49.0%

28者

54.9%

減少

15者

29.4%

14者

27.5%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=51)

先行き

(n=51)

51～100人

増加

12者

46.2%

7者

26.9%

不変

5者

19.2%

12者

46.2%

減少

9者

34.6%

6者

23.1%

無回答

1者

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=26)

先行き

(n=26)

101人以上
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（３）経常利益 

経常利益は、すべての規模において現時点、先行きとも「減少」が「増加」を上回ってい

る。 

・「1～5人」 

ＢＳＩ：現時点 △39.4ポイント 先行き △39.4ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：横ばい 

・「6～20人」 

ＢＳＩ：現時点 △31.3ポイント 先行き △25.9ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：5.4ポイント改善 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

増加

14者

8.6%

11者

6.7%

不変

59者

36.2%

66者

40.5%

減少

85者

52.1%

78者

47.9%

無回答

5者

3.1%

8者

4.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=163)

先行き

(n=163)

０人

増加

56者

10.2%

39者

7.1%

不変

214者

38.9%

240者

43.6%

減少

273者

49.6%

256者

46.5%

無回答

7者

1.3%

15者

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=550)

先行き

(n=550)

1～５人

増加

44者

13.3%

47者

14.2%

不変

138者

41.6%

149者

44.9%

減少

148者

44.6%

133者

40.1%

無回答

2者

0.6%

3者

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=332)

先行き

(n=332)

６～20人

増加

23者

16.7%

23者

16.7%

不変

60者

43.5%

68者

49.3%

減少

54者

39.1%

44者

31.9%

無回答

1者

0.7%

3者

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=138)

先行き

(n=138)

21～50人

増加

9者

17.6%

8者

15.7%

不変

25者

49.0%

28者

54.9%

減少

17者

33.3%

15者

29.4%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=51)

先行き

(n=51)

51～100人

増加

8者

30.8%

5者

19.2%

不変

8者

30.8%

11者

42.3%

減少

10者

38.5%

9者

34.6%

無回答

1者

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=26)

先行き

(n=26)

101人以上
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（４）設備投資 

設備投資は、すべての規模において現時点、先行きとも「不足」が「過剰」を上回ってい

る。 

・「1～5人」 

ＢＳＩ：現時点 △24.6ポイント 先行き △28.0ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：3.4ポイント「不足」超が拡大 

・「6～20人」 

ＢＳＩ：現時点 △20.2ポイント 先行き △19.3ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：0.9ポイント「不足」超が縮小 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

過剰

4者

2.5%

4者

2.5%

適正

113者

69.3%

113者

69.3%

不足

34者

20.9%

32者

19.6%

無回答

12者

7.4%

14者

8.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=163)

先行き

(n=163)

０人

過剰

5者

0.9%

2者

0.4%

適正

396者

72.0%

373者

67.8%

不足

140者

25.5%

156者

28.4%

無回答

9者

1.6%

19者

3.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=550)

先行き

(n=550)

１～５人

過剰

7者

2.1%

9者

2.7%

適正

250者

75.3%

247者

74.4%

不足

74者

22.3%

73者

22.0%

無回答

1者

0.3%

3者

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=332)

先行き

(n=332)

６～20人

過剰

8者

5.8%

8者

5.8%

適正

107者

77.5%

103者

74.6%

不足

23者

16.7%

25者

18.1%

無回答

2者

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=138)

先行き

(n=138)

21～50人

過剰

0者

0.0%

0者

0.0%

適正

43者

84.3%

41者

80.4%

不足

8者

15.7%

10者

19.6%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=51)

先行き

(n=51)

51～100人

過剰

2者

7.7%

2者

7.7%

適正

20者

76.9%

18者

69.2%

不足

4者

15.4%

5者

19.2%

無回答

1者

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=26)

先行き

(n=26)

101人以上
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（５）雇用人員 

雇用人員は、すべての規模において現時点、先行きとも「不足」が「過剰」を上回ってい

る。 

「1～5人」 

ＢＳＩ：現時点 △23.8ポイント 先行き △24.5ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：0.7ポイント「不足」超が拡大 

「6～20人」 

ＢＳＩ：現時点 △38.0ポイント 先行き △39.2ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：1.2ポイント「不足」超が拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

過剰

5者

0.9%

6者

1.1%

適正

400者

72.7%

385者

70.0%

不足

136者

24.7%

141者

25.6%

無回答

9者

1.6%

18者

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=550)

先行き

(n=550)

１～５人

過剰

12者

3.6%

10者

3.0%

適正

181者

54.5%

179者

53.9%

不足

138者

41.6%

140者

42.2%

無回答

1者

0.3%

3者

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=332)

先行き

(n=332)

６～20人

過剰

0者

0.0%

0者

0.0%

適正

134者

82.2%

130者

79.8%

不足

18者

11.0%

19者

11.7%

無回答

11者

6.7%

14者

8.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=163)

先行き

(n=163)

０人

過剰

7者

5.1%

6者

4.3%

適正

64者

46.4%

59者

42.8%

不足

67者

48.6%

71者

51.4%

無回答

2者

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=138)

先行き

(n=138)

21～50人

過剰

1者

2.0%

1者

2.0%

適正

30者

58.8%

32者

62.7%

不足

20者

39.2%

18者

35.3%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=51)

先行き

(n=51)

51～100人

過剰

1者

3.8%

0者

0.0%

適正

16者

61.5%

16者

61.5%

不足

9者

34.6%

9者

34.6%

無回答

1者

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=26)

先行き

(n=26)

101人以上
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（６）資金繰り 

資金繰りは、現時点は、「51～100 人」では、「楽である」が「苦しい」を上回っている

が、それ以外の規模では、「苦しい」が「楽である」を上回っている。先行きは、すべての

規模において、「苦しい」が「楽である」を上回っている。 

「1～5人」 

ＢＳＩ：現時点 △30.0ポイント 先行き △32.8ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：2.8ポイント悪化 

「6～20人」 

ＢＳＩ：現時点が 16.9ポイント 先行き △21.4ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：4.5ポイント悪化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

楽である

2者

1.2%

3者

1.8%

普通

86者

52.8%

84者

51.5%

苦しい

68者

41.7%

66者

40.5%

無回答

7者

4.3%

10者

6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=163)

先行き

(n=163)

０人

楽である

21者

3.8%

14者

2.5%

普通

337者

61.3%

326者

59.3%

苦しい

186者

33.8%

194者

35.3%

無回答

6者

1.1%

16者

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=550)

先行き

(n=550)

１～５人

楽である

29者

8.7%

20者

6.0%

普通

216者

65.1%

217者

65.4%

苦しい

85者

25.6%

91者

27.4%

無回答

2者

0.6%

4者

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=332)

先行き

(n=332)

６～20人

楽である

16者

11.6%

11者

8.0%

普通

104者

75.4%

101者

73.2%

苦しい

18者

13.0%

23者

16.7%

無回答

0者

0.0%

3者

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=138)

先行き

(n=138)

21～50人

楽である

7者

13.7%

6者

11.8%

普通

39者

76.5%

38者

74.5%

苦しい

5者

9.8%

7者

13.7%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=51)

先行き

(n=51)

51～100人

楽である

1者

3.8%

1者

3.8%

普通

21者

80.8%

22者

84.6%

苦しい

4者

15.4%

2者

7.7%

無回答

1者

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=26)

先行き

(n=26)

101人以上
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３．業種別 

 

（１）業況 

製造業 

ＢＳＩ：現時点 △42.9ポイント 先行き △36.6ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：6.3ポイント改善 

建設業 

ＢＳＩ：現時点 △15.3ポイント 先行き △20.2ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：4.9ポイント悪化 

運輸業､郵便業､倉庫業 

ＢＳＩ：現時点 △16.6ポイント 先行き △33.3ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：16.7ポイント悪化 

卸売業 

ＢＳＩ：現時点 △10.1ポイント 先行き △17.4ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：7.3ポイント悪化 

小売業 

ＢＳＩ：現時点 △48.7ポイント 先行き △43.8ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：4.9ポイント改善 

宿泊業・飲食サービス業 

ＢＳＩ：現時点 △41.8ポイント 先行き △36.3ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：5.5ポイント改善 

医療業 

ＢＳＩ：現時点 △50.7ポイント 先行き △53.7ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：3.0ポイント悪化 

福祉業 

ＢＳＩ：現時点 △4.0ポイント 先行き △14.0ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：10.0ポイント悪化 

その他非製造業 

ＢＳＩ：現時点 △13.6ポイント 先行き △17.5ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：3.9ポイント悪化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

良い

21者

7.3%

25者

8.7%

普通

119者

41.5%

126者

43.9%

悪い

144者

50.2%

130者

45.3%

無回答

3者

1.0%

6者

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=287)

先行き

(n=287)

製造業

良い

26者

14.2%

21者

11.5%

普通

101者

55.2%

102者

55.7%

悪い

54者

29.5%

58者

31.7%

無回答

2者

1.1%

2者

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=183)

先行き

(n=183)

建設業
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良い

4者

7.3%

3者

5.5%

普通

23者

41.8%

27者

49.1%

悪い

27者

49.1%

23者

41.8%

無回答

1者

1.8%

2者

3.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=55)

先行き

(n=55)

宿泊業・飲食サービス業

良い

8者

16.0%

3者

6.0%

普通

31者

62.0%

35者

70.0%

悪い

10者

20.0%

10者

20.0%

無回答

1者

2.0%

2者

4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=50)

先行き

(n=50)

福祉業

良い

38者

10.5%

37者

10.2%

普通

235者

65.1%

216者

59.8%

悪い

87者

24.1%

100者

27.7%

無回答

1者

0.3%

8者

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=361)

先行き

(n=361)

その他非製造業

良い

7者

16.7%

2者

4.8%

普通

21者

50.0%

24者

57.1%

悪い

14者

33.3%

16者

38.1%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=42)

先行き

(n=42)

運輸業、郵便業、倉庫業

良い

16者

23.2%

11者

15.9%

普通

30者

43.5%

35者

50.7%

悪い

23者

33.3%

23者

33.3%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=69)

先行き

(n=69)

卸売業

良い

10者

6.8%

14者

9.6%

普通

55者

37.7%

52者

35.6%

悪い

81者

55.5%

78者

53.4%

無回答

2者

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=146)

先行き

(n=146)

小売業

良い

4者

6.0%

3者

4.5%

普通

25者

37.3%

25者

37.3%

悪い

38者

56.7%

39者

58.2%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=67)

先行き

(n=67)

医療業
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（２）売上高 

製造業 

ＢＳＩ：現時点 △44.3ポイント 先行き △36.9ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：7.4ポイント改善 

建設業 

ＢＳＩ：現時点 △18.6ポイント 先行き △16.3ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：2.3ポイント改善 

運輸業､郵便業､倉庫業 

ＢＳＩ：現時点 △16.7ポイント 先行き △12.0ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：4.7ポイント改善 

卸売業 

ＢＳＩ：現時点 △8.7ポイント 先行き △18.9ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：10.2ポイント悪化 

小売業 

ＢＳＩ：現時点 △41.1ポイント 先行き △37.0ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：4.1ポイント改善 

宿泊業・飲食サービス業 

ＢＳＩ：現時点 △38.2ポイント 先行き △29.1ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：9.1ポイント改善 

医療業 

ＢＳＩ：現時点 △50.7ポイント 先行き △52.2ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：1.5ポイント悪化 

福祉業 

ＢＳＩ：現時点 2.0ポイント 先行き 0.0ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：2.0ポイント悪化 

その他非製造業 

ＢＳＩ：現時点 △16.1ポイント 先行き △19.4ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：3.3ポイント悪化 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

増加

32者

11.1%

29者

10.1%

不変

94者

32.8%

117者

40.8%

減少

159者

55.4%

135者

47.0%

無回答

2者

0.7%

6者

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=287)

先行き

(n=287)

製造業

増加

32者

17.5%

27者

14.8%

不変

82者

44.8%

95者

51.9%

減少

66者

36.1%

57者

31.1%

無回答

3者

1.6%

4者

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=183)

先行き

(n=183)

建設業
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増加

18者

12.3%

20者

13.7%

不変

49者

33.6%

48者

32.9%

減少

78者

53.4%

74者

50.7%

無回答

1者

0.7%

4者

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=146)

先行き

(n=146)

小売業

増加

7者

12.7%

6者

10.9%

不変

17者

30.9%

23者

41.8%

減少

28者

50.9%

22者

40.0%

無回答

3者

5.5%

4者

7.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=55)

先行き

(n=55)

宿泊業、飲食サービス業

増加

13者

26.0%

8者

16.0%

不変

24者

48.0%

32者

64.0%

減少

12者

24.0%

8者

16.0%

無回答

1者

2.0%

2者

4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=50)

先行き

(n=50)

福祉業

増加

56者

15.5%

48者

13.3%

不変

188者

52.1%

186者

51.5%

減少

114者

31.6%

118者

32.7%

無回答

3者

0.8%

9者

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=361)

先行き

(n=361)

その他非製造業

増加

8者

19.0%

8者

19.0%

不変

19者

45.2%

21者

50.0%

減少

15者

35.7%

13者

31.0%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=42)

先行き

(n=42)

運輸業、郵便業、倉庫業

増加

24者

34.8%

11者

15.9%

不変

15者

21.7%

34者

49.3%

減少

30者

43.5%

24者

34.8%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=69)

先行き

(n=69)

卸売業

増加

5者

7.5%

2者

3.0%

不変

23者

34.3%

28者

41.8%

減少

39者

58.2%

37者

55.2%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=67)

先行き

(n=67)

医療業
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（３）経常利益 

製造業 

ＢＳＩ：現時点 △48.4ポイント 先行き △39.7ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：8.7ポイント改善 

建設業 

ＢＳＩ：現時点 △24.6ポイント 先行き △22.4ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：2.2ポイント改善 

運輸業､郵便業､倉庫業 

ＢＳＩ：現時点 △14.3ポイント 先行き △23.8ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：9.5ポイント悪化 

卸売業 

ＢＳＩ：現時点 △27.5ポイント 先行き △30.5ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：3.0ポイント悪化 

小売業 

ＢＳＩ：現時点 △46.6ポイント 先行き △47.3ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：0.7ポイント悪化 

宿泊業・飲食サービス業 

ＢＳＩ：現時点 △54.5ポイント 先行き △36.4ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：18.1ポイント改善 

医療業 

ＢＳＩ：現時点 △59.7ポイント 先行き △58.2ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：1.5ポイント改善 

福祉業 

ＢＳＩ：現時点 △10.0ポイント 先行き △14.0ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：4.0ポイント悪化 

その他非製造業 

ＢＳＩ：現時点 △22.5ポイント 先行き △22.4ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：0.1ポイント改善 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

増加

24者

8.4%

27者

9.4%

不変

97者

33.8%

111者

38.7%

減少

163者

56.8%

141者

49.1%

無回答

3者

1.0%

8者

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=287)

先行き

(n=287)

製造業

増加

29者

15.8%

24者

13.1%

不変

77者

42.1%

90者

49.2%

減少

74者

40.4%

65者

35.5%

無回答

3者

1.6%

4者

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=183)

先行き

(n=183)

建設業
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増加

12者

8.2%

13者

8.9%

不変

53者

36.3%

48者

32.9%

減少

80者

54.8%

82者

56.2%

無回答

1者

0.7%

3者

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=146)

先行き

(n=146)

小売業

増加

4者

7.3%

6者

10.9%

不変

14者

25.5%

19者

34.5%

減少

34者

61.8%

26者

47.3%

無回答

3者

5.5%

4者

7.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=55)

先行き

(n=55)

宿泊業・飲食サービス業

増加

10者

20.0%

6者

12.0%

不変

24者

48.0%

29者

58.0%

減少

15者

30.0%

13者

26.0%

無回答

1者

2.0%

2者

4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=50)

先行き

(n=50)

福祉業

増加

47者

13.0%

43者

11.9%

不変

182者

50.4%

185者

51.2%

減少

128者

35.5%

124者

34.3%

無回答

4者

1.1%

9者

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=361)

先行き

(n=361)

その他非製造業

増加

7者

16.7%

5者

11.9%

不変

22者

52.4%

22者

52.4%

減少

13者

31.0%

15者

35.7%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=42)

先行き

(n=42)

運輸業、郵便業、倉庫業

増加

16者

23.2%

7者

10.1%

不変

18者

26.1%

34者

49.3%

減少

35者

50.7%

28者

40.6%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=69)

先行き

(n=69)

卸売業

増加

5者

7.5%

2者

3.0%

不変

17者

25.4%

24者

35.8%

減少

45者

67.2%

41者

61.2%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=67)

先行き

(n=67)

医療業
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（４）設備投資 

製造業 

ＢＳＩ：現時点 △19.8ポイント 先行き △19.9ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：0.1ポイント「不足」超が縮小 

建設業 

ＢＳＩ：現時点 △20.3ポイント 先行き △19.2ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：1.1ポイント「不足」超が縮小 

運輸業､郵便業､倉庫業 

ＢＳＩ：現時点 △16.6ポイント 先行き △14.2ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：2.4ポイント「不足」超が縮小 

卸売業 

ＢＳＩ：現時点 △7.2ポイント 先行き △5.8ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：1.4ポイント「不足」超が縮小 

小売業 

ＢＳＩ：現時点 △26.0ポイント 先行き △29.4ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：3.4ポイント「不足」超が拡大 

宿泊業・飲食サービス業 

ＢＳＩ：現時点 △38.2ポイント 先行き △38.2ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：横ばい 

医療業 

ＢＳＩ：現時点 △16.4ポイント 先行き △25.4ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：9.0ポイント「不足」超が拡大 

福祉業 

ＢＳＩ：現時点 △26.0ポイント 先行き △28.0ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：2.0ポイント「不足」超が拡大 

その他非製造業 

ＢＳＩ：現時点 △18.8ポイント 先行き △21.9ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：3.1ポイント「不足」超が拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

過剰

8者

2.8%

9者

3.1%

適正

211者

73.5%

204者

71.1%

不足

65者

22.6%

66者

23.0%

無回答

3者

1.0%

8者

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=287)

先行き

(n=287)

製造業

過剰

1者

0.5%

1者

0.5%

適正

139者

76.0%

139者

76.0%

不足

38者

20.8%

36者

19.7%

無回答

5者

2.7%

7者

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=183)

先行き

(n=183)

建設業
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過剰

2者

2.9%

2者

2.9%

適正

59者

85.5%

60者

87.0%

不足

7者

10.1%

6者

8.7%

無回答

1者

1.4%

1者

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=69)

先行き

(n=69)

卸売業

過剰

2者

1.4%

2者

1.4%

適正

99者

67.8%

92者

63.0%

不足

40者

27.4%

45者

30.8%

無回答

5者

3.4%

7者

4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=146)

先行き

(n=146)

小売業

過剰

2者

4.0%

2者

4.0%

適正

32者

64.0%

30者

60.0%

不足

15者

30.0%

16者

32.0%

無回答

1者

2.0%

2者

4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=50)

先行き

(n=50)

福祉業

過剰

5者

1.4%

4者

1.1%

適正

279者

77.3%

264者

73.1%

不足

73者

20.2%

83者

23.0%

無回答

4者

1.1%

10者

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=361)

先行き

(n=361)

その他非製造業

過剰 適正

31者

56.4%

30者

54.5%

不足

21者

38.2%

21者

38.2%

無回答

3者

5.5%

4者

7.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=55)

先行き

(n=55)

宿泊業・飲食サービス業

過剰

5者

7.5%

3者

4.5%

適正

46者

68.7%

44者

65.7%

不足

16者

23.9%

20者

29.9%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=67)

先行き

(n=67)

医療業

過剰

1者

2.4%

2者

4.8%

適正

33者

78.6%

32者

76.2%

不足

8者

19.0%

8者

19.0%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=42)

先行き

(n=42)

運輸業、郵便業、倉庫業
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（５）雇用人員 

製造業 

ＢＳＩ：現時点 △23.3ポイント 先行き △24.4ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：1.1ポイント「不足」超が拡大 

建設業 

ＢＳＩ：現時点 △44.9ポイント 先行き △45.9ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：1.0ポイント「不足」超が拡大 

運輸業､郵便業､倉庫業 

ＢＳＩ：現時点 △57.1ポイント 先行き △57.1ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：横ばい 

卸売業 

ＢＳＩ：現時点 △23.2ポイント 先行き △21.7ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：1.5ポイント「不足」超が縮小 

小売業 

ＢＳＩ：現時点 △23.2ポイント 先行き △27.4ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：4.2ポイント「不足」超が拡大 

宿泊業・飲食サービス業 

ＢＳＩ：現時点 △20.0ポイント 先行き △20.0ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：横ばい 

医療業 

ＢＳＩ：現時点 △20.9ポイント 先行き △19.4ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：1.5ポイント「不足」超が縮小 

福祉業 

ＢＳＩ：現時点 △40.0ポイント 先行き △42.0ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：2.0ポイント「不足」超が拡大 

その他非製造業 

ＢＳＩ：現時点 △26.1ポイント 先行き △26.9ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：0.8ポイント「不足」超が拡大 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

  

過剰

10者

3.5%

10者

3.5%

適正

197者

68.6%

189者

65.9%

不足

77者

26.8%

80者

27.9%

無回答

3者

1.0%

8者

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=287)

先行き

(n=287)

製造業

過剰

1者

0.5%

1者

0.5%

適正

96者

52.5%

90者

49.2%

不足

83者

45.4%

85者

46.4%

無回答

3者

1.6%

7者

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=183)

先行き

(n=183)

建設業
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過剰

2者

2.9%

2者

2.9%

適正

48者

69.6%

49者

71.0%

不足

18者

26.1%

17者

24.6%

無回答

1者

1.4%

1者

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=69)

先行き

(n=69)

卸売業

過剰

3者

2.1%

1者

0.7%

適正

100者

68.5%

97者

66.4%

不足

37者

25.3%

41者

28.1%

無回答

6者

4.1%

7者

4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=146)

先行き

(n=146)

小売業

過剰

2者

4.0%

1者

2.0%

適正

25者

50.0%

25者

50.0%

不足

22者

44.0%

22者

44.0%

無回答

1者

2.0%

2者

4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=50)

先行き

(n=50)

福祉業

過剰

3者

0.8%

3者

0.8%

適正

257者

71.2%

249者

69.0%

不足

97者

26.9%

100者

27.7%

無回答

4者

1.1%

9者

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=361)

先行き

(n=361)

その他非製造業

過剰 適正

18者

42.9%

18者

42.9%

不足

24者

57.1%

24者

57.1%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=42)

先行き

(n=42)

運輸業、郵便業、倉庫業

過剰 適正

41者

74.5%

40者

72.7%

不足

11者

20.0%

11者

20.0%

無回答

3者

5.5%

4者

7.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=55)

先行き

(n=55)

宿泊業、飲食サービス業

過剰

5者

7.5%

5者

7.5%

適正

43者

64.2%

44者

65.7%

不足

19者

28.4%

18者

26.9%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=67)

先行き

(n=67)

医療業
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（６）資金繰り 

製造業 

ＢＳＩ：現時点 △25.5ポイント 先行き △28.9ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：3.4ポイント悪化 

建設業 

ＢＳＩ：現時点 △14.7ポイント 先行き △16.4ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：1.7ポイント悪化 

運輸業､郵便業､倉庫業 

ＢＳＩ：現時点△7.2ポイント 先行き △11.9ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：4.7ポイント悪化 

卸売業 

ＢＳＩ：現時点 △5.8ポイント 先行き △7.2ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：1.4ポイント悪化 

小売業 

ＢＳＩ：現時点 △39.8ポイント 先行き △43.1ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：3.3ポイント悪化 

宿泊業・飲食サービス業 

ＢＳＩ：現時点 △52.7ポイント 先行き △50.9ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：1.8ポイント改善 

医療業 

ＢＳＩ：現時点 △29.8ポイント 先行き △34.3ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：4.5ポイント悪化 

福祉業 

ＢＳＩ：現時点 △24.0ポイント 先行き △28.0ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：4.0ポイント悪化 

その他非製造業 

ＢＳＩ：現時点 △17.7ポイント 先行き △21.3ポイント 

現時点の差と先行きの差の比較：3.6ポイント悪化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

楽である

17者

5.9%

12者

4.2%

普通

179者

62.4%

173者

60.3%

苦しい

90者

31.4%

95者

33.1%

無回答

1者

0.3%

7者

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=287)

先行き

(n=287)

製造業

楽である

17者

9.3%

15者

8.2%

普通

120者

65.6%

119者

65.0%

苦しい

44者

24.0%

45者

24.6%

無回答

2者

1.1%

4者

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=183)

先行き

(n=183)

建設業
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楽である

5者

3.4%

3者

2.1%

普通

74者

50.7%

71者

48.6%

苦しい

63者

43.2%

66者

45.2%

無回答

4者

2.7%

6者

4.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=146)

先行き

(n=146)

小売業

楽である

2者

4.0%

2者

4.0%

普通

33者

66.0%

30者

60.0%

苦しい

14者

28.0%

16者

32.0%

無回答

1者

2.0%

2者

4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=50)

先行き

(n=50)

福祉業

楽である

23者

6.4%

14者

3.9%

普通

248者

68.7%

247者

68.4%

苦しい

87者

24.1%

91者

25.2%

無回答

3者

0.8%

9者

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=361)

先行き

(n=361)

その他非製造業

楽である

4者

9.5%

3者

7.1%

普通

31者

73.8%

31者

73.8%

苦しい

7者

16.7%

8者

19.0%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=42)

先行き

(n=42)

運輸業、郵便業、倉庫業

楽である

7者

10.1%

6者

8.7%

普通

51者

73.9%

51者

73.9%

苦しい

11者

15.9%

11者

15.9%

無回答

1者

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=69)

先行き

(n=69)

卸売業

楽である 普通

23者

41.8%

23者

41.8%

苦しい

29者

52.7%

28者

50.9%

無回答

3者

5.5%

4者

7.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=55)

先行き

(n=55)

宿泊業、飲食サービス業

楽である

1者

1.5%

普通

44者

65.7%

43者

64.2%

苦しい

21者

31.3%

23者

34.3%

無回答

1者

1.5%

1者

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点

(n=67)

先行き

(n=67)

医療業
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問２ 問１「Ｅ．雇用人員」（現時点）で「３．不足」と回答した方にお伺いします。 

貴事業所において、適正と思われる人員数と、不足している人員数をご記入願います。 

 

１．全体 

雇用人員判断において、「不足」と回答した事業者の適正人員と不足人員の具体的な人

数を合計すると、適正人員数は 8,525 人、不足人員数は 1,301 人、不足率は 15.3％とな

っている。 

 

回答者数 
適正人員 

（A） 

不足人員 

（B） 
(Ａ)－(Ｂ) 

不足率（％） 

(Ｂ)／(Ａ) 

359 者 8,525 人 1,301 人 7,224 人 15.3％ 

   ※問１「Ｅ.雇用人員」（現時点）で「３．不足」と回答した 388 者のうち、「適正と思われる人員数」及び

「不足している人員数」を回答した先 359 者による集計 

 

   《不足割合別者数》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．従業者数規模別 

不足率は、従業者数「0人」が最も高く、次いで「1～5人」が高くなっている。不足人

員数は、従業者数「6～20人」が最も多く、次いで「1～5人」が多くなっている。 

    

従業者数 者数 
適正人員 

（A） 

不足人員 

（B） 
(Ａ)－(Ｂ) 

不足率 

(Ｂ)／(Ａ) 

 ０人 16 者  41 人  35 人  6 人  85.4％ 

１～５人 130 者  619 人  264 人  355 人  42.6％ 

６～20 人 126 者  1,889 人  361 人  1,528 人  19.1％ 

21～50 人 60 者  1,980 人  238 人  1,742 人  12.0％ 

51 人～100 人 18 者  1,334 人  175 人  1,159 人  13.1％ 

101 人以上 9 者  2,662 人  228 人  2,434 人  8.6％ 

 合計 359 者  8,525 人  1,301 人  7,224 人  15.3％ 

 

 

 

24者、6.7%

27者、7.5%

46者、12.8%

128者、35.7%

134者、37.3%

0% 20% 40% 60%

80%以上不足している

60%以上80%未満不足している

40%以上60%未満不足している

20%以上40%未満不足している

20%未満不足している

(n=359)
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３．業種別 

不足率は、宿泊業・飲食サービス業が最も高く、次いで建設業、その他非製造業が高く

なっている。不足人員数は、建設業が最も多く、次いでその他非製造業、製造業が多くな

っている。 

 

従業者数 者数 
適正人員 

（A） 

不足人員 

（B） 
(Ａ)－(Ｂ) 

不足率 

(Ｂ)／(Ａ) 

 製造業 72 者  1,798 人  225 人  1,573 人  12.5％ 

建設業 78 者  1,233 人  311 人  922 人  25.2％ 

運輸業､郵便業､倉庫業 22 者  821 人  95 人  726 人  11.6％ 

卸売業 17 者  285 人  39 人  246 人  13.7％ 

小売業 34 者  597 人  84 人  513 人  14.1％ 

宿泊業・飲食サービス業 10 者  85 人  30 人  55 人  35.3％ 

医療業 15 者  1,441 人  167 人  1,274 人  11.6％ 

福祉業 20 者  580 人  72 人  508 人  12.4％ 

その他非製造業 91 者  1,685 人  278 人  1,407 人  16.5％ 

 合計 359 者  8,525 人  1,301 人  7,224 人  15.3％ 
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問３ 今後の貴事業所の経営課題等について教えてください。（○は特に当てはまるもの３つまで） 

 

１．全体 

今後の自社の経営課題等は、「価格高騰等への対応」が48.5％と最も高く、次いで「既

存事業の販路・市場拡大、営業力の強化」が34.3％、「人材採用・確保」が32.1％、「事

業承継」が23.3％、「人材育成・強化」が22.8％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な回答】 

廃業（7 者） 高齢化による廃業、事業を承継するものがいないため、廃業までの

工程の模索、閉店の見極めなど 

売上・利益（3 者） 利益率の低下、人件費・材料費の高騰 

設備（２者） 設備の整備、設備投資のための資金確保 

人材（２者） 人手不足による実習生の雇用、若手登用（若返り） 

その他 Ｍ＆Ａの推進 

 会社存続の方策 

 ISO 取得 

 税負担、借入金利の上昇 

 出生率低下による影響 

 診療報酬の低下 

 

  

611者、48.5%

432者、34.3%

404者、32.1%

294者、23.3%

287者、22.8%

238者、18.9%

214者、17.0%

141者、11.2%

129者、10.2%

116者、9.2%

98者、7.8%

53者、4.2%

32者、2.5%

25者、2.0%

0% 20% 40% 60% 80%

価格高騰等への対応

既存事業の販路・市場拡大、営業力の強化

人材採用・確保

事業承継

人材育成・強化

資金調達・資金繰り

生産性の向上

ＩＴ・デジタル技術の活用推進

技術力向上・研究開発の強化

新規分野への参入

働き方改革への対応

手形・小切手廃止に伴う電子記録債権への移行

その他

無回答

（n=1,260）
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２．従業者数規模別 

 従業者数「0人」、「1～5人」、「6～20人」は、「価格高騰等への対応」が最も高く、それ

以外の規模は、「人材採用・確保」が最も高くなっている。 

 

【０人】             【１～５人】          【６～20 人】 

(n=163)              (n=550)             (n=332) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【21～50 人】        【51～100 人】         【101 人以上】 

(n=138)             (n=51)               (n=26) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

159者, 47.9%

100者, 30.1%

153者, 46.1%

81者, 24.4%

117者, 35.2%

60者, 18.1%

69者, 20.8%

31者, 9.3%

36者, 10.8%

24者, 7.2%

33者, 9.9%

7者, 2.1%

4者, 1.2%

2者, 0.6%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

98

99

18者, 35.3%

20者, 39.2%

34者, 66.7%

6者, 11.8%

20者, 39.2%

3者, 5.9%

10者, 19.6%

8者, 15.7%

4者, 7.8%

4者, 7.8%

9者, 17.6%

1者, 2.0%

1者, 2.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

98

99

8者, 30.8%

11者, 42.3%

19者, 73.1%
1者, 3.8%

15者, 57.7%

1者, 3.8%

8者, 30.8%

8者, 30.8%

3者, 11.5%

0者, 0.0%

1者, 3.8%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 3.8%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

98

99

58者, 42.0%

45者, 32.6%

81者, 58.7%

24者, 17.4%

63者, 45.7%

14者, 10.1%

35者, 25.4%

18者, 13.0%

19者, 13.8%

11者, 8.0%

18者, 13.0%

2者, 1.4%

1者, 0.7%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

98

99

価格高騰等への対応

既存事業の販路・市場拡大、営業力の強化

人材採用・確保

事業承継

人材育成・強化

資金調達・資金繰り

生産性の向上

ＩＴ・デジタル技術の活用推進

技術力向上・研究開発の強化

新規分野への参入

働き方改革への対応

手形・小切手廃止に伴う電子記録債権への移行

その他

無回答

292者, 53.1%

206者, 37.5%

104者, 18.9%

144者, 26.2%

63者, 11.5%

122者, 22.2%

77者, 14.0%

63者, 11.5%

52者, 9.5%

59者, 10.7%

34者, 6.2%

36者, 6.5%

18者, 3.3%

9者, 1.6%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

98

99

76者, 46.6%

50者, 30.7%

13者, 8.0%

38者, 23.3%

9者, 5.5%

38者, 23.3%

15者, 9.2%

13者, 8.0%

15者, 9.2%

18者, 11.0%

3者, 1.8%

7者, 4.3%

8者, 4.9%

13者, 8.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

98

99

価格高騰等への対応

既存事業の販路・市場拡大、営業力の強化

人材採用・確保

事業承継

人材育成・強化

資金調達・資金繰り

生産性の向上

ＩＴ・デジタル技術の活用推進

技術力向上・研究開発の強化

新規分野への参入

働き方改革への対応

手形・小切手廃止に伴う電子記録債権への移行

その他

無回答
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３．業種別 

運輸業､郵便業､倉庫業、福祉業は、「人材採用・確保」が、卸売業は、「既存事業の販

路・市場拡大、営業力の強化」が、それ以外の業種は「価格高騰等への対応」が最も高く

なっている。 

次いで、運輸業､郵便業､倉庫業、卸売業は、「価格高騰等への対応」が、建設業、医療

業は、「人材採用・確保」が、「宿泊業・飲食サービス業」は、「資金調達・資金繰り」が、

福祉業は、「人材育成・強化」が、それ以外の業種は、「既存事業の販路・市場拡大、営業

力の強化」が高くなっている。 

 
 

【製造業】             【建設業】          【運輸業､郵便業､ 

(n=287)              (n=183)           倉庫業】(n=42) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

23者, 54.8%

14者, 33.3%

27者, 64.3%

7者, 16.7%

16者, 38.1%

5者, 11.9%

6者, 14.3%

5者, 11.9%

2者, 4.8%

2者, 4.8%

10者, 23.8%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

98

99

88者, 48.1%

55者, 30.1%

87者, 47.5%

34者, 18.6%

47者, 25.7%

38者, 20.8%

24者, 13.1%

21者, 11.5%

20者, 10.9%

7者, 3.8%

16者, 8.7%

7者, 3.8%

5者, 2.7%

3者, 1.6%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

98

99

135者, 47.0%

109者, 38.0%

73者, 25.4%

66者, 23.0%

64者, 22.3%

50者, 17.4%

82者, 28.6%

14者, 4.9%

44者, 15.3%

30者, 10.5%

17者, 5.9%

30者, 10.5%

8者, 2.8%

4者, 1.4%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

98

99

価格高騰等への対応

既存事業の販路・市場拡大、営業力の強化

人材採用・確保

事業承継

人材育成・強化

資金調達・資金繰り

生産性の向上

ＩＴ・デジタル技術の活用推進

技術力向上・研究開発の強化

新規分野への参入

働き方改革への対応

手形・小切手廃止に伴う電子記録債権への移行

その他

無回答
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【卸売業】             【小売業】           【宿泊業・飲食 

(n=69)               (n=146)          サービス業】(n=55) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【医療業】             【福祉業】          【その他非製造業】 

(n=67)               (n=50)                (n=361) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

44者, 80.0%
11者, 20.0%

11者, 20.0%

11者, 20.0%

7者, 12.7%

20者, 36.4%

6者, 10.9%

2者, 3.6%

2者, 3.6%

5者, 9.1%

5者, 9.1%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

2者, 3.6%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

98

99

149者, 41.3%

130者, 36.0%

112者, 31.0%

99者, 27.4%

80者, 22.2%

61者, 16.9%

51者, 14.1%

53者, 14.7%

39者, 10.8%

45者, 12.5%

20者, 5.5%

5者, 1.4%

11者, 3.0%

3者, 0.8%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

98

99

83者, 56.8%

50者, 34.2%

28者, 19.2%

39者, 26.7%

21者, 14.4%

27者, 18.5%

15者, 10.3%

21者, 14.4%

4者, 2.7%

8者, 5.5%

14者, 9.6%

8者, 5.5%

4者, 2.7%

9者, 6.2%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

98

99

34者, 49.3%

39者, 56.5%

16者, 23.2%

14者, 20.3%

11者, 15.9%

17者, 24.6%

11者, 15.9%

11者, 15.9%

6者, 8.7%

11者, 15.9%

1者, 1.4%

2者, 2.9%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

98

99

価格高騰等への対応

既存事業の販路・市場拡大、営業力の強化

人材採用・確保

事業承継

人材育成・強化

資金調達・資金繰り

生産性の向上

ＩＴ・デジタル技術の活用推進

技術力向上・研究開発の強化

新規分野への参入

働き方改革への対応

手形・小切手廃止に伴う電子記録債権への移行

その他

無回答

18者, 36.0%

9者, 18.0%

30者, 60.0%

13者, 26.0%

25者, 50.0%

10者, 20.0%

10者, 20.0%

6者, 12.0%

1者, 2.0%

5者, 10.0%

7者, 14.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 2.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

98

99

37者, 55.2%

15者, 22.4%

20者, 29.9%

11者, 16.4%

16者, 23.9%

10者, 14.9%

9者, 13.4%

8者, 11.9%

11者, 16.4%

3者, 4.5%

8者, 11.9%

1者, 1.5%

4者, 6.0%

3者, 4.5%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

98

99

価格高騰等への対応

既存事業の販路・市場拡大、営業力の強化

人材採用・確保

事業承継

人材育成・強化

資金調達・資金繰り

生産性の向上

ＩＴ・デジタル技術の活用推進

技術力向上・研究開発の強化

新規分野への参入

働き方改革への対応

手形・小切手廃止に伴う電子記録債権への移行

その他

無回答
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問４ 経営課題解決のために必要と考える取り組みを教えてください。（〇は特に当てはまるもの

３つまで） 

 

１．全体 

 経営課題解決のために必要と考える取り組みについては、「従業員の意識改革や理解促

進」が 34.2％と最も高く、次いで「取り組みに関する方針や目標の明確化」が 25.0％、

「働きやすい環境整備」が 16.7％、「取り組み方法・ノウハウ習得」が 16.4％、「管理職

の意識改革や理解促進」が 15.0％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な回答】 

廃業（6 者） 高齢化、スムーズな廃業 

製（商）品関連（３者） 取扱商品の見直し、価格改定、価格転嫁 

事業承継（3 者） 後継者育成 

販路拡大（２者） 新規開拓、展示会参加 

その他 人材確保 

 コスト削減 

 Ｍ＆Ａの推進 

 自身の健康維持・管理 

 働き方改革 

  

431者、34.2%

315者、25.0%

211者、16.7%

207者、16.4%

189者、15.0%

182者、14.4%

180者、14.3%

159者、12.6%

91者、7.2%

87者、6.9%

73者、5.8%

36者、2.9%

47者、3.7%

117者、9.3%

88者、7.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

従業員の意識改革や理解促進

取り組みに関する方針や目標の明確化

働きやすい環境整備

取り組み方法・ノウハウ習得

管理職の意識改革や理解促進

社内のＩＴ・デジタル・ＤＸの理解

生産性向上のための設備投資

設備や制度導入のコスト負担

異業種との交流

社内コミュニケーションの円滑化

社会的機運や取引先の理解促進・パートナーシップ構築宣言

その他

課題はない

取り組みをする予定はない

無回答

（n=1,260）
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２．従業者数規模別 

従業者数「0人」は、「取り組みをする予定はない」、「1～5人」は、「取り組みに関する

方針や目標の明確化」が、それ以外の規模は、「従業員の意識改革や理解促進」が最も高

くなっている。 

 

【０人】         【１～５人】       【６～20 人】 

(n=163)         (n=550)           (n=332) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【21～50 人】      【51～100 人】     【101 人以上】 

  (n=138)           (n=51)          (n=26) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3者, 1.8%

38者, 23.3%

6者, 3.7%

37者, 22.7%

3者, 1.8%

9者, 5.5%

13者, 8.0%

11者, 6.7%

20者, 12.3%

1者, 0.6%

5者, 3.1%

8者, 4.9%

19者, 11.7%

41者, 25.2%

21者, 12.9%
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118者, 21.5%

125者, 22.7%

78者, 14.2%

98者, 17.8%

41者, 7.5%

87者, 15.8%

71者, 12.9%

77者, 14.0%

52者, 9.5%

18者, 3.3%

45者, 8.2%

22者, 4.0%

24者, 4.4%

65者, 11.8%

49者, 8.9%
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180者, 54.2%

103者, 31.0%

67者, 20.2%

48者, 14.5%

68者, 20.5%

46者, 13.9%

55者, 16.6%

45者, 13.6%

15者, 4.5%

34者, 10.2%

11者, 3.3%

5者, 1.5%

3者, 0.9%

10者, 3.0%

14者, 4.2%

0% 40% 80%
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従業員の意識改革や理解促進

取り組みに関する方針や目標の明確化

働きやすい環境整備

取り組み方法・ノウハウ習得

管理職の意識改革や理解促進

社内のＩＴ・デジタル・ＤＸの理解

生産性向上のための設備投資

設備や制度導入のコスト負担

異業種との交流

社内コミュニケーションの円滑化

社会的機運や取引先の理解促進・パートナーシップ構築宣言

その他

課題はない

取り組みをする予定はない

無回答

15者, 57.7%
6者, 23.1%

7者, 26.9%

1者, 3.8%

11者, 42.3%

10者, 38.5%

6者, 23.1%

4者, 15.4%

1者, 3.8%

3者, 11.5%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 3.8%

0% 40% 80%

1

2

3

4
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8
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13
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32者, 62.7%
8者, 15.7%

13者, 25.5%

6者, 11.8%

21者, 41.2%
9者, 17.6%

6者, 11.8%

7者, 13.7%

1者, 2.0%

9者, 17.6%

1者, 2.0%

1者, 2.0%

0者, 0.0%

1者, 2.0%

1者, 2.0%

0% 40% 80%

1
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4
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7

8
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12
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83者, 60.1%
35者, 25.4%

40者, 29.0%

17者, 12.3%

45者, 32.6%

21者, 15.2%

29者, 21.0%

15者, 10.9%

2者, 1.4%

22者, 15.9%

11者, 8.0%

0者, 0.0%

1者, 0.7%

0者, 0.0%

2者, 1.4%

0% 40% 80%
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従業員の意識改革や理解促進

取り組みに関する方針や目標の明確化

働きやすい環境整備

取り組み方法・ノウハウ習得

管理職の意識改革や理解促進

社内のＩＴ・デジタル・ＤＸの理解

生産性向上のための設備投資

設備や制度導入のコスト負担

異業種との交流

社内コミュニケーションの円滑化

社会的機運や取引先の理解促進・パートナーシップ構築宣言

その他

課題はない

取り組みをする予定はない

無回答
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３．業種別 

卸売業、小売業、宿泊業・飲食サービス業は、「取り組みに関する方針や目標の明確化」

が、それ以外の業種は、「従業員の意識改革や理解促進」が最も高くなっている。 

 
 

【製造業】         【建設業】      【運輸業､郵便業､ 

(n=287)           (n=183)       倉庫業】(n=42) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【卸売業】         【小売業】       【宿泊業・飲食 

(n=69)           (n=146)      サービス業】(n=55) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

86者, 47.0%

51者, 27.9%

32者, 17.5%

23者, 12.6%

36者, 19.7%

24者, 13.1%

15者, 8.2%

15者, 8.2%

8者, 4.4%

12者, 6.6%

11者, 6.0%

4者, 2.2%

6者, 3.3%

14者, 7.7%

13者, 7.1%
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20者, 47.6%
6者, 14.3%

7者, 16.7%

6者, 14.3%

16者, 38.1%

8者, 19.0%

3者, 7.1%

5者, 11.9%

2者, 4.8%

7者, 16.7%

5者, 11.9%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

4者, 9.5%
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28者, 19.2%

37者, 25.3%

19者, 13.0%

28者, 19.2%

11者, 7.5%

22者, 15.1%

18者, 12.3%

18者, 12.3%

8者, 5.5%

3者, 2.1%

6者, 4.1%

6者, 4.1%

3者, 2.1%

15者, 10.3%

22者, 15.1%
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16者, 29.1%

18者, 32.7%

7者, 12.7%

8者, 14.5%

3者, 5.5%

2者, 3.6%

10者, 18.2%

11者, 20.0%

4者, 7.3%

1者, 1.8%

1者, 1.8%

3者, 5.5%

3者, 5.5%

10者, 18.2%

6者, 10.9%
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107者, 37.3%

61者, 21.3%

65者, 22.6%

39者, 13.6%

46者, 16.0%

33者, 11.5%

71者, 24.7%

35者, 12.2%

17者, 5.9%

33者, 11.5%

17者, 5.9%

7者, 2.4%

19者, 6.6%

38者, 13.2%

3者, 1.0%

0% 40% 80%

1
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13
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99

従業員の意識改革や理解促進

取り組みに関する方針や目標の明確化

働きやすい環境整備

取り組み方法・ノウハウ習得

管理職の意識改革や理解促進

社内のＩＴ・デジタル・ＤＸの理解

生産性向上のための設備投資

設備や制度導入のコスト負担

異業種との交流

社内コミュニケーションの円滑化

社会的機運や取引先の理解促進・パートナーシップ構築宣言

その他

課題はない

取り組みをする予定はない

無回答

24者, 34.8%

25者, 36.2%

11者, 15.9%

15者, 21.7%

14者, 20.3%

17者, 24.6%

4者, 5.8%

7者, 10.1%

4者, 5.8%

1者, 1.4%

3者, 4.3%

2者, 2.9%

2者, 2.9%

3者, 4.3%

4者, 5.8%
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従業員の意識改革や理解促進

取り組みに関する方針や目標の明確化

働きやすい環境整備

取り組み方法・ノウハウ習得

管理職の意識改革や理解促進

社内のＩＴ・デジタル・ＤＸの理解

生産性向上のための設備投資

設備や制度導入のコスト負担

異業種との交流

社内コミュニケーションの円滑化

社会的機運や取引先の理解促進・パートナーシップ構築宣言

その他

課題はない

取り組みをする予定はない

無回答
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【医療業】         【福祉業】      【その他非製造業】 

(n=67)           (n=50)           (n=361) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

33者, 66.0%

10者, 20.0%

10者, 20.0%

6者, 12.0%

13者, 26.0%

9者, 18.0%

7者, 14.0%

8者, 16.0%

3者, 6.0%

6者, 12.0%

1者, 2.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

2者, 4.0%
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92者, 25.5%

91者, 25.2%

46者, 12.7%

68者, 18.8%

42者, 11.6%

59者, 16.3%

45者, 12.5%

46者, 12.7%

39者, 10.8%

18者, 5.0%

26者, 7.2%

11者, 3.0%

11者, 3.0%

33者, 9.1%

29者, 8.0%
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25者, 37.3%

16者, 23.9%

14者, 20.9%

14者, 20.9%

8者, 11.9%

8者, 11.9%

7者, 10.4%

14者, 20.9%

6者, 9.0%

6者, 9.0%

3者, 4.5%

3者, 4.5%

3者, 4.5%

4者, 6.0%

5者, 7.5%
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従業員の意識改革や理解促進

取り組みに関する方針や目標の明確化

働きやすい環境整備

取り組み方法・ノウハウ習得

管理職の意識改革や理解促進

社内のＩＴ・デジタル・ＤＸの理解

生産性向上のための設備投資

設備や制度導入のコスト負担

異業種との交流

社内コミュニケーションの円滑化

社会的機運や取引先の理解促進・パートナーシップ構築宣言

その他

課題はない

取り組みをする予定はない

無回答
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問５ 貴事業所の強みについて教えてください。（○は特に当てはまるもの３つまで） 

 

１．全体 

事業者の強みについては、「製品、商品、サービスの質」が50.1％と最も高く、次いで

「技術力・商品開発力」が28.0％、「営業力・販売力」が16.6％、「短納期」が15.2％、

「財務内容」が14.6％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な回答】 

提案力 地域貢献 専門性 

指導力 人脈・固定客 コストパフォーマンス 

業歴・信頼・信用力 無借金経営 適正・適切な医療 

  

631者、50.1%

353者、28.0%

209者、16.6%

192者、15.2%

184者、14.6%

137者、10.9%

129者、10.2%

128者、10.2%

115者、9.1%

88者、7.0%

68者、5.4%

65者、5.2%

0% 20% 40% 60%

製品、商品、サービスの質

技術力・商品開発力

営業力・販売力

短納期

財務内容

事業効率

製品のブランド力

価格競争力

企業間ネットワーク

人材育成、人材確保

その他

無回答
（n=1,260）
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２．従業者数規模別 

 すべての規模において「製品、商品、サービスの質」が最も高くなっている。次いで従

業者数「101人以上」は、「財務内容」が、それ以外の規模は、「技術力、商品開発力」が

高くなっている。 

  

【０人】              【１～５人】           【６～20 人】 

(n=163)              (n=550)               (n=332) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【21～50 人】          【51～100 人】          【101 人以上】 

 (n=138)              (n=51)                (n=26) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

279者, 50.7%

154者, 28.0%

81者, 14.7%

101者, 18.4%

60者, 10.9%

57者, 10.4%

48者, 8.7%

61者, 11.1%

39者, 7.1%

30者, 5.5%

34者, 6.2%

30者, 5.5%
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172者, 51.8%
104者, 31.3%

64者, 19.3%

44者, 13.3%

65者, 19.6%

41者, 12.3%

34者, 10.2%

28者, 8.4%

39者, 11.7%

26者, 7.8%

13者, 3.9%

10者, 3.0%
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72者, 44.2%

36者, 22.1%

18者, 11.0%

16者, 9.8%

13者, 8.0%

16者, 9.8%

10者, 6.1%

10者, 6.1%

7者, 4.3%

1者, 0.6%

16者, 9.8%

20者, 12.3%

0% 40% 80%

製品、商品、サービスの質

技術力・商品開発力

営業力・販売力

短納期

財務内容

事業効率

製品のブランド力

価格競争力

企業間ネットワーク

人材育成、人材確保

その他

無回答

71者, 51.4%

37者, 26.8%

31者, 22.5%

19者, 13.8%

28者, 20.3%

14者, 10.1%

25者, 18.1%

18者, 13.0%

19者, 13.8%

17者, 12.3%

3者, 2.2%

3者, 2.2%

0% 40% 80%

製品、商品、サービスの質

技術力・商品開発力

営業力・販売力

短納期

財務内容

事業効率

製品のブランド力

価格競争力

企業間ネットワーク

人材育成、人材確保

その他

無回答

13者, 50.0%

5者, 19.2%

3者, 11.5%

3者, 11.5%

7者, 26.9%

1者, 3.8%

6者, 23.1%

4者, 15.4%

5者, 19.2%

4者, 15.4%

1者, 3.8%

1者, 3.8%
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24者, 47.1%

17者, 33.3%

12者, 23.5%

9者, 17.6%

11者, 21.6%

8者, 15.7%

6者, 11.8%

7者, 13.7%

6者, 11.8%

10者, 19.6%

1者, 2.0%

1者, 2.0%
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３．業種別 

建設業は、「技術力、商品開発力」が、それ以外の業種は、「製品、商品、サービスの

質」が最も高くなっている。 

次いで建設業は、「製品、商品、サービスの質」が、運輸業､郵便業､倉庫業は、「企業間

ネットワーク」が、卸売業、小売業は、「営業力・販売力」が、宿泊業･飲食サービス業は、

「製品のブランド力」が、福祉業は、「人材育成、人材確保」が、それ以外の業種は、「技

術力、商品開発力」が高くなっている。 

 
 

【製造業】               【建設業】       【運輸業､郵便業､倉庫業】 

(n=287)                (n=183)                (n=42) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【卸売業】              【小売業】         【宿泊業・飲食サービス業】 

(n=69)                (n=146)                 (n=55) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

175者, 61.0%

124者, 43.2%

22者, 7.7%

95者, 33.1%

28者, 9.8%

21者, 7.3%

39者, 13.6%

29者, 10.1%

20者, 7.0%

15者, 5.2%

10者, 3.5%

7者, 2.4%
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製品、商品、サービスの質

技術力・商品開発力

営業力・販売力

短納期

財務内容

事業効率

製品のブランド力

価格競争力

企業間ネットワーク

人材育成、人材確保

その他

無回答

71者, 38.8%

76者, 41.5%

25者, 13.7%

21者, 11.5%

44者, 24.0%

31者, 16.9%

9者, 4.9%

16者, 8.7%

25者, 13.7%

10者, 5.5%

7者, 3.8%

11者, 6.0%
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99

19者, 45.2%

6者, 14.3%

8者, 19.0%

2者, 4.8%

9者, 21.4%

7者, 16.7%

2者, 4.8%

5者, 11.9%

12者, 28.6%

2者, 4.8%

3者, 7.1%

1者, 2.4%
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33者, 47.8%

8者, 11.6%

28者, 40.6%

20者, 29.0%

14者, 20.3%

8者, 11.6%

10者, 14.5%

16者, 23.2%

7者, 10.1%

2者, 2.9%

1者, 1.4%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

製品、商品、サービスの質

技術力・商品開発力

営業力・販売力

短納期

財務内容

事業効率

製品のブランド力

価格競争力

企業間ネットワーク

人材育成、人材確保

その他

無回答

82者, 56.2%

19者, 13.0%

42者, 28.8%

20者, 13.7%

14者, 9.6%

9者, 6.2%

19者, 13.0%

18者, 12.3%

3者, 2.1%

3者, 2.1%

5者, 3.4%

15者, 10.3%
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32者, 58.2%

10者, 18.2%

7者, 12.7%

1者, 1.8%

1者, 1.8%

0者, 0.0%

15者, 27.3%

9者, 16.4%

4者, 7.3%

7者, 12.7%

3者, 5.5%

3者, 5.5%
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99
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【医療業】               【福祉業】           【その他非製造業】 

(n=67)                 (n=50)                (n=361) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

31者, 46.3%

22者, 32.8%

8者, 11.9%

1者, 1.5%

4者, 6.0%

6者, 9.0%

9者, 13.4%

1者, 1.5%

4者, 6.0%

8者, 11.9%

6者, 9.0%

3者, 4.5%

0% 40% 80%

製品、商品、サービスの質

技術力・商品開発力

営業力・販売力

短納期

財務内容

事業効率

製品のブランド力

価格競争力

企業間ネットワーク

人材育成、人材確保

その他

無回答

23者, 46.0%

4者, 8.0%

13者, 26.0%

1者, 2.0%

6者, 12.0%

7者, 14.0%

7者, 14.0%

2者, 4.0%

6者, 12.0%

14者, 28.0%

4者, 8.0%

3者, 6.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

98

99

165者, 45.7%

84者, 23.3%

56者, 15.5%

31者, 8.6%

64者, 17.7%

48者, 13.3%

19者, 5.3%

32者, 8.9%

34者, 9.4%

27者, 7.5%

29者, 8.0%

22者, 6.1%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

98

99
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問６ 貴事業所が川口市で企業活動を実施するにあたり、メリットを教えてください。（〇は特に

当てはまるもの３つまで） 

 

１．全体 

 川口市で企業活動を実施するメリットについては、「取引先（販売・受注先・仕入・外

注先）が近い」が 39.8％と最も高く、次いで「交通の便が良い」が 37.9％、「市場規模が

大きい（ちょうど良い）」が 15.9％、「同業者間で仕事の融通ができる」が 11.7％、「地

価・家賃が安い」が 10.3％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な回答】 

東京、神奈川、千葉が近い 先代からの人との交流 

街の雰囲気 今後の伸びしろ 

  

502者、39.8%

477者、37.9%

200者、15.9%

148者、11.7%

130者、10.3%

95者、7.5%

77者、6.1%

64者、5.1%

46者、3.7%

33者、2.6%

30者、2.4%

29者、2.3%

26者、2.1%

21者、1.7%

20者、1.6%

17者、1.3%

4者、0.3%

49者、3.9%

176者、14.0%

41者、3.3%

0% 20% 40% 60%

取引先（販売・受注先・仕入・外注先）が近い

交通の便が良い

市場規模が大きい（ちょうど良い）

同業者間で仕事の融通ができる

地価・家賃が安い

競合する他社が少ない

企業間の情報交換ができる

原材料の入手が容易

異業種間で仕事の融通ができる

欲しい情報が入手できる

豊かな自然環境

パート・アルバイトの確保が容易

産業支援機関が充実

一般事務員・社員等の確保が容易

人件費が安い

流通コストが安い

専門技術者、研究者の確保が容易

その他

わからない

無回答

（n=1,260）
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２．従業者数規模別 

従業者数「1～5人」「6～20人」「101人以上」は、「取引先(販売・受注先・仕入・外注

先)が近い」が、「0人」「21～50人」は、「交通の便が良い」が、「51～100人」は、「取引

先(販売・受注先・仕入・外注先)が近い」と「交通の便が良い」が最も高くなっている。 

 
【０人】             【１～５人】           【６～20 人】 

(n=163)              (n=550)              (n=332) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【21～50 人】          【51～100 人】         【101 人以上】 

 (n=138)               (n=51)               (n=26) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

47者, 28.8%

51者, 31.3%

24者, 14.7%

16者, 9.8%

17者, 10.4%

14者, 8.6%

4者, 2.5%

8者, 4.9%

4者, 2.5%

6者, 3.7%

3者, 1.8%

0者, 0.0%

6者, 3.7%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 0.6%

1者, 0.6%

8者, 4.9%

34者, 20.9%

14者, 8.6%

0% 40% 80%

1

2

3

5

6

7

8

9

11

13

14

15

16

17

18

19

20

97

98

99

236者, 42.9%

209者, 38.0%

75者, 13.6%

79者, 14.4%

57者, 10.4%

46者, 8.4%

28者, 5.1%

31者, 5.6%

17者, 3.1%

11者, 2.0%

15者, 2.7%

7者, 1.3%

6者, 1.1%

6者, 1.1%

10者, 1.8%

6者, 1.1%

3者, 0.5%

26者, 4.7%

66者, 12.0%

18者, 3.3%

0% 40% 80%

1

2

3

5

6

7

8

9

11

13

14

15

16

17

18

19

20

97

98

99

20者, 39.2%

20者, 39.2%

17者, 33.3%

3者, 5.9%

5者, 9.8%

1者, 2.0%

3者, 5.9%

1者, 2.0%

1者, 2.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

4者, 7.8%

1者, 2.0%

3者, 5.9%

3者, 5.9%

2者, 3.9%

0者, 0.0%

2者, 3.9%

6者, 11.8%

1者, 2.0%

0% 40% 80%

1

2

3

5

6

7

8

9

11

13

14

15

16

17

18

19

20

97

98

99

10者, 38.5%

9者, 34.6%

6者, 23.1%

2者, 7.7%

1者, 3.8%

1者, 3.8%

5者, 19.2%

2者, 7.7%

1者, 3.8%

1者, 3.8%

0者, 0.0%

2者, 7.7%

2者, 7.7%

1者, 3.8%

0者, 0.0%

1者, 3.8%

0者, 0.0%

1者, 3.8%

3者, 11.5%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

5

6

7

8

9

11

13

14

15

16

17

18

19

20

97

98

99

取引先(販売･受注先･仕入･外注先)が近い

交通の便が良い

市場規模が大きい(ちょうど良い)

同業者間で仕事の融通ができる

地価・家賃が安い

競合する他社が少ない

企業間の情報交換ができる

原材料の入手が容易

異業種間で仕事の融通ができる

欲しい情報が入手できる

豊かな自然環境

パート・アルバイトの確保が容易

産業支援機関が充実

一般事務員・社員等の確保が容易

人件費が安い

流通コストが安い

専門技術者、研究者の確保が容易

その他

わからない

無回答

137者, 41.3%

126者, 38.0%

54者, 16.3%

40者, 12.0%

34者, 10.2%

27者, 8.1%

25者, 7.5%

15者, 4.5%

19者, 5.7%

8者, 2.4%

8者, 2.4%

12者, 3.6%

6者, 1.8%

7者, 2.1%

4者, 1.2%

6者, 1.8%

0者, 0.0%

10者, 3.0%

48者, 14.5%

6者, 1.8%

0% 40% 80%

1

2

3

5

6

7

8

9

11

13

14

15

16

17

18

19

20

97

98

99

52者, 37.7%

62者, 44.9%

24者, 17.4%

8者, 5.8%

16者, 11.6%

6者, 4.3%

12者, 8.7%

7者, 5.1%

4者, 2.9%

7者, 5.1%

4者, 2.9%

4者, 2.9%

5者, 3.6%

4者, 2.9%

3者, 2.2%

1者, 0.7%

0者, 0.0%

2者, 1.4%

19者, 13.8%

2者, 1.4%

0% 40% 80%

1

2

3

5

6

7

8

9

11

13

14

15

16

17

18

19

20

97

98

99

取引先(販売･受注先･仕入･外注先)が近い

交通の便が良い

市場規模が大きい(ちょうど良い)

同業者間で仕事の融通ができる

地価・家賃が安い

競合する他社が少ない

企業間の情報交換ができる

原材料の入手が容易

異業種間で仕事の融通ができる

欲しい情報が入手できる

豊かな自然環境

パート・アルバイトの確保が容易

産業支援機関が充実

一般事務員・社員等の確保が容易

人件費が安い

流通コストが安い

専門技術者、研究者の確保が容易

その他

わからない

無回答
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３．業種別 

製造業、小売業は、「取引先(販売・受注先・仕入・外注先)が近い」が、医療業は、「市

場規模が大きい(ちょうど良い)」が、福祉業は、「交通の便が良い」と「わからない」が、

それ以外の業種は、「交通の便が良い」が最も高くなっている。 

 
 

【製造業】             【建設業】         【運輸業､郵便業､ 

(n=287)              (n=183)          倉庫業】(n=42) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

15者, 35.7%

24者, 57.1%
7者, 16.7%

3者, 7.1%

2者, 4.8%

0者, 0.0%

3者, 7.1%

1者, 2.4%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 2.4%

1者, 2.4%

1者, 2.4%

1者, 2.4%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

3者, 7.1%

1者, 2.4%

0% 40% 80%

1

2

3
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13
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16

17

18

19

20

97

98

99

79者, 43.2%

84者, 45.9%

28者, 15.3%

28者, 15.3%

19者, 10.4%

10者, 5.5%

8者, 4.4%

8者, 4.4%

6者, 3.3%

0者, 0.0%

6者, 3.3%

0者, 0.0%

1者, 0.5%

4者, 2.2%

2者, 1.1%

0者, 0.0%

1者, 0.5%

4者, 2.2%

26者, 14.2%

7者, 3.8%

0% 40% 80%

1

2

3

5

6

7

8

9

11

13

14

15

16

17

18

19

20

97

98

99

157者, 54.7%

98者, 34.1%
14者, 4.9%

48者, 16.7%

19者, 6.6%

21者, 7.3%

29者, 10.1%

36者, 12.5%

16者, 5.6%

6者, 2.1%

0者, 0.0%

9者, 3.1%

7者, 2.4%

6者, 2.1%

2者, 0.7%

8者, 2.8%

1者, 0.3%

10者, 3.5%

37者, 12.9%

8者, 2.8%

0% 40% 80%

1

2

3

5

6

7

8

9

11

13

14

15
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17
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19

20

97

98

99

取引先(販売･受注先･仕入･外注先)が近い

交通の便が良い

市場規模が大きい(ちょうど良い)

同業者間で仕事の融通ができる

地価・家賃が安い

競合する他社が少ない

企業間の情報交換ができる

原材料の入手が容易

異業種間で仕事の融通ができる

欲しい情報が入手できる

豊かな自然環境

パート・アルバイトの確保が容易

産業支援機関が充実

一般事務員・社員等の確保が容易

人件費が安い

流通コストが安い

専門技術者、研究者の確保が容易

その他

わからない

無回答
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【卸売業】            【小売業】            【宿泊業・飲食 

(n=69)              (n=146)           サービス業】(n=55) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【医療業】             【福祉業】         【その他非製造業】 

(n=67)               (n=50)              (n=361) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

51者, 34.9%

41者, 28.1%

28者, 19.2%

11者, 7.5%

16者, 11.0%

18者, 12.3%

2者, 1.4%

5者, 3.4%

4者, 2.7%

4者, 2.7%

1者, 0.7%

5者, 3.4%

1者, 0.7%

0者, 0.0%

3者, 2.1%

1者, 0.7%

0者, 0.0%

4者, 2.7%

24者, 16.4%

9者, 6.2%
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13者, 23.6%

17者, 30.9%

9者, 16.4%

1者, 1.8%

5者, 9.1%

12者, 21.8%

2者, 3.6%

5者, 9.1%

1者, 1.8%

1者, 1.8%

2者, 3.6%

2者, 3.6%

3者, 5.5%

0者, 0.0%

3者, 5.5%

1者, 1.8%

0者, 0.0%

3者, 5.5%

8者, 14.5%

3者, 5.5%
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12者, 17.9%

23者, 34.3%

25者, 37.3%

7者, 10.4%

7者, 10.4%

5者, 7.5%

0者, 0.0%

1者, 1.5%

2者, 3.0%

2者, 3.0%

1者, 1.5%

0者, 0.0%

1者, 1.5%

0者, 0.0%

1者, 1.5%

1者, 1.5%

1者, 1.5%

2者, 3.0%

12者, 17.9%

2者, 3.0%
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11者, 22.0%

15者, 30.0%

10者, 20.0%

4者, 8.0%

7者, 14.0%

2者, 4.0%

10者, 20.0%

0者, 0.0%

2者, 4.0%

2者, 4.0%

3者, 6.0%

2者, 4.0%

0者, 0.0%

1者, 2.0%

2者, 4.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 2.0%

15者, 30.0%

1者, 2.0%
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134者, 37.1%

144者, 39.9%

70者, 19.4%

40者, 11.1%

47者, 13.0%

21者, 5.8%

19者, 5.3%

7者, 1.9%

11者, 3.0%

17者, 4.7%

15者, 4.2%

8者, 2.2%

10者, 2.8%

4者, 1.1%

7者, 1.9%

3者, 0.8%

1者, 0.3%

24者, 6.6%

43者, 11.9%

9者, 2.5%
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99

取引先(販売･受注先･仕入･外注先)が近い

交通の便が良い

市場規模が大きい(ちょうど良い)

同業者間で仕事の融通ができる

地価・家賃が安い

競合する他社が少ない

企業間の情報交換ができる

原材料の入手が容易

異業種間で仕事の融通ができる

欲しい情報が入手できる

豊かな自然環境

パート・アルバイトの確保が容易

産業支援機関が充実

一般事務員・社員等の確保が容易

人件費が安い

流通コストが安い

専門技術者、研究者の確保が容易

その他

わからない

無回答

30者, 43.5%

31者, 44.9%

9者, 13.0%

6者, 8.7%

8者, 11.6%

6者, 8.7%

4者, 5.8%

1者, 1.4%

4者, 5.8%

1者, 1.4%

1者, 1.4%

2者, 2.9%

2者, 2.9%

5者, 7.2%

0者, 0.0%

3者, 4.3%

0者, 0.0%

1者, 1.4%

8者, 11.6%

1者, 1.4%

0% 40% 80%

1
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8
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99

取引先(販売･受注先･仕入･外注先)が近い

交通の便が良い

市場規模が大きい(ちょうど良い)

同業者間で仕事の融通ができる

地価・家賃が安い

競合する他社が少ない

企業間の情報交換ができる

原材料の入手が容易

異業種間で仕事の融通ができる

欲しい情報が入手できる

豊かな自然環境

パート・アルバイトの確保が容易

産業支援機関が充実

一般事務員・社員等の確保が容易

人件費が安い

流通コストが安い

専門技術者、研究者の確保が容易

その他

わからない

無回答
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Ⅲ 調査結果 
 

２．コストの上昇について 

 

問７ １年前と比べて、自社の製（商）品、サービス等にかかるコスト（原材料・仕入価格、燃

料・光熱費、人件費、物流費など）の変化はいかがですか。（〇は１つ） 

 

１．全体 

 1年前と比べた、製(商)品、サービス等にかかるコストの変化については、「上昇してい

る」が 86.5％と最も高くなっている。次いで「変わらない」が 9.4％、「低下している」

が 1.6％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．従業者数規模別 

 すべての規模で、「上昇している」が最も高く、次いで「変わらない」が高くなってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

上昇している

1090者

86.5%

変わらない

118者

9.4%

低下している

20者

1.6%

無回答

32者

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=1,260)

上昇している

126者

77.3%

453者

82.4%

309者

93.1%

133者

96.4%

45者

88.2%

24者

92.3%

変わらない

22者

13.5%

68者

12.4%

17者

5.1%

3者

2.2%

6者

11.8%

2者

7.7%

低下している

5者

3.1%

12者

2.2%

3者

0.9%

無回答

10者

6.1%

17者

3.1%

3者

0.9%

2者

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0人

(n=163)

1～5人

(n=550)

6～20人

(n=332)

21～50人

(n=138)

51～100人

(n=51)

101人以上

(n=26)
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３．業種別 

すべての業種で、「上昇している」が最も高く、次いで宿泊業・飲食サービス業以外の

業種は、「変わらない」が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

上昇している

266者

92.7%

154者

84.2%

39者

92.9%

60者

87.0%

133者

91.1%

53者

96.4%

63者

94.0%

43者

86.0%

279者

77.3%

変わらない

13者

4.5%

19者

10.4%

2者

4.8%

5者

7.2%

6者

4.1%

3者

4.5%

6者

12.0%

64者

17.7%

低下している

4者

1.4%

4者

2.2%

3者

4.3%

3者

2.1%

6者

1.7%

無回答

4者

1.4%

6者

3.3%

1者

2.4%

1者

1.4%

4者

2.7%

2者

3.6%

1者

1.5%

1者

2.0%

12者

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

(n=287)

建設業

(n=183)

運輸業、郵便業、倉庫業

(n=42)

卸売業

(n=69)

小売業

(n=146)

宿泊業・飲食サービス業

(n=55)

医療業

(n=67)

福祉業

(n=50)

その他非製造業

(n=361)
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問８ １年前と比べて、コストの上昇はどれくらいですか。（○は 1つ） 

 

１．全体 

コストの上昇率については、「10～20％未満の上昇」が 49.3％と最も高く、次いで「1

～10％未満の上昇」が 28.1％、「20～30％未満の上昇」が 15.5％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．従業者数規模別 

すべての規模で、「10～20％未満の上昇」が最も高くなっている。 

 

【０人】                【１～５人】             【６～20 人】 

(n=126)                (n=453)                 (n=309) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【21～50 人】             【51～100 人】           【101 人以上】 

 (n=133)                 (n=45)                 (n=24) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

306者, 28.1%

537者, 49.3%

169者, 15.5%

31者, 2.8%

15者, 1.4%

15者, 1.4%

17者, 1.6%

0% 20% 40% 60%

1～10％未満の上昇

10～20％未満の上昇

20～30％未満の上昇

30～40％未満の上昇

40～50％未満の上昇

50％以上の上昇

無回答
（n=1,090）

34者, 27.0%

55者, 43.7%

16者, 12.7%

8者, 6.3%

5者, 4.0%

5者, 4.0%

3者, 2.4%

0% 40% 80%

1～10％未満の上昇

10～20％未満の上昇

20～30％未満の上昇

30～40％未満の上昇

40～50％未満の上昇

50％以上の上昇

無回答

112者, 24.7%

219者, 48.3%

86者, 19.0%

14者, 3.1%

7者, 1.5%

9者, 2.0%

6者, 1.3%

0% 40% 80%

2

1

3

4

6

6

99

96者, 31.1%

152者, 49.2%

51者, 16.5%

4者, 1.3%

2者, 0.6%

0者, 0.0%

4者, 1.3%

0% 40% 80%

2

1

3

4

6

6

99

40者, 30.1%

76者, 57.1%
11者, 8.3%

3者, 2.3%

1者, 0.8%

1者, 0.8%

1者, 0.8%

0% 40% 80%

1～10％未満の上昇

10～20％未満の上昇

20～30％未満の上昇

30～40％未満の上昇

40～50％未満の上昇

50％以上の上昇

無回答

16者, 35.6%

23者, 51.1%

4者, 8.9%

1者, 2.2%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 2.2%

0% 40% 80%

2

1

3

4

6

6

99

8者, 33.3%

12者, 50.0%

1者, 4.2%

1者, 4.2%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

2者, 8.3%

0% 40% 80%

2

1

3

4

6

6

99
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３．業種別 

すべての業種で、「10～20％未満の上昇」が最も高く、次いで宿泊業・飲食サービス業

は、「20～30％未満の上昇」が、それ以外の業種は、「1～10％未満の上昇」が高くなって

いる。 

 

【製造業】               【建設業】          【運輸業､郵便業､倉庫業】 

(n=266)                (n=154)                  (n=39) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【卸売業】               【小売業】          【宿泊業・飲食サービス業】 

(n=60)                 (n=133)                  (n=53) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【医療業】               【福祉業】             【その他非製造業】 

(n=63)                 (n=43)                  (n=279) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

62者, 23.3%

144者, 54.1%

48者, 18.0%

6者, 2.3%

1者, 0.4%

2者, 0.8%

3者, 1.1%

0% 40% 80%

1～10％未満の上昇

10～20％未満の上昇

20～30％未満の上昇

30～40％未満の上昇

40～50％未満の上昇

50％以上の上昇

無回答

35者, 22.7%

84者, 54.5%

24者, 15.6%

4者, 2.6%

3者, 1.9%

2者, 1.3%

2者, 1.3%

0% 40% 80%

2

1

3

4

6

6

5

14者, 35.9%

19者, 48.7%

6者, 15.4%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

2

1

3

4

6

6

5

12者, 20.0%

37者, 61.7%

8者, 13.3%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

2者, 3.3%

1者, 1.7%

0% 40% 80%

1～10％未満の上昇

10～20％未満の上昇

20～30％未満の上昇

30～40％未満の上昇

40～50％未満の上昇

50％以上の上昇

無回答

47者, 35.3%

53者, 39.8%

19者, 14.3%

5者, 3.8%

1者, 0.8%

4者, 3.0%

4者, 3.0%

0% 40% 80%

2

1

3

4

6

6

5

8者, 15.1%

23者, 43.4%

12者, 22.6%

5者, 9.4%

3者, 5.7%

2者, 3.8%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

2

1

3

4

6

6

5

22者, 34.9%

34者, 54.0%
6者, 9.5%

1者, 1.6%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1～10％未満の上昇

10～20％未満の上昇

20～30％未満の上昇

30～40％未満の上昇

40～50％未満の上昇

50％以上の上昇

無回答

13者, 30.2%

21者, 48.8%

4者, 9.3%

2者, 4.7%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

3者, 7.0%

0% 40% 80%

2

1

3

4

6

6

5

93者, 33.3%

122者, 43.7%

42者, 15.1%

8者, 2.9%

7者, 2.5%

3者, 1.1%

4者, 1.4%

0% 40% 80%

2

1

3

4

6

6

5
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問９ １年前と比べて、コストが上昇した要因について教えてください。（当てはまるもの全て

に○） 

 

１．全体 

コストが上昇した要因については、「電気、ガス、石油等の価格上昇」が 69.1％と最も

高く、次いで「原材料等仕入れ価格の上昇」が 67.5％、「仕入れ先からの値上げ要請」が

47.5％、「人件費の増加」が 43.0％となっている。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な回答】 

仕入れ量の減少 委託先変更（廃業等） 

物価上昇に伴う諸経費が増加 介護報酬の引下げ 

新規設備導入コストの増加  

 

  

753者, 69.1%

736者, 67.5%

518者, 47.5%

469者, 43.0%

210者, 19.3%

139者, 12.8%

42者, 3.9%

22者, 2.0%

0者, 0.0%

0% 20% 40% 60% 80%

電気、ガス、石油等の価格上昇

原材料等仕入れ価格の上昇

仕入れ先からの値上げ要請

人件費の増加

仕入れ商品・原材料の品薄

円の為替レートの変動

天災・天候不順

その他

無回答
(n=1,090)
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２．従業者数規模別 

 従業者数「0人」、「1～5人」は、「原材料等仕入れ価格の上昇」が、それ以外の規模は、

「電気、ガス、石油等の価格上昇」が最も高くなっている。次いで、従業者数「0人」、「1

～5人」は、「電気、ガス、石油等の価格上昇」が、「21～50人」、「51～100人」は、「人件

費の増加」が、「6～20人」、「101人以上」は、「原材料等仕入れ価格の上昇」が高くなっ

ている。 

 

【０人】                【１～５人】              【６～20 人】 

(n=126)                (n=453)                  (n=309) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【21～50 人】             【51～100 人】            【101 人以上】 

 (n=133)                 (n=45)                  (n=24) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

89者, 70.6%

90者, 71.4%

45者, 35.7%

11者, 8.7%

22者, 17.5%

12者, 9.5%

5者, 4.0%

6者, 4.8%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

電気、ガス、石油等の価格上昇

原材料等仕入れ価格の上昇

仕入れ先からの値上げ要請

人件費の増加

仕入れ商品・原材料の品薄

円の為替レートの変動

天災・天候不順

その他

無回答

95者, 71.4%

88者, 66.2%

64者, 48.1%

91者, 68.4%

32者, 24.1%

13者, 9.8%

3者, 2.3%

1者, 0.8%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

電気、ガス、石油等の価格上昇

原材料等仕入れ価格の上昇

仕入れ先からの値上げ要請

人件費の増加

仕入れ商品・原材料の品薄

円の為替レートの変動

天災・天候不順

その他

無回答

307者, 67.8%

317者, 70.0%

223者, 49.2%

138者, 30.5%

89者, 19.6%

71者, 15.7%

27者, 6.0%

9者, 2.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

98

99

208者, 67.3%

204者, 66.0%

154者, 49.8%

181者, 58.6%

54者, 17.5%

33者, 10.7%

6者, 1.9%

5者, 1.6%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

98

99

35者, 77.8%

21者, 46.7%

21者, 46.7%

33者, 73.3%
8者, 17.8%

7者, 15.6%

1者, 2.2%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

98

99

19者, 79.2%

16者, 66.7%

11者, 45.8%

15者, 62.5%

5者, 20.8%

3者, 12.5%

0者, 0.0%

1者, 4.2%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

98

99
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３．業種別 

製造業、建設業、宿泊業・飲食サービス業は、「原材料等仕入れ価格の上昇」が、卸売

業は、「仕入れ先からの値上げ要請」が、それ以外の業種は、「電気、ガス、石油等の価

格上昇」が最も高くなっている。 

 

【製造業】                【建設業】          【運輸業､郵便業､倉庫業】 

(n=266)                 (n=154)                   (n=39) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【卸売業】                【小売業】          【宿泊業・飲食サービス業】 

(n=60)                  (n=133)                  (n=53) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

【医療業】                【福祉業】             【その他非製造業】 

(n=63)                  (n=43)                  (n=279) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

189者, 71.1%

224者, 84.2%

160者, 60.2%

112者, 42.1%

46者, 17.3%

36者, 13.5%

1者, 0.4%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

電気、ガス、石油等の価格上昇

原材料等仕入れ価格の上昇

仕入れ先からの値上げ要請

人件費の増加

仕入れ商品・原材料の品薄

円の為替レートの変動

天災・天候不順

その他

無回答

32者, 53.3%

34者, 56.7%

42者, 70.0%

23者, 38.3%

16者, 26.7%

23者, 38.3%

5者, 8.3%

3者, 5.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

電気、ガス、石油等の価格上昇

原材料等仕入れ価格の上昇

仕入れ先からの値上げ要請

人件費の増加

仕入れ商品・原材料の品薄

円の為替レートの変動

天災・天候不順

その他

無回答

48者, 76.2%

36者, 57.1%

26者, 41.3%

30者, 47.6%

17者, 27.0%

11者, 17.5%

3者, 4.8%

2者, 3.2%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

電気、ガス、石油等の価格上昇

原材料等仕入れ価格の上昇

仕入れ先からの値上げ要請

人件費の増加

仕入れ商品・原材料の品薄

円の為替レートの変動

天災・天候不順

その他

無回答

92者, 59.7%

129者, 83.8%

77者, 50.0%

80者, 51.9%

18者, 11.7%

13者, 8.4%

6者, 3.9%

1者, 0.6%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

98

99

37者, 94.9%
18者, 46.2%

11者, 28.2%

22者, 56.4%

6者, 15.4%

2者, 5.1%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

98

99

92者, 69.2%

89者, 66.9%

74者, 55.6%

39者, 29.3%

40者, 30.1%

27者, 20.3%

9者, 6.8%

3者, 2.3%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

98

99

43者, 81.1%

48者, 90.6%

35者, 66.0%

16者, 30.2%

17者, 32.1%

7者, 13.2%

8者, 15.1%

1者, 1.9%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

98

99

34者, 79.1%

16者, 37.2%

7者, 16.3%

31者, 72.1%
6者, 14.0%

1者, 2.3%

1者, 2.3%

1者, 2.3%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

98

99

186者, 66.7%

142者, 50.9%

86者, 30.8%

116者, 41.6%

44者, 15.8%

19者, 6.8%

9者, 3.2%

11者, 3.9%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

98

99
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問 10 コストの上昇分を自社の製（商）品、サービス等の価格に転嫁できていますか。（○は 1つ） 

 

１．全体 

コスト上昇分の価格転嫁については、「1％～40％未満転嫁できている」が 35.3％と最

も高く、次いで「0％(全く転嫁できていない)」が 25.4％、「40％～70％未満転嫁できて

いる」が 16.3％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．従業者数規模別 

従業者数「0人」は、「0％（全く転嫁できていない）」と「1％～40％未満転嫁できてい

る」が、それ以外の規模は、「1％～40％未満転嫁できている」が最も高くなっている。次

いで「51～100人」は、「40％～70％未満転嫁できている」が、それ以外の規模は、「0％（全

く転嫁できていない）」が高くなっている。 

 

【０人】           【１～５人】         【６～20 人】 

(n=126)            (n=453)            (n=309) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【21～50 人】        【51～100 人】       【101 人以上】 

           (n=133)             (n=45)             (n=24) 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

277者, 25.4%

385者, 35.3%

178者, 16.3%

129者, 11.8%

35者, 3.2%

75者, 6.9%

11者, 1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

0％（全く転嫁できていない）

1％～40％未満転嫁できている

40％～70％未満転嫁できている

70％～100％未満転嫁できている

100%（全て転嫁できている）

今は転嫁していないが、今後転嫁を予定している

無回答 （n=1,090）

42者, 33.3%

42者, 33.3%

13者, 10.3%

8者, 6.3%

9者, 7.1%

11者, 8.7%

1者, 0.8%

0% 40% 80%

2

1

3

4

6

5

99

113者, 24.9%

158者, 34.9%

72者, 15.9%

51者, 11.3%

15者, 3.3%

40者, 8.8%

4者, 0.9%

0% 40% 80%

2

1

3

4

6

5

99

75者, 24.3%

122者, 39.5%

49者, 15.9%

35者, 11.3%

9者, 2.9%

14者, 4.5%

5者, 1.6%

0% 40% 80%

2

1

3

4

6

5

99

0％（全く転嫁できていない）

1％～40％未満転嫁できている

40％～70％未満転嫁できている

70％～100％未満転嫁できている

100%（全て転嫁できている）

今は転嫁していないが、今後転嫁を予定している

無回答

32者, 24.1%

42者, 31.6%

28者, 21.1%

23者, 17.3%

2者, 1.5%

6者, 4.5%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

2

1

3

4

6

5

99

9者, 20.0%

13者, 28.9%

12者, 26.7%

9者, 20.0%

0者, 0.0%

2者, 4.4%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

2

1

3

4

6

5

99

6者, 25.0%

8者, 33.3%

4者, 16.7%

3者, 12.5%

0者, 0.0%

2者, 8.3%

1者, 4.2%

0% 40% 80%

2

1

3

4

6

5

99

0％（全く転嫁できていない）

1％～40％未満転嫁できている

40％～70％未満転嫁できている

70％～100％未満転嫁できている

100%（全て転嫁できている）

今は転嫁していないが、今後転嫁を予定している

無回答
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３．業種別 

医療業、福祉業、その他非製造業は、「0％（全く転嫁できていない）」が、それ以外の

業種は、「1％～40％未満転嫁できている」が最も高くなっている。次いで、卸売業は、「70

～100％未満転嫁できている」が、製造業は、「40％～70％未満転嫁できている」が、運輸

業､郵便業､倉庫業は、「0％（全く転嫁できていない）」と「40％～70％未満転嫁できてい

る」が、医療業、福祉業、その他非製造業は、「1％～40％未満転嫁できている」が、それ

以外の業種は、「0％（全く転嫁できていない）」が高くなっている。 

 

【製造業】           【建設業】     【運輸業､郵便業､倉庫業】 

(n=266)            (n=154)              (n=39) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【卸売業】           【小売業】      【宿泊業・飲食サービス業】 

(n=60)             (n=133)             (n=53) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【医療業】           【福祉業】         【その他非製造業】 

(n=63)             (n=43)              (n=279) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

28者, 10.5%

92者, 34.6%

67者, 25.2%

53者, 19.9%

12者, 4.5%

13者, 4.9%

1者, 0.4%

0% 40% 80%

2

1

3

4

6

5

99

28者, 18.2%

60者, 39.0%

27者, 17.5%

19者, 12.3%

6者, 3.9%

11者, 7.1%

3者, 1.9%

0% 40% 80%

2

1

3

4

6

5

99

8者, 20.5%

17者, 43.6%

8者, 20.5%

3者, 7.7%

1者, 2.6%

2者, 5.1%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

2

1

3

4

6

5

99

6者, 10.0%

20者, 33.3%

9者, 15.0%

15者, 25.0%

6者, 10.0%

4者, 6.7%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

2

1

3

4

6

5

99

26者, 19.5%

51者, 38.3%

23者, 17.3%

20者, 15.0%

6者, 4.5%

5者, 3.8%

2者, 1.5%

0% 40% 80%

2

1

3

4

6

5

99

14者, 26.4%

28者, 52.8%

6者, 11.3%

0者, 0.0%

1者, 1.9%

4者, 7.5%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

2

1

3

4

6

5

99

38者, 60.3%

14者, 22.2%

7者, 11.1%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

4者, 6.3%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

2

1

3

4

6

5

99

27者, 62.8%

8者, 18.6%

3者, 7.0%

1者, 2.3%

0者, 0.0%

2者, 4.7%

2者, 4.7%

0% 40% 80%

2

1

3

4

6

5

99

102者, 36.6%

95者, 34.1%

28者, 10.0%

18者, 6.5%

3者, 1.1%

30者, 10.8%

3者, 1.1%

0% 40% 80%

2

1

3

4

6

5

99

0％（全く転嫁できていない）

1％～40％未満転嫁できている

40％～70％未満転嫁できている

70％～100％未満転嫁できている

100%（全て転嫁できている）

今は転嫁していないが、今後転嫁を予定している

無回答

0％（全く転嫁できていない）

1％～40％未満転嫁できている

40％～70％未満転嫁できている

70％～100％未満転嫁できている

100%（全て転嫁できている）

今は転嫁していないが、今後転嫁を予定している

無回答

0％（全く転嫁できていない）

1％～40％未満転嫁できている

40％～70％未満転嫁できている

70％～100％未満転嫁できている

100%（全て転嫁できている）

今は転嫁していないが、今後転嫁を予定している

無回答
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問 11 問 10で「１」または「２」と回答した方にお伺いします。コスト上昇分を価格に転嫁で

きていない理由を教えてください。（〇は特に当てはまるもの３つまで） 

 

１．全体 

価格転嫁できない理由については、「他社・他業態との価格競争」が 51.2％と最も高く、

次いで「取引先・顧客の値上げ受け入れが困難」が 48.0％、「販売価格の改定に伴う負担

増」が 16.5％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な回答】 

段階的に価格上昇しているので都度対応は難しい 

人員が少ない為、手が回らず値上げ交渉の準備が出来ていない 

 

 

  

339者, 51.2%

318者, 48.0%

109者, 16.5%

75者, 11.3%

46者, 6.9%

37者, 5.6%

11者, 1.7%

0% 20% 40% 60% 80%

他社・他業態との価格競争

取引先・顧客の値上げ受け入れが困難

販売価格の改定に伴う負担増

法律・制度等による制約

長期契約等による制約

その他

無回答
(n=662)
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２．従業者数規模別 

従業者数「1～5人」、「101人以上」は、「取引先・顧客の値上げ受け入れが困難」が、

それ以外の規模は、「他社・他業態との価格競争」が最も高くなっている。次いで、従業

者数「1～5人」は、「他社・他業態との価格競争」が、「101人以上」は、「法律・制度等

による制約」が、それ以外の規模は、「取引先・顧客の値上げ受け入れが困難」が高くな

っている。 

 

【０人】             【１～５人】           【６～20 人】 

(n=84)               (n=271)              (n=197) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【21～50 人】           【51～100 人】         【101 人以上】 

        (n=74)                (n=22)               (n=14) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

103者, 52.3%

92者, 46.7%

31者, 15.7%

33者, 16.8%

8者, 4.1%

15者, 7.6%

3者, 1.5%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

98

99

134者, 49.4%

141者, 52.0%

51者, 18.8%

18者, 6.6%

23者, 8.5%

10者, 3.7%

7者, 2.6%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

98

99

44者, 52.4%

39者, 46.4%

15者, 17.9%

1者, 1.2%

4者, 4.8%

6者, 7.1%

1者, 1.2%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

98

99

他社・他業態との価格競争

取引先・顧客の値上げ受け入れが困難

販売価格の改定に伴う負担増

法律・制度等による制約

長期契約等による制約

その他

無回答

41者, 55.4%

34者, 45.9%

8者, 10.8%

13者, 17.6%

8者, 10.8%

3者, 4.1%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

98

99

14者, 63.6%

7者, 31.8%

1者, 4.5%

6者, 27.3%

0者, 0.0%

2者, 9.1%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

98

99

3者, 21.4%

5者, 35.7%

3者, 21.4%

4者, 28.6%

3者, 21.4%

1者, 7.1%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

98

99

他社・他業態との価格競争

取引先・顧客の値上げ受け入れが困難

販売価格の改定に伴う負担増

法律・制度等による制約

長期契約等による制約

その他

無回答
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３．業種別 

運輸業､郵便業､倉庫業、その他非製造業は、「取引先・顧客の値上げ受け入れが困難」

が、医療業、福祉業は、「法律・制度等による制約」が、それ以外の業種は、「他社・他業

態との価格競争」が最も高くなっている。次いで、運輸業､郵便業､倉庫業、その他非製造

業は、「他社・他業態との価格競争」が、宿泊業・飲食サービス業は、「販売価格の改定に

伴う負担増」が、それ以外の業種は、「取引先・顧客の値上げ受け入れが困難」が高くな

っている。 

 

【製造業】            【建設業】     【運輸業､郵便業､倉庫業】 

(n=120)              (n=88)              (n=25) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【卸売業】           【小売業】       【宿泊業・飲食サービス業】 

(n=26)              (n=77)               (n=42) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【医療業】            【福祉業】         【その他非製造業】 

(n=52)               (n=35)              (n=197) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

74者, 61.7%

68者, 56.7%

7者, 5.8%

0者, 0.0%

6者, 5.0%

4者, 3.3%

2者, 1.7%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

98

99

61者, 69.3%

52者, 59.1%

13者, 14.8%

2者, 2.3%

12者, 13.6%

2者, 2.3%

1者, 1.1%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

98

99

13者, 52.0%

16者, 64.0%

3者, 12.0%

3者, 12.0%

1者, 4.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

98

99

18者, 69.2%

17者, 65.4%

8者, 30.8%

2者, 7.7%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

98

99

43者, 55.8%

29者, 37.7%

21者, 27.3%

5者, 6.5%

2者, 2.6%

5者, 6.5%

3者, 3.9%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

98

99

21者, 50.0%

15者, 35.7%

17者, 40.5%

2者, 4.8%

1者, 2.4%

4者, 9.5%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

98

99

8者, 15.4%

10者, 19.2%

8者, 15.4%

25者, 48.1%

2者, 3.8%

11者, 21.2%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

98

99

5者, 14.3%

6者, 17.1%

4者, 11.4%

23者, 65.7%
1者, 2.9%

5者, 14.3%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

98

99

96者, 48.7%

105者, 53.3%

28者, 14.2%

13者, 6.6%

21者, 10.7%

6者, 3.0%

5者, 2.5%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

98

99

他社・他業態との価格競争

取引先・顧客の値上げ受け入れが困難

販売価格の改定に伴う負担増

法律・制度等による制約

長期契約等による制約

その他

無回答

他社・他業態との価格競争

取引先・顧客の値上げ受け入れが困難

販売価格の改定に伴う負担増

法律・制度等による制約

長期契約等による制約

その他

無回答

他社・他業態との価格競争

取引先・顧客の値上げ受け入れが困難

販売価格の改定に伴う負担増

法律・制度等による制約

長期契約等による制約

その他

無回答
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問 12 自社の製（商）品、サービス等の価格の実情を踏まえ、今後どのようにしていきたいです

か。（○は 1つ） 

 

１．全体 

 今後の価格対応方針については、「価格を引き上げる」が 63.8％と最も高く、次いで

「価格を据え置く」が 30.4％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．従業者数規模別 

 すべての規模で、「価格を引き上げる」が最も高く、次いで「価格を据え置く」が高くな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

価格を

引き上げる

804者

63.8%

価格を

据え置く

383者

30.4%

価格を

引き下げる

18者

1.4%

無回答

55者

4.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=1,260)

価格を引き上げる

76者

46.6%

354者

64.4%

232者

69.9%

90者

65.2%

35者

68.6%

17者

65.4%

価格を据え置く

69者

42.3%

161者

29.3%

89者

26.8%

43者

31.2%

15者

29.4%

6者

23.1%

価格を引き下げる

1者

0.6%

11者

2.0%

3者

0.9%

1者

0.7%

2者

7.7%

無回答

17者

10.4%

24者

4.4%

8者

2.4%

4者

2.9%

1者

2.0%

1者

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0人

(n=163)

1～5人

(n=550)

6～20人

(n=332)

21～50人

(n=138)

51～100人

(n=51)

101人以上

(n=26)
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３．業種別 

医療業、福祉業は、「価格を据え置く」が、それ以外の業種は、「価格を引き上げる」

が最も高くなっている。次いで医療業、福祉業は、「価格を引き上げる」が、それ以外の

業種は、「価格を据え置く」が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

価格を引き上げる

223者

77.7%

136者

74.3%

32者

76.2%

49者

71.0%

85者

58.2%

31者

56.4%

31者

46.3%

15者

30.0%

202者

56.0%

価格を据え置く

54者

18.8%

38者

20.8%

9者

21.4%

15者

21.7%

51者

34.9%

19者

34.5%

32者

47.8%

30者

60.0%

135者

37.4%

価格を引き下げる

2者

0.7%

2者

1.1%

4者

5.8%

3者

2.1%

1者

1.8%

1者

1.5%

1者

2.0%

4者

1.1%

無回答

8者

2.8%

7者

3.8%

1者

2.4%

1者

1.4%

7者

4.8%

4者

7.3%

3者

4.5%

4者

8.0%

20者

5.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

(n=287)

建設業

(n=183)

運輸業、郵便業、倉庫業

(n=42)

卸売業

(n=69)

小売業

(n=146)

宿泊業・飲食サービス業

(n=55)

医療業

(n=67)

福祉業

(n=50)

その他非製造業

(n=361)



 

68 
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３．米国の関税の影響について 
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Ⅲ 調査結果 
 

３．米国の関税の影響について 

 

問 13 米国向け輸出の有無について教えてください。（当てはまるもの全てに○） 

 

１．全体 

 米国向け輸出の有無については、「米国向け輸出はない」が 89.0％と最も高く、次い

で「原材料・部品等を販売した国内企業や米国以外の海外企業が製（商）品を米国に輸出

している」が 2.1％、「日本から米国へ製（商）品、原材料・部品等を輸出している」が

1.2％となっている。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

２．従業者数規模別 

 すべての規模で「米国向け輸出はない」が最も高くなっている。 

 

【０人】           【１～５人】         【６～20 人】 

(n=163)            (n=550)            (n=332) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【21～50 人】        【51～100 人】       【101 人以上】 

 (n=138)             (n=51)             (n=26) 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1,122者, 89.0%
26者, 2.1%

15者, 1.2%

99者, 7.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

米国向け輸出はない

原材料・部品等を販売した国内企業や米国以外…

日本から米国へ、製（商）品、原材料・部品等を…

無回答 (n=1,260)

米国向け輸出はない

原材料・部品等を販売した国内企業や米国以外

の海外企業が、製（商）品を米国に輸出している

日本から米国へ、製(商)品、原材料・部品等を輸

出している

無回答

138者, 84.7%

3者, 1.8%

0者, 0.0%

22者, 13.5%

0% 50% 100%

1

3

4

99

478者, 86.9%

9者, 1.6%

6者, 1.1%

57者, 10.4%

0% 50% 100%

1

3

4

99

308者, 92.8%

9者, 2.7%

4者, 1.2%

12者, 3.6%

0% 50% 100%

1

3

4

99

126者, 91.3%

4者, 2.9%

4者, 2.9%

5者, 3.6%

0% 50% 100%

1

3

4

99

50者, 98.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 2.0%

0% 50% 100%

1

3

4

99

22者, 84.6%

1者, 3.8%

1者, 3.8%

2者, 7.7%

0% 50% 100%

1

3

4

99

米国向け輸出はない

原材料・部品等を販売した国内企業や米国以外

の海外企業が、製（商）品を米国に輸出している

日本から米国へ、製（商）品、原材料・部品等

を輸出している

無回答

米国向け輸出はない

原材料・部品等を販売した国内企業や米国以外

の海外企業が、製（商）品を米国に輸出している

日本から米国へ、製（商）品、原材料・部品等

を輸出している

無回答
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３．業種別 

 すべての業種で、「米国向け輸出はない」が最も高くなっている。なお、製造業は、「原

材料・部品等を販売した国内企業や米国以外の海外企業が、製(商)品を米国に輸出してい

る」が 8.0％、「日本から米国へ、製(商)品、原材料・部品等を輸出している」が 3.1％

となっている。 

 

【製造業】           【建設業】    【運輸業､郵便業､倉庫業】 

(n=287)            (n=183)            (n=42) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【卸売業】           【小売業】     【宿泊業・飲食サービス業】 

(n=69)             (n=146)             (n=55) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【医療業】           【福祉業】        【その他非製造業】 

(n=67)             (n=50)             (n=361) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

242者, 84.3%

23者, 8.0%

9者, 3.1%

14者, 4.9%

0% 50% 100%

1

3

4

99

171者, 93.4%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

12者, 6.6%

0% 50% 100%

1

3

4

99

41者, 97.6%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 2.4%

0% 50% 100%

1

3

4

99

65者, 94.2%

0者, 0.0%

1者, 1.4%

3者, 4.3%

0% 50% 100%

1

3

4

99

125者, 85.6%

1者, 0.7%

0者, 0.0%

20者, 13.7%

0% 50% 100%

1

3

4

99

44者, 80.0%

0者, 0.0%

2者, 3.6%

9者, 16.4%

0% 50% 100%

1

3

4

99

63者, 94.0%

1者, 1.5%

0者, 0.0%

4者, 6.0%

0% 50% 100%

1

3

4

99

46者, 92.0%

1者, 2.0%

0者, 0.0%

3者, 6.0%

0% 50% 100%

1

3

4

99

325者, 90.0%

0者, 0.0%

3者, 0.8%

33者, 9.1%

0% 50% 100%

1

3

4

99

米国向け輸出はない

原材料・部品等を販売した国内企業や米国以外

の海外企業が、製（商）品を米国に輸出している

日本から米国へ、製（商）品、原材料・部品等

を輸出している

無回答

米国向け輸出はない

原材料・部品等を販売した国内企業や米国以外

の海外企業が、製（商）品を米国に輸出している

日本から米国へ、製（商）品、原材料・部品等

を輸出している

無回答

米国向け輸出はない

原材料・部品等を販売した国内企業や米国以外

の海外企業が、製（商）品を米国に輸出している

日本から米国へ、製（商）品、原材料・部品等

を輸出している

無回答
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問 14 関税の引き上げにより、自社への業績に影響があるか教えてください。（○は 1つ） 

 

１．全体 

 関税の引き上げによる自社の業績への影響については、「わからない」が 50.0％と最

も高くなっている。次いで、「影響はない」が 25.2％、「マイナスの影響を受ける」が

19.4％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．従業者数規模別 

 従業者数「101人以上」は、「影響はない」と「わからない」が、その他の規模は、「わ

からない」が最も高くなっている。次いで「21～50人」は、「マイナスの影響を受ける」

が、それ以外の規模は、「影響はない」が高くなっている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

プラスの影響

を受ける

5者

0.9%

2者

0.6%

1者

0.7%

マイナスの影響

を受ける

11者

6.7%

101者

18.4%

77者

23.2%

39者

28.3%

9者

17.6%

7者

26.9%

影響はない

45者

27.6%

136者

24.7%

79者

23.8%

32者

23.2%

17者

33.3%

9者

34.6%

わからない

91者

55.8%

276者

50.2%

166者

50.0%

63者

45.7%

25者

49.0%

9者

34.6%

無回答

16者

9.8%

32者

5.8%

8者

2.4%

3者

2.2%

1者

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0人

(n=163)

1～5人

(n=550)

6～20人

(n=332)

21～50人

(n=138)

51～100人

(n=51)

101人以上

(n=26)

プラスの影響を

受ける

8者

0.6%

マイナスの影響

を受ける

244者

19.4%

影響はない

318者

25.2%

わからない

630者

50.0%

無回答

60者

4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=1,260)
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３．業種別 

 すべての業種で、「わからない」が最も高くなっている。次いで製造業、運輸業､郵便

業､倉庫業、宿泊業・飲食サービス業、医療業は、「マイナスの影響を受ける」が、それ

以外の業種は、「影響はない」が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

プラスの影響

を受ける

2者

0.7%

3者

1.6%

1者

0.7%

2者

0.6%

マイナスの影響

を受ける

77者

26.8%

33者

18.0%

11者

26.2%

15者

21.7%

22者

15.1%

11者

20.0%

16者

23.9%

2者

4.0%

57者

15.8%

影響はない

46者

16.0%

43者

23.5%

10者

23.8%

16者

23.2%

32者

21.9%

10者

18.2%

15者

22.4%

19者

38.0%

127者

35.2%

わからない

155者

54.0%

96者

52.5%

21者

50.0%

35者

50.7%

80者

54.8%

29者

52.7%

34者

50.7%

27者

54.0%

153者

42.4%

無回答

7者

2.4%

8者

4.4%

3者

4.3%

11者

7.5%

5者

9.1%

2者

3.0%

2者

4.0%

22者

6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

(n=287)

建設業

(n=183)

運輸業、郵便業、倉庫業

(n=42)

卸売業

(n=69)

小売業

(n=146)

宿泊業・飲食サービス業

(n=55)

医療業

(n=67)

福祉業

(n=50)

その他非製造業

(n=361)
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問 15 問 14で「２」と回答した方にお伺いします。米国の関税措置により、どのような影響が

あるか教えてください。（当てはまるもの全てに○） 

 

１．全体 

 米国の関税措置の影響については、「コストの上昇」が 59.8％と最も高く、次いで「売

上の減少」が 41.0％、「受注の減少」が 27.0％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な回答】 

取引先にマイナスの影響が出る可能性がある。 

顧客の心理的負担となり、自然に出費を意識して抑える傾向になる。 

 

  

146者, 59.8%

100者, 41.0%

66者, 27.0%

25者, 10.2%

20者, 8.2%

8者, 3.3%

2者, 0.8%

0% 20% 40% 60% 80%

コストの上昇

売上の減少

受注の減少

取引先の見直しが必要

将来的に資金繰りがひっ迫

その他

無回答 (n=244)
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２．従業者数規模別 

 従業者数「0人」は、「コストの上昇」と「売上の減少」が、それ以外の規模は、「コ

ストの上昇」が最も高くなっている。 

 

【０人】                【１～５人】              【６～20 人】 

(n=11)                  (n=101)                 (n=77) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【21～50 人】             【51～100 人】            【101 人以上】 

 (n=39)                   (n=9)                   (n=7) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

6者, 54.5%

6者, 54.5%

3者, 27.3%

0者, 0.0%

2者, 18.2%

1者, 9.1%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

コストの上昇

売上の減少

受注の減少

取引先の見直しが必要

将来的に資金繰りがひっ迫

その他

無回答

58者, 57.4%

49者, 48.5%

25者, 24.8%

16者, 15.8%

11者, 10.9%

2者, 2.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

98

99

44者, 57.1%

30者, 39.0%

22者, 28.6%

3者, 3.9%

5者, 6.5%

3者, 3.9%

1者, 1.3%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

98

99

3者, 42.9%

2者, 28.6%

1者, 14.3%

1者, 14.3%

0者, 0.0%

1者, 14.3%

1者, 14.3%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

98

99

7者, 77.8%

2者, 22.2%

1者, 11.1%

1者, 11.1%

1者, 11.1%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

98

99

28者, 71.8%

11者, 28.2%

14者, 35.9%

4者, 10.3%

1者, 2.6%

1者, 2.6%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

コストの上昇

売上の減少

受注の減少

取引先の見直しが必要

将来的に資金繰りがひっ迫

その他

無回答
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３．業種別 

 製造業は、「受注の減少」が、それ以外の業種は、「コストの上昇」が最も高くなっている。 

 

【製造業】                 【建設業】         【運輸業､郵便業､倉庫業】 

(n=77)                   (n=33)                  (n=11) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【卸売業】                【小売業】           【宿泊業・飲食サービス業】 

(n=15)                  (n=22)                   (n=11) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【医療業】                【福祉業】              【その他非製造業】 

(n=16)                   (n=2)                    (n=57) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

29者, 37.7%

37者, 48.1%

40者, 51.9%

8者, 10.4%

5者, 6.5%

1者, 1.3%

1者, 1.3%

0% 50% 100%

コストの上昇

売上の減少

受注の減少

取引先の見直しが必要

将来的に資金繰りがひっ迫

その他

無回答

8者, 53.3%

7者, 46.7%

3者, 20.0%

3者, 20.0%

1者, 6.7%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

コストの上昇

売上の減少

受注の減少

取引先の見直しが必要

将来的に資金繰りがひっ迫

その他

無回答

13者, 81.3%

4者, 25.0%

1者, 6.3%

1者, 6.3%

2者, 12.5%

1者, 6.3%

1者, 6.3%

0% 50% 100%

コストの上昇

売上の減少

受注の減少

取引先の見直しが必要

将来的に資金繰りがひっ迫

その他

無回答

30者, 90.9%

10者, 30.3%

9者, 27.3%

2者, 6.1%

4者, 12.1%

1者, 3.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

98

99

6者, 54.5%

5者, 45.5%

3者, 27.3%

1者, 9.1%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

98

99

14者, 63.6%

11者, 50.0%

1者, 4.5%

3者, 13.6%

2者, 9.1%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

98

99

9者, 81.8%

6者, 54.5%

1者, 9.1%

3者, 27.3%

2者, 18.2%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

98

99

2者, 100.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

98

99

35者, 61.4%

20者, 35.1%

8者, 14.0%

4者, 7.0%

4者, 7.0%

5者, 8.8%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

98

99
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Ⅲ 調査結果 
 

４．採用について 

 

問 16 貴事業所の今年度の採用（予定を含む）について教えてください。（当てはまるもの全てに

○） 

 

１．全体 

 今年度の採用については、「人員は足りており、採用予定はない」が 37.2％と最も高

く、次いで「人員は足りていないが、採用予定はない」が 21.1％、「中途採用をした」が

21.0％となっている。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な回答】 

正社員の採用を予定している 

退職者が出た場合に補充のため採用を行う予定 

採用活動はしているが希望の求職者がいない 

専門職を必要としているが、なかなか人が集まらない 

 

 

  

469者, 37.2%

266者, 21.1%

265者, 21.0%

169者, 13.4%

65者, 5.2%

64者, 5.1%

54者, 4.3%

36者, 2.9%

63者, 5.0%

55者, 4.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

人員は足りており、採用予定はない

人員は足りていないが、採用予定はない

中途採用をした

パートタイム労働者を採用した

新卒採用をした

外国人労働者を活用した

再雇用やシニア人材の活用等により対応した

派遣（契約）社員を採用した

その他

無回答

(n=1,260)
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２．従業者数規模別 

 従業者数「0人」、「1～5人」は、「人員は足りており、採用予定はない」が、その他

の規模は、「中途採用をした」が最も高くなっている。次いで「0人」、「1～5人」は、

「人員は足りていないが、採用予定はない」が、「6～20人」は、「人員は足りており、

採用予定はない」が、「101人以上」は、「新卒採用をした」が、それ以外の規模は、「パ

ートタイム労働者を採用した」が高くなっている。 

 

【０人】            【１～５人】          【６～20 人】 

(n=163)            (n=550)              (n=332) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【21～50 人】         【51～100 人】         【101 人以上】 

 (n=138)             (n=51)               (n=26) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

83者, 25.0%

54者, 16.3%

103者, 31.0%

59者, 17.8%

16者, 4.8%

21者, 6.3%

13者, 3.9%

10者, 3.0%

26者, 7.8%

7者, 2.1%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

9

10

98

99

0者, 0.0%

0者, 0.0%

16者, 61.5%

13者, 50.0%

15者, 57.7%

6者, 23.1%

8者, 30.8%

8者, 30.8%

2者, 7.7%

2者, 7.7%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

9

10

98

99

3者, 5.9%

3者, 5.9%

30者, 58.8%

16者, 31.4%

14者, 27.5%

9者, 17.6%

7者, 13.7%

4者, 7.8%

1者, 2.0%

3者, 5.9%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

9

10

98

99

274者, 49.8%

161者, 29.3%

36者, 6.5%

40者, 7.3%

6者, 1.1%

4者, 0.7%

10者, 1.8%

4者, 0.7%

22者, 4.0%

23者, 4.2%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

9

10

98

99

101者, 62.0%

41者, 25.2%

0者, 0.0%

1者, 0.6%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 0.6%

1者, 0.6%

4者, 2.5%

16者, 9.8%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

9

10

98

99

人員は足りており、採用予定はない

人員は足りていないが、採用予定はない

中途採用をした

パートタイム労働者を採用した

新卒採用をした

外国人労働者を活用した

再雇用やシニア人材の活用等により対応した

派遣（契約）社員を採用した

その他

無回答

8者, 5.8%

7者, 5.1%

80者, 58.0%

40者, 29.0%

14者, 10.1%

24者, 17.4%

15者, 10.9%

9者, 6.5%

8者, 5.8%

4者, 2.9%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

9

10

98

99

人員は足りており、採用予定はない

人員は足りていないが、採用予定はない

中途採用をした

パートタイム労働者を採用した

新卒採用をした

外国人労働者を活用した

再雇用やシニア人材の活用等により対応した

派遣（契約）社員を採用した

その他

無回答



Ⅲ 調査結果 

４．採用について 

 

80 

３．業種別 

 建設業、運輸業､郵便業､倉庫業は、「中途採用をした」が、宿泊業・飲食サービス業は、

「人員は足りていないが、採用予定はない」が、福祉業は、「中途採用をした」と「パー

トタイム労働者を採用した」が、それ以外の業種は、「人員は足りており、採用予定はな

い」が最も高くなっている。次いで、製造業、医療業は、「中途採用をした」が、宿泊業・

飲食サービス業は、「人員は足りており、採用予定はない」が、それ以外の業種は、福祉

業を除き「人員は足りていないが、採用予定はない」が高くなっている。 

 

【製造業】             【建設業】      【運輸業､郵便業､倉庫業】 

(n=287)              (n=183)               (n=42) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

【卸売業】            【小売業】       【宿泊業・飲食サービス業】 

(n=69)              (n=146)                (n=55) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
  

5者, 11.9%

6者, 14.3%

23者, 54.8%

4者, 9.5%

1者, 2.4%

2者, 4.8%

3者, 7.1%

1者, 2.4%

4者, 9.5%

3者, 7.1%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

31者, 44.9%

17者, 24.6%

15者, 21.7%

6者, 8.7%

4者, 5.8%

2者, 2.9%

1者, 1.4%

2者, 2.9%

1者, 1.4%

4者, 5.8%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

65者, 44.5%

29者, 19.9%

12者, 8.2%

26者, 17.8%

2者, 1.4%

6者, 4.1%

2者, 1.4%

11者, 7.5%

2者, 1.4%

1者, 0.7%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

16者, 29.1%

18者, 32.7%

5者, 9.1%

13者, 23.6%

0者, 0.0%

3者, 5.5%

1者, 1.8%

6者, 10.9%

1者, 1.8%

1者, 1.8%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

人員は足りており、採用予定はない

人員は足りていないが、採用予定はない

中途採用をした

パートタイム労働者を採用した

新卒採用をした

外国人労働者を活用した

再雇用やシニア人材の活用等により対応した

派遣（契約）社員を採用した

その他

無回答

36者, 19.7%

47者, 25.7%

53者, 29.0%

9者, 4.9%

16者, 8.7%

22者, 12.0%

19者, 10.4%

11者, 6.0%

7者, 3.8%

6者, 3.3%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

119者, 41.5%

62者, 21.6%

64者, 22.3%

21者, 7.3%

16者, 5.6%

18者, 6.3%

13者, 4.5%

4者, 1.4%

18者, 6.3%

6者, 2.1%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

人員は足りており、採用予定はない

人員は足りていないが、採用予定はない

中途採用をした

パートタイム労働者を採用した

新卒採用をした

外国人労働者を活用した

再雇用やシニア人材の活用等により対応した

派遣（契約）社員を採用した

その他

無回答
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【医療業】             【福祉業】          【その他非製造業】 

(n=67)               (n=50)                (n=361) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

32者, 47.8%

4者, 6.0%

20者, 29.9%

18者, 26.9%

4者, 6.0%

2者, 3.0%

5者, 7.5%

0者, 0.0%

1者, 1.5%

3者, 4.5%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

2者, 4.0%

3者, 6.0%

24者, 48.0%

24者, 48.0%

4者, 8.0%

6者, 12.0%

3者, 6.0%

2者, 4.0%

8者, 16.0%

5者, 10.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

163者, 45.2%

80者, 22.2%

49者, 13.6%

48者, 13.3%

18者, 5.0%

3者, 0.8%

16者, 4.4%

18者, 5.0%

12者, 3.3%

7者, 1.9%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

人員は足りており、採用予定はない

人員は足りていないが、採用予定はない

中途採用をした

パートタイム労働者を採用した

新卒採用をした

外国人労働者を活用した

再雇用やシニア人材の活用等により対応した

派遣（契約）社員を採用した

その他

無回答
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問 17 今年度、計画（希望）どおりの採用が行えていますか。（○は 1つ） 

 

１．全体 

 今年度の採用計画の充足度については、「採用の予定はない」が 48.5％と最も高くな

っている。次いで、採用を計画（希望）どおり「行えていない」が 24.0％、「概ね行えて

いる」が 16.3％、「行えている」が 7.1％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な回答】 

これから募集する予定 

 

 

２．従業者数規模別 

 従業者数「0人」、「1～5人」は、「採用の予定はない」が、「6～20人」、「21～50

人」は、採用を計画（希望）どおり「行えていない」が、その他の規模は、「概ね行えて

いる」が最も高くなっている。次いで「6～20人」は、「採用の予定はない」が、「21～

50人」は、採用を計画（希望）どおり「概ね行えている」が、それ以外の規模は、「行え

ていない」が高くなっている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

行えている

90者

7.1%

概ね

行えている

205者

16.3%

行えて

いない

302者

24.0%

採用の予定

はない

611者

48.5%

その他

12者

1.0%

無回答

40者

3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=1,260)

行えている

4者

2.5%

33者

6.0%

27者

8.1%

15者

10.9%

9者

17.6%

2者

7.7%

概ね

行えている

5者

3.1%

40者

7.3%

76者

22.9%

45者

32.6%

24者

47.1%

15者

57.7%

行えて

いない

8者

4.9%

88者

16.0%

116者

34.9%

63者

45.7%

18者

35.3%

9者

34.6%

採用の

予定はない

130者

79.8%

361者

65.6%

107者

32.2%

13者

9.4%

その他

1者

0.6%

6者

1.1%

4者

1.2%

1者

0.7%

無回答

15者

9.2%

22者

4.0%

2者

0.6%

1者

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0人

(n=163)

1～5人

(n=550)

6～20人

(n=332)

21～50人

(n=138)

51～100人

(n=51)

101人以上

(n=26)
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３．業種別 

 建設業、運輸業､郵便業､倉庫業、福祉業は、採用を計画（希望）どおり「行えていない」

が、その他の業種は、「採用の予定はない」が最も高くなっている。次いで、建設業は、

「採用の予定はない」が、運輸業､郵便業､倉庫業、卸売業、福祉業は、採用を計画（希望）

どおり「概ね行えている」が、その他の業種は、「行えていない」が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

行えている

20者

7.0%

13者

7.1%

3者

7.1%

2者

2.9%

4者

2.7%

6者

10.9%

7者

10.4%

6者

12.0%

29者

8.0%

概ね

行えている

42者

14.6%

40者

21.9%

8者

19.0%

13者

18.8%

22者

15.1%

8者

14.5%

12者

17.9%

16者

32.0%

44者

12.2%

行えて

いない

61者

21.3%

63者

34.4%

25者

59.5%

10者

14.5%

26者

17.8%

10者

18.2%

18者

26.9%

23者

46.0%

66者

18.3%

採用の

予定はない

159者

55.4%

62者

33.9%

6者

14.3%

42者

60.9%

83者

56.8%

27者

49.1%

29者

43.3%

3者

6.0%

200者

55.4%

その他

3者

1.0%

1者

0.7%

1者

2.0%

7者

1.9%

無回答

2者

0.7%

5者

2.7%

2者

2.9%

10者

6.8%

4者

7.3%

1者

1.5%

1者

2.0%

15者

4.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

(n=287)

建設業

(n=183)

運輸業、郵便業、倉庫業

(n=42)

卸売業

(n=69)

小売業

(n=146)

宿泊業・飲食サービス業

(n=55)

医療業

(n=67)

福祉業

(n=50)

その他非製造業

(n=361)
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問 18 問 17で「３」と回答した方にお伺いします。今年度、採用を計画（希望）している人数

と、実際の採用数（見込み含む）をご記入願います。 

 

１．全体 

今年度の採用において、計画通りに採用が「行えていない」と回答した事業者の採用計

画（希望）人員と採用人員の具体的な人数を合計すると、計画人員数は1,091人、採用人

員数は313人、充足率は28.7％となっている。 

    

回答者数 

採用計画 

(又は希望人数) 

（A） 

採用人数 

(見込み含む) 

（B） 

(Ａ)－(Ｂ) 
充足率（％） 

(Ｂ)／(Ａ) 

258 者 1,091 人 313 人 778 人 28.7％ 

   ※問 17 で「3」と回答した 302 者のうち、「採用計画（希望）人数」及び「実際の採用人数（見込みを含

む）」を回答した先 258 者による集計 

 

   《充足割合別者数》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．従業者数規模別 

充足率は、従業者数「1～5人」が最も高く、次いで「101人以上」、「51～100人」が高

くなっている。採用人数は、「101人以上」が、最も多く、次いで「6～20人」、「21～50

人」が多くなっている。 

 

従業者数 者数 

採用計画 

(又は希望人数) 

（A） 

採用人数 

(見込み含む) 

（B） 

(Ａ)－(Ｂ) 

充足率

（％） 

(Ｂ)／(Ａ) 

 ０人 6 者  8 人  2 人  6 人  25.0％ 

１～５人 61 者  148 人  55 人  93 人  37.2％ 

６～20 人 108 者  276 人  63 人  213 人  22.8％ 

21～50 人 57 者  221 人  62 人  159 人  28.1％ 

51 人～100 人 17 者  105 人  30 人  75 人  28.6％ 

101 人以上 9 者  333 人  101 人  232 人  30.3％ 

 合計 258 者  1,091 人  313 人  778 人  28.7％ 

  

40者、15.5%

6者、2.3%

35者、13.6%

39者、15.1%

138者、53.5%

0% 20% 40% 60%

80%以上充足している

60%以上80%未満充足している

40%以上60%未満充足している

20%以上40%未満充足している

20%未満充足している

(n=258)
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３．業種別 

充足率は、その他非製造業が最も高く、次いで医療業、卸売業が高くなっている。採用

人数は、その他非製造業が最も多く、次いで医療業、製造業が多くなっている。 

 

従業者数 者数 

採用計画 

(又は希望人数 )

（A） 

採用人数 

(見込み含む) 

（B） 

(Ａ)－(Ｂ) 

充足率

（％） 

(Ｂ)／(Ａ)  

製造業 53 者 276 人  53 人  223 人 19.2％ 

建設業 52 者 176 人  39 人  137 人 22.2％ 

運輸業､郵便業､倉庫業 22 者 101 人  20 人  81 人 19.8％ 

卸売業 7 者 26 人  10 人  16 人 38.5％ 

小売業 23 者 49 人  10 人  39 人 20.4％ 

宿泊業・飲食サービス業 7 者 25 人  8 人  17 人 32.0％ 

医療業 17 者 144 人  57 人  87 人 39.6％ 

福祉業 21 者 90 人  31 人  59 人 34.4％ 

その他非製造業 56 者 204 人  85 人  119 人 41.7％ 

 合計 258 者 1,091 人  313 人  778 人 28.7％ 
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問 19 問 17で「３」と回答した方にお伺いします。計画（希望）どおりの採用が行えていない

要因について教えてください。（当てはまるもの全てに○） 

 

１．全体 

 計画（希望）どおりの採用が行えていない要因については、「求人への応募が少ない」

が 68.9％と最も高く、次いで「求める人材（専門職等）がいない」が 46.0％となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な回答】 

財政状況が厳しく雇用に踏み切れない、募集にかかる費用が捻出できない 

定着率が低い 

 

２．従業者数規模別 

 従業者数「1～5人」は、「求人への応募が少ない」と「求める人材（専門職等）がいな

い」が、それ以外の規模は、「求人への応募が少ない」が最も高くなっている。 

 

【０人】              【１～５人】           【６～20 人】 

(n=8)                (n=88)               (n=116) 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

【21～50 人】          【51～100 人】         【101 人以上】 

 (n=63)                (n=18)                (n=9) 

 

 

 

 

 

 

 

  

208者, 68.9%

139者, 46.0%

33者, 10.9%

21者, 7.0%

26者, 8.6%

4者, 1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

求人への応募が少ない

求める人材（専門職等）がいない

選考辞退が多い

内定辞退が多い

その他

無回答
(n=302)

3者, 37.5%

2者, 25.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

3者, 37.5%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

5

98

99

44者, 50.0%

44者, 50.0%

6者, 6.8%

4者, 4.5%

12者, 13.6%

4者, 4.5%

0% 50% 100%

1

2

3

5

98

99

85者, 73.3%

52者, 44.8%

14者, 12.1%

8者, 6.9%

7者, 6.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

5

98

99

求人への応募が少ない

求める人材（専門職等）がいない

選考辞退が多い

内定辞退が多い

その他

無回答

51者, 81.0%

30者, 47.6%

10者, 15.9%

4者, 6.3%

3者, 4.8%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

5

98

99

16者, 88.9%

7者, 38.9%

1者, 5.6%

3者, 16.7%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

5

98

99

9者, 100.0%

4者, 44.4%

2者, 22.2%

2者, 22.2%

1者, 11.1%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

5

98

99

求人への応募が少ない

求める人材（専門職等）がいない

選考辞退が多い

内定辞退が多い

その他

無回答
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３．業種別 

 医療業、その他非製造業は、「求める人材（専門職等）がいない」が、それ以外の業種は、

「求人への応募が少ない」が最も高くなっている。 

 

【製造業】             【建設業】       【運輸業､郵便業､倉庫業】 

(n=61)               (n=63)                (n=25) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【卸売業】             【小売業】        【宿泊業・飲食サービス業】 

(n=10)               (n=26)                (n=10) 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【医療業】             【福祉業】           【その他非製造業】 

(n=18)               (n=23)                 (n=66) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46者, 75.4%

26者, 42.6%

3者, 4.9%

7者, 11.5%

4者, 6.6%

1者, 1.6%

0% 50% 100%

1

2

3

5

98

99

46者, 73.0%

28者, 44.4%

4者, 6.3%

3者, 4.8%

4者, 6.3%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

5

98

99

21者, 84.0%

9者, 36.0%

5者, 20.0%

2者, 8.0%

3者, 12.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

5

98

99

8者, 80.0%

3者, 30.0%

2者, 20.0%

1者, 10.0%

0者, 0.0%

1者, 10.0%

0% 50% 100%

1

2

3

5

98

99

13者, 50.0%

5者, 19.2%

5者, 19.2%

1者, 3.8%

6者, 23.1%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

5

98

99

9者, 90.0%

2者, 20.0%

1者, 10.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

5

98

99

10者, 55.6%

12者, 66.7%

3者, 16.7%

2者, 11.1%

3者, 16.7%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

5

98

99

20者, 87.0%

13者, 56.5%

2者, 8.7%

1者, 4.3%

1者, 4.3%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

5

98

99

35者, 53.0%

41者, 62.1%

8者, 12.1%

4者, 6.1%

5者, 7.6%

2者, 3.0%

0% 50% 100%

1

2

3

5

98

99

求人への応募が少ない

求める人材（専門職等）がいない

選考辞退が多い

内定辞退が多い

その他

無回答

求人への応募が少ない

求める人材（専門職等）がいない

選考辞退が多い

内定辞退が多い

その他

無回答

求人への応募が少ない

求める人材（専門職等）がいない

選考辞退が多い

内定辞退が多い

その他

無回答
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Ⅲ 調査結果 
 
５．障害者雇用について 

 

問 20 障害者を雇用していますか。（○は 1つ） 

 

１．全体 

 障害者雇用については、「雇用の予定はない」が 77.7％と最も高く、次いで「現在雇用

している」が 6.7％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．従業者数規模別 

 従業者数「51～100人」、「101人以上」は、「現在雇用している」が、それ以外の規

模は、「雇用の予定はない」が最も高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現在雇用している

0者

0.0%

12者

2.2%

13者

3.9%

18者

13.0%

22者

43.1%

19者

73.1%

過去に雇用

したことがある

1者

0.6%

12者

2.2%

25者

7.5%

11者

8.0%

6者

11.8%

1者

3.8%

検討中

1者

0.6%

24者

4.4%

20者

6.0%

13者

9.4%

8者

15.7%

2者

7.7%

雇用の予定はない

142者

87.1%

466者

84.7%

260者

78.3%

93者

67.4%

15者

29.4%

3者

11.5%

無回答

19者

11.7%

36者

6.5%

14者

4.2%

3者

2.2%

0者

0.0%

1者

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0人

(n=163)

1～5人

(n=550)

6～20人

(n=332)

21～50人

(n=138)

51～100人

(n=51)

101人以上

(n=26)

現在雇用

している

84者

6.7%

過去に雇用

したことがある

56者

4.4%

検討中

68者

5.4%

雇用の予定

はない

979者

77.7%

無回答

73者

5.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=1,260)
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３．業種別 

 すべての業種で、「雇用の予定はない」が最も高くなっている。次いで、製造業、建設

業、福祉業は、「現在雇用している」が、運輸、郵便業、倉庫業は、「現在雇用している」

と「検討中」が、卸売業、宿泊業・飲食サービス業、その他非製造業は、「検討中」が、

それ以外の業種は、「過去に雇用したことがある」が高くなっている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現在

雇用している

29者

10.1%

15者

8.2%

5者

11.9%

2者

2.9%

4者

2.7%

4者

6.0%

11者

22.0%

14者

3.9%

過去に雇用

したことがある

17者

5.9%

10者

5.5%

2者

4.8%

1者

1.4%

6者

4.1%

1者

1.8%

5者

7.5%

3者

6.0%

11者

3.0%

検討中

10者

3.5%

7者

3.8%

5者

11.9%

3者

4.3%

5者

3.4%

4者

7.3%

2者

3.0%

8者

16.0%

24者

6.6%

雇用の

予定はない

221者

77.0%

140者

76.5%

29者

69.0%

59者

85.5%

113者

77.4%

40者

72.7%

55者

82.1%

24者

48.0%

298者

82.5%

無回答

10者

3.5%

11者

6.0%

1者

2.4%

4者

5.8%

18者

12.3%

10者

18.2%

1者

1.5%

4者

8.0%

14者

3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

(n=287)

建設業

(n=183)

運輸業、郵便業、倉庫業

(n=42)

卸売業

(n=69)

小売業

(n=146)

宿泊業・飲食サービス業

(n=55)

医療業

(n=67)

福祉業

(n=50)

その他非製造業

(n=361)
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問 21 問 20で「１」～「３」のいずれかを回答した方にお伺いします。障害者を超短時間（１日

２～３時間程度）で雇用する意向はありますか。（○は 1つ） 

 

１．全体 

 障害者の超短時間雇用の意向については、「雇用の予定はない」が 65.4％と最も高く、

次いで「雇用する意向がある」が 22.1％、「現在雇用している」が 10.1％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．従業者数規模別 

 すべての規模で、「雇用の予定はない」が最も高くなっている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

雇用する意向

がある

46者

22.1%

現在雇用

している

21者

10.1%

雇用の予定

はない

136者

65.4%

無回答

5者

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=208)

雇用する

意向がある

14者

29.2%

14者

24.1%

5者

11.9%

8者

22.2%

5者

22.7%

現在雇用している

6者

12.5%

3者

5.2%

4者

9.5%

6者

16.7%

2者

9.1%

雇用の予定はない

2者

100.0%

25者

52.1%

40者

69.0%

33者

78.6%

22者

61.1%

14者

63.6%

無回答

3者

6.3%

1者

1.7%

1者

4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0人

(n=2)

1～5人

(n=48)

6～20人

(n=58)

21～50人

(n=42)

51～100人

(n=36)

101人以上

(n=22)
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３．業種別 

宿泊業・飲食サービス業は、「雇用する意向がある」が、それ以外の業種は、「雇用の

予定はない」が最も高くなっている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

雇用する意向がある

8者

14.3%

5者

15.6%

3者

25.0%

4者

26.7%

4者

80.0%

2者

18.2%

7者

31.8%

13者

26.5%

現在雇用している

7者

12.5%

2者

6.3%

1者

8.3%

2者

33.3%

1者

6.7%

2者

9.1%

6者

12.2%

雇用の予定はない

39者

69.6%

24者

75.0%

8者

66.7%

4者

66.7%

9者

60.0%

1者

20.0%

9者

81.8%

13者

59.1%

29者

59.2%

無回答

2者

3.6%

1者

3.1%

1者

6.7%

1者

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

(n=56)

建設業

(n=32)

運輸業、郵便業、倉庫業

(n=12)

卸売業

(n=6)

小売業

(n=15)

宿泊業・飲食サービス業

(n=5)

医療業

(n=11)

福祉業

(n=22)

その他非製造業

(n=49)
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問 22 問 21で「３」と回答した方にお伺いします。障害者を超短時間（１日２～３時間程度）で

雇用できない理由を教えてください。（当てはまるもの全てに○） 

 

１．全体 

障害者を超短時間（１日２～３時間程度）で雇用できない理由については、「適した業

務がない」が 56.6％と最も高く、次いで「受け入れる体制が整ってない」が 36.8％、「雇

用する必要がない」が 14.0％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な回答】 

個々の人材能力等による 

 

 

２．従業者数規模別 

 従業者数「0人」以外の規模は、「適した業務がない」が最も高くなっている。 

 

【０人】              【１～５人】           【６～20 人】 

(n=2)                (n=25)               (n=40) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【21～50 人】         【51～100 人】          【101 人以上】 

 (n=33)               (n=22)                (n=14) 

 

 

 

 

 

 

 

  

77者, 56.6%

50者, 36.8%

19者, 14.0%

15者, 11.0%

9者, 6.6%

1者, 0.7%

0% 20% 40% 60% 80%

適した業務がない

受け入れる体制が整っていない

雇用する必要がない

以前雇用していたがうまくいかなかった

その他

無回答
(n=136)

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 50.0%

1者, 50.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

98

99

14者, 56.0%

8者, 32.0%

3者, 12.0%

2者, 8.0%

1者, 4.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

98

99

20者, 50.0%

15者, 37.5%

6者, 15.0%

9者, 22.5%

3者, 7.5%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

98

99

適した業務がない

受け入れる体制が整っていない

雇用する必要がない

以前雇用していたがうまくいかなかった

その他

無回答

8者, 57.1%

7者, 50.0%

3者, 21.4%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

98

99

15者, 68.2%

12者, 54.5%

2者, 9.1%

0者, 0.0%

2者, 9.1%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

98

99

20者, 60.6%

8者, 24.2%

5者, 15.2%

4者, 12.1%

2者, 6.1%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

98

99

適した業務がない

受け入れる体制が整っていない

雇用する必要がない

以前雇用していたがうまくいかなかった

その他

無回答
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３．業種別 

 小売業は、「適した業務がない」と「雇用する必要がない」が、それ以外の業種は、「適し

た業務がない」が最も高くなっている。 

 

【製造業】             【建設業】       【運輸業､郵便業､倉庫業】 

(n=39)               (n=24)                 (n=8) 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【卸売業】             【小売業】        【宿泊業・飲食サービス業】 

(n=4)                (n=9)                  (n=1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【医療業】             【福祉業】           【その他非製造業】 

(n=9)                (n=13)                 (n=29) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

23者, 59.0%

16者, 41.0%

7者, 17.9%

3者, 7.7%

2者, 5.1%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

98

99

15者, 62.5%

12者, 50.0%

1者, 4.2%

4者, 16.7%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

98

99

8者, 100.0%
2者, 25.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

98

99

3者, 75.0%

2者, 50.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

98

99

3者, 33.3%

2者, 22.2%

3者, 33.3%

2者, 22.2%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

98

99

1者, 100.0%
0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

98

99

5者, 55.6%

3者, 33.3%

1者, 11.1%

2者, 22.2%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

98

99

7者, 53.8%

2者, 15.4%

2者, 15.4%

2者, 15.4%

3者, 23.1%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

98

99

適した業務がない

受け入れる体制が整っていない

雇用する必要がない

以前雇用していたがうまくいかなかった

その他

無回答

適した業務がない

受け入れる体制が整っていない

雇用する必要がない

以前雇用していたがうまくいかなかった

その他

無回答

適した業務がない

受け入れる体制が整っていない

雇用する必要がない

以前雇用していたがうまくいかなかった

その他

無回答

12者, 41.4%

11者, 37.9%

5者, 17.2%

2者, 6.9%

4者, 13.8%

1者, 3.4%

0% 50% 100%

1

2

3

4

98

99
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Ⅲ 調査結果 
 

６．外国人労働者について 

 

問 23 外国人を雇用していますか。（当てはまるもの全てに○） 

 

１．全体 

外国人労働者の雇用については、「雇用の予定はない」が 75.5％と最も高く、次いで「雇

用している」が 13.1％、「過去雇用していたが、現在はしていない」が 5.6％となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．従業者数規模別 

 従業者数「51～100人」、「101人以上」は、「雇用している」が、それ以外の規模は、「雇

用の予定はない」が最も高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

雇用している

165者

13.1%

過去雇用して

いたが、現在

はしていない

70者

5.6%

今後雇用を

検討中／準備中

62者

4.9%

雇用の

予定はない

951者

75.5%

無回答

28者

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=1,260)

雇用している

23者

4.2%

57者

17.2%

51者

37.0%

23者

45.1%

11者

42.3%

過去雇用して

いたが、現在

はしていない
2者

1.2%

27者

4.9%

25者

7.5%

12者

8.7%

4者

7.8%

今後雇用を

検討中／準備中

2者

1.2%

16者

2.9%

17者

5.1%

12者

8.7%

10者

19.6%

5者

19.2%

雇用の予定はない

147者

90.2%

479者

87.1%

236者

71.1%

65者

47.1%

15者

29.4%

9者

34.6%

無回答

13者

8.0%

11者

2.0%

1者

0.3%

2者

1.4%

1者

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0人

(n=163)

1～5人

(n=550)

6～20人

(n=332)

21～50人

(n=138)

51～100人

(n=51)

101人以上

(n=26)
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３．業種別 

 すべての業種で、「雇用の予定はない」が最も高くなっている。次いで、宿泊業・飲食

サービス業は、「今後雇用を検討中／準備中」が、医療業は「雇用している」と「今後雇

用を検討中／準備中」が、それ以外の業種は、「雇用している」が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

雇用している

50者

17.4%

41者

22.4%

8者

19.0%

11者

15.9%

18者

12.3%

5者

9.1%

3者

4.5%

6者

12.0%

23者

6.4%

過去雇用して

いたが、現在

はしていない

27者

9.4%

5者

2.7%

5者

11.9%

3者

4.3%

5者

3.4%

3者

5.5%

2者

3.0%

4者

8.0%

16者

4.4%

今後雇用を

検討中／準備中

9者

3.1%

12者

6.6%

6者

14.3%

2者

2.9%

4者

2.7%

6者

10.9%

3者

4.5%

5者

10.0%

15者

4.2%

雇用の予定

はない

202者

70.4%

124者

67.8%

24者

57.1%

53者

76.8%

113者

77.4%

40者

72.7%

59者

88.1%

33者

66.0%

303者

83.9%

無回答

3者

1.0%

3者

1.6%

8者

5.5%

3者

5.5%

1者

1.5%

2者

4.0%

8者

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

(n=287)

建設業

(n=183)

運輸業、郵便業、倉庫業

(n=42)

卸売業

(n=69)

小売業

(n=146)

宿泊業・飲食サービス業

(n=55)

医療業

(n=67)

福祉業

(n=50)

その他非製造業

(n=361)
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問 24 外国人の雇用に際して、課題を教えてください。（〇は特に当てはまるもの３つまで） 

 

１．全体 

外国人の雇用に際しての課題については、「日本語の能力」が 49.0％と最も高く、次い

で「生活習慣・価値観の違い」が 39.6％、「社内の受入れ体制が整っていない」が 34.4％

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な回答】 

家が借りにくい（断られてしまう） 技術力が不明 

 

  

618者, 49.0%

499者, 39.6%

434者, 34.4%

239者, 19.0%

192者, 15.2%

167者, 13.3%

78者, 6.2%

149者, 11.8%

0% 20% 40% 60%

日本語の能力

生活習慣・価値観の違い

社内の受入れ体制が整っていない

研修・教育に手間がかかる

技能や技術の習得に時間がかかる

在留資格等の手続きが面倒

その他

無回答
(n=1,260)
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２．従業者数規模別 

 すべての規模で、「日本語の能力」が最も高く、次いで「生活習慣・価値観の違い」が高

くなっている。 

 

 

【０人】              【１～５人】           【６～20 人】 

(n=163)              (n=550)               (n=332) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【21～50 人】           【51～100 人】          【101 人以上】 

 (n=138)                (n=51)                (n=26) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

53者, 32.5%

47者, 28.8%

41者, 25.2%

16者, 9.8%

17者, 10.4%

10者, 6.1%

24者, 14.7%

42者, 25.8%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

98

99

217者, 39.5%

202者, 36.7%

192者, 34.9%

98者, 17.8%

89者, 16.2%

67者, 12.2%

33者, 6.0%

89者, 16.2%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

98

99

191者, 57.5%

140者, 42.2%

133者, 40.1%

74者, 22.3%

56者, 16.9%

49者, 14.8%

14者, 4.2%

12者, 3.6%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

98

99

94者, 69.6%

69者, 51.1%

47者, 34.8%

34者, 25.2%

19者, 14.1%

22者, 16.3%

5者, 3.7%

4者, 3.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

98

99

40者, 78.4%

28者, 54.9%

10者, 19.6%

9者, 17.6%

8者, 15.7%

14者, 27.5%

2者, 3.9%

1者, 2.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

98

99

23者, 88.5%
13者, 50.0%

11者, 42.3%

8者, 30.8%

3者, 11.5%

5者, 19.2%

0者, 0.0%

1者, 3.8%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

98

99

日本語の能力

生活習慣・価値観の違い

社内の受入れ体制が整っていない

研修・教育に手間がかかる

技能や技術の習得に時間がかかる

在留資格等の手続きが面倒

その他

無回答

日本語の能力

生活習慣・価値観の違い

社内の受入れ体制が整っていない

研修・教育に手間がかかる

技能や技術の習得に時間がかかる

在留資格等の手続きが面倒

その他

無回答
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３．業種別 

 すべての業種で、「日本語の能力」が最も高く、次いで卸売業は、「社内の受入れ体制

が整っていない」が、医療業は、「生活習慣・価値観の違い」、「社内の受入れ体制が整

っていない」、「研修・教育に手間がかかる」が、それ以外の業種は、「生活習慣・価値

観の違い」が高くなっている。 

 

【製造業】             【建設業】        【運輸業､郵便業､倉庫業】 

(n=287)              (n=183)                (n=42) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【卸売業】              【小売業】     【宿泊業・飲食サービス業】 

(n=69)                (n=146)                (n=55) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【医療業】              【福祉業】          【その他非製造業】 

(n=67)                (n=50)               (n=361) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

139者, 48.4%

129者, 44.9%

111者, 38.7%

53者, 18.5%

50者, 17.4%

44者, 15.3%

15者, 5.2%

22者, 7.7%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

98

99

88者, 48.1%

72者, 39.3%

65者, 35.5%

38者, 20.8%

42者, 23.0%

34者, 18.6%

7者, 3.8%

20者, 10.9%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

98

99

28者, 66.7%
24者, 57.1%

15者, 35.7%

9者, 21.4%

7者, 16.7%

5者, 11.9%

1者, 2.4%

1者, 2.4%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

98

99

38者, 55.1%

26者, 37.7%

30者, 43.5%

10者, 14.5%

7者, 10.1%

13者, 18.8%

1者, 1.4%

5者, 7.2%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

98

99

57者, 39.0%

46者, 31.5%

43者, 29.5%

21者, 14.4%

8者, 5.5%

16者, 11.0%

11者, 7.5%

29者, 19.9%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

98

99

28者, 50.9%

23者, 41.8%

11者, 20.0%

6者, 10.9%

2者, 3.6%

5者, 9.1%

4者, 7.3%

13者, 23.6%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

98

99

38者, 56.7%

21者, 31.3%

21者, 31.3%

21者, 31.3%

11者, 16.4%

2者, 3.0%

10者, 14.9%

4者, 6.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

98

99

31者, 62.0%

22者, 44.0%

18者, 36.0%

20者, 40.0%

11者, 22.0%

8者, 16.0%

5者, 10.0%

2者, 4.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

98

99

171者, 47.4%

136者, 37.7%

120者, 33.2%

61者, 16.9%

54者, 15.0%

40者, 11.1%

24者, 6.6%

53者, 14.7%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

98

99

日本語の能力

生活習慣・価値観の違い

社内の受入れ体制が整っていない

研修・教育に手間がかかる

技能や技術の習得に時間がかかる

在留資格等の手続きが面倒

その他

無回答

日本語の能力

生活習慣・価値観の違い

社内の受入れ体制が整っていない

研修・教育に手間がかかる

技能や技術の習得に時間がかかる

在留資格等の手続きが面倒

その他

無回答

日本語の能力

生活習慣・価値観の違い

社内の受入れ体制が整っていない

研修・教育に手間がかかる

技能や技術の習得に時間がかかる

在留資格等の手続きが面倒

その他

無回答
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問 25 問 23で「１」～「３」のいずれかを回答された方にお伺いします。外国人を雇用する理由

について教えてください。（〇は特に当てはまるもの３つまで） 

 

１．全体 

 外国人を雇用する理由については、「人手不足への対応」が 66.8％と最も高く、次いで

「真面目・熱心な人が多い」が 40.8％、「若い人を採用できる」が 22.5％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な回答】 

日本人の雇用と変わらない、日本人社員を採用するときと同じ基準で採用 

多様性による活性化 

日本語を理解出来て業務遂行に支障が無ければ、国籍は問わない 

 

 

 

  

193者, 66.8%

118者, 40.8%

65者, 22.5%

30者, 10.4%

26者, 9.0%

24者, 8.3%

21者, 7.3%

18者, 6.2%

20者, 6.9%

11者, 3.8%

0% 20% 40% 60% 80%

人手不足への対応

真面目・熱心な人が多い

若い人を採用できる

単調な作業を嫌がらない

外国語など特有な能力が必要

残業などを嫌がらない

比較的賃金が安い

高度な技術、技能を持っている

その他

無回答 (n=289)
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２．従業者数規模別 

従業者数「0人」は、「単調な作業を嫌がらない」が、それ以外の規模は、「人手不足へ

の対応」が最も高くなっている。次いで、従業者数「0 人」は、「人手不足への対応」と

「真面目・熱心な人が多い」が、それ以外の規模は、「真面目・熱心な人が多い」が高く

なっている。 

 

【０人】              【１～５人】           【６～20 人】 

(n=4)                (n=66)                 (n=95) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【21～50 人】          【51～100 人】          【101 人以上】 

 (n=71)                (n=37)                (n=16) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

49者, 69.0%

31者, 43.7%

18者, 25.4%

10者, 14.1%

5者, 7.0%

9者, 12.7%

4者, 5.6%

6者, 8.5%

2者, 2.8%

3者, 4.2%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

9

98

99

28者, 75.7%

19者, 51.4%

8者, 21.6%

2者, 5.4%

4者, 10.8%

2者, 5.4%

1者, 2.7%

1者, 2.7%

1者, 2.7%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

9

98

99

13者, 81.3%

4者, 25.0%

2者, 12.5%

1者, 6.3%

3者, 18.8%

1者, 6.3%

1者, 6.3%

0者, 0.0%

1者, 6.3%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

9

98

99

1者, 25.0%

1者, 25.0%

0者, 0.0%

2者, 50.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 25.0%

1者, 25.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

9

98

99

38者, 57.6%

27者, 40.9%

16者, 24.2%

6者, 9.1%

6者, 9.1%

5者, 7.6%

8者, 12.1%

3者, 4.5%

9者, 13.6%

4者, 6.1%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

9

98

99

64者, 67.4%
36者, 37.9%

21者, 22.1%

9者, 9.5%

8者, 8.4%

7者, 7.4%

7者, 7.4%

8者, 8.4%

6者, 6.3%

3者, 3.2%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

9

98

99

人手不足への対応

真面目・熱心な人が多い

若い人を採用できる

単調な作業を嫌がらない

外国語など特有な能力が必要

残業などを嫌がらない

比較的賃金が安い

高度な技術、技能を持っている

その他

無回答

人手不足への対応

真面目・熱心な人が多い

若い人を採用できる

単調な作業を嫌がらない

外国語など特有な能力が必要

残業などを嫌がらない

比較的賃金が安い

高度な技術、技能を持っている

その他

無回答
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３．業種別 

 卸売業は、「人手不足への対応」、「真面目・熱心な人が多い」、「若い人を採用できる」

が、それ以外の業種は、「人手不足への対応」が最も高くなっている。次いで、運輸業､郵便

業､倉庫業は、「真面目・熱心な人が多い」と「若い人を採用できる」が、医療業は、「外

国語など特有な能力が必要」が、それ以外の業種は、卸売業を除き、「真面目・熱心な人が

多い」が高くなっている。 

 

【製造業】              【建設業】        【運輸業､郵便業､倉庫業】 

(n=84)                (n=58)                  (n=18) 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【卸売業】             【小売業】         【宿泊業・飲食サービス業】  

(n=16)               (n=25)                  (n=13) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

49者, 58.3%

38者, 45.2%

18者, 21.4%

12者, 14.3%

4者, 4.8%

10者, 11.9%

7者, 8.3%

5者, 6.0%

7者, 8.3%

5者, 6.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

9

98

99

52者, 89.7%

24者, 41.4%

17者, 29.3%

6者, 10.3%

1者, 1.7%

3者, 5.2%

5者, 8.6%

4者, 6.9%

2者, 3.4%

1者, 1.7%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

9

98

99

16者, 88.9%
5者, 27.8%

5者, 27.8%

1者, 5.6%

0者, 0.0%

1者, 5.6%

0者, 0.0%

1者, 5.6%

2者, 11.1%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

9

98

99

5者, 31.3%

5者, 31.3%

5者, 31.3%

1者, 6.3%

4者, 25.0%

1者, 6.3%

2者, 12.5%

2者, 12.5%

0者, 0.0%

2者, 12.5%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

9

98

99

11者, 84.6%
6者, 46.2%

3者, 23.1%

1者, 7.7%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

2者, 15.4%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

9

98

99

人手不足への対応

真面目・熱心な人が多い

若い人を採用できる

単調な作業を嫌がらない

外国語など特有な能力が必要

残業などを嫌がらない

比較的賃金が安い

高度な技術、技能を持っている

その他

無回答

人手不足への対応

真面目・熱心な人が多い

若い人を採用できる

単調な作業を嫌がらない

外国語など特有な能力が必要

残業などを嫌がらない

比較的賃金が安い

高度な技術、技能を持っている

その他

無回答

15者, 60.0%

7者, 28.0%

3者, 12.0%

1者, 4.0%

3者, 12.0%

0者, 0.0%

1者, 4.0%

2者, 8.0%

3者, 12.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

9

98

99
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【医療業】               【福祉業】          【その他非製造業】 

(n=8)                 (n=15)                (n=52) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

6者, 75.0%

2者, 25.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

3者, 37.5%

1者, 12.5%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 12.5%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

9

98

99

13者, 86.7%

9者, 60.0%

6者, 40.0%

2者, 13.3%

0者, 0.0%

2者, 13.3%

1者, 6.7%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

9

98

99

人手不足への対応

真面目・熱心な人が多い

若い人を採用できる

単調な作業を嫌がらない

外国語など特有な能力が必要

残業などを嫌がらない

比較的賃金が安い

高度な技術、技能を持っている

その他

無回答

26者, 50.0%

22者, 42.3%

8者, 15.4%

6者, 11.5%

11者, 21.2%

6者, 11.5%

5者, 9.6%

4者, 7.7%

3者, 5.8%

3者, 5.8%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

9

98

99
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問 26 問 23で「１」～「３」のいずれかを回答された方にお伺いします。外国人労働者の雇用形

態について教えてください。（雇用予定を含む）（当てはまるもの全てに○） 

 

１．全体 

 雇用形態については、「正社員」が 58.8％と最も高く、次いで「パート・アルバイト」

が 35.6％、「技能実習生」が 21.5％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な回答】 

特定技能 留学生 契約社員 

 

 

２．従業者数規模別 

従業者数「0人」は、「パート・アルバイト」が、その他の規模は、「正社員」が最も高

くなっている。次いで、「101人以上」は、「パート・アルバイト」と「技能実習生」が、

「0人」は、「正社員」が、それ以外の規模は、「パート・アルバイト」が高くなっている。 

 

【０人】               【１～５人】               【６～20 人】 

(n=4)                  (n=66)                    (n=95) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【21～50 人】             【51～100 人】             【101 人以上】 

(n=71)                  (n=37)                   (n=16) 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

170者, 58.8%

103者, 35.6%

62者, 21.5%

5者, 1.7%

9者, 3.1%

10者, 3.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員

パート・アルバイト

技能実習生

派遣社員

その他

無回答
(n=289)

45者, 63.4%

25者, 35.2%

20者, 28.2%

2者, 2.8%

1者, 1.4%

1者, 1.4%

0% 50% 100%

正社員

パート・アルバイト

技能実習生

派遣社員

その他

無回答

11者, 68.8%

6者, 37.5%

6者, 37.5%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

6

98

99

24者, 64.9%

11者, 29.7%

10者, 27.0%

0者, 0.0%

3者, 8.1%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

6

98

99

1者, 25.0%

2者, 50.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 25.0%

1者, 25.0%

0% 50% 100%

正社員

パート・アルバイト

技能実習生

派遣社員

その他

無回答

35者, 53.0%

25者, 37.9%

7者, 10.6%

1者, 1.5%

1者, 1.5%

4者, 6.1%

0% 50% 100%

1

2

3

6

98

99

54者, 56.8%

34者, 35.8%

19者, 20.0%

2者, 2.1%

3者, 3.2%

4者, 4.2%

0% 50% 100%

1

2

3

6

98

99
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３．業種別 

 小売業、宿泊業・飲食サービス業、福祉業、その他非製造業は、「パート・アルバイト」が、

それ以外の業種は、「正社員」が最も高くなっている。次いで、建設業は、「技能実習生」

が、小売業、宿泊業・飲食サービス業、福祉業、その他非製造業は、「正社員」が、それ以外

の業種は、「パート・アルバイト」が高くなっている。 

 

【製造業】                 【建設業】           【運輸業､郵便業､倉庫業】 

(n=84)                   (n=58)                    (n=18) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【卸売業】                 【小売業】           【宿泊業・飲食サービス業】 

(n=16)                   (n=25)                    (n=13) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【医療業】                 【福祉業】              【その他非製造業】 

(n=8)                   (n=15)                    (n=52) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

54者, 64.3%

24者, 28.6%

17者, 20.2%

1者, 1.2%

4者, 4.8%

3者, 3.6%

0% 50% 100%

正社員

パート・アルバイト

技能実習生

派遣社員

その他

無回答

4者, 50.0%

3者, 37.5%

1者, 12.5%

1者, 12.5%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

正社員

パート・アルバイト

技能実習生

派遣社員

その他

無回答

15者, 83.3%
3者, 16.7%

2者, 11.1%

1者, 5.6%

1者, 5.6%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

6

98

99

35者, 60.3%

7者, 12.1%

28者, 48.3%

0者, 0.0%

2者, 3.4%

1者, 1.7%

0% 50% 100%

1

2

3

6

98

99

3者, 23.1%

8者, 61.5%
2者, 15.4%

1者, 7.7%

0者, 0.0%

3者, 23.1%

0% 50% 100%

1

2

3

6

98

99

7者, 46.7%

11者, 73.3%

4者, 26.7%

1者, 6.7%

1者, 6.7%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

6

98

99

13者, 81.3%
4者, 25.0%

2者, 12.5%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 6.3%

0% 50% 100%

正社員

パート・アルバイト

技能実習生

派遣社員

その他

無回答

12者, 48.0%

15者, 60.0%

2者, 8.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

6

98

99

27者, 51.9%

28者, 53.8%

4者, 7.7%

0者, 0.0%

1者, 1.9%

2者, 3.8%

0% 50% 100%

1

2

3

6

98

99
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問 27 問 23で「１」～「３」のいずれかを回答された方にお伺いします。外国人労働者の国籍を

教えてください。（当てはまるもの全てに○） 

 

１．全体 

外国人労働者の国籍については、「ベトナム」が 34.9％と最も高く、次いで「中国」が

32.5％、「フィリピン」が 16.3％、「インドネシア」が 13.8％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
【その他の主な回答】 

〇国・地域 

ネパール（15）、パキスタン（11）、ミャンマー（10）、インド（8）、スリランカ

（7）、モンゴル（6）、ブラジル(日系含む)（6）、イラン（4）、台湾（4）、ガーナ

（3）、オーストラリア（2）、カンボジア（2）、タイ（2）、ナイジェリア（2）、フラン

ス（2）、以下（1） 

アメリカ、イギリス、ウズベキスタン、エチオピア、カナダ、ギニア、コンゴ、シンガポール、ジ

ンバブエ、ドイツ、ニュージーランド、パラグアイ、ブルガリア、ベナン、モロッコ、ロシア 

〇その他条件等 

日本語能力や簿記能力のある方など 

101者, 34.9%

94者, 32.5%

47者, 16.3%

40者, 13.8%

26者, 9.0%

23者, 8.0%

5者, 1.7%

88者, 30.4%

17者, 5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ベトナム

中国

フィリピン

インドネシア

バングラデシュ

韓国

トルコ

その他

無回答
(n=289)
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２．従業者数規模別 

従業者数「1～5人」、「101人以上」は、「中国」が、それ以外の規模（「0人」を除く）

は、「ベトナム」が最も高くなっている。次いで、「1～5人」、「101人以上」は、「ベトナ

ム」が、それ以外の規模（「0人」を除く）は、「中国」が高くなっている。 

 

 

【０人】                  【１～５人】               【６～20 人】 

(n=4)                    (n=66)                    (n=95) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【21～50 人】              【51～100 人】             【101 人以上】 

 (n=71)                    (n=37)                   (n=16) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

26者, 36.6%

24者, 33.8%

14者, 19.7%

14者, 19.7%

6者, 8.5%

6者, 8.5%

0者, 0.0%

21者, 29.6%

4者, 5.6%

0% 40% 80%

ベトナム

中国

フィリピン

インドネシア

バングラデシュ

韓国

トルコ

その他

無回答

20者, 54.1%
9者, 24.3%

7者, 18.9%

5者, 13.5%

2者, 5.4%

3者, 8.1%

2者, 5.4%

12者, 32.4%

1者, 2.7%

0% 40% 80%

1

2

4

5

6

7

9

98

99

6者, 37.5%

10者, 62.5%
4者, 25.0%

4者, 25.0%

1者, 6.3%

1者, 6.3%

0者, 0.0%

9者, 56.3%
0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

4

5

6

7

9

98

99

35者, 36.8%

32者, 33.7%

16者, 16.8%

12者, 12.6%

10者, 10.5%

8者, 8.4%

2者, 2.1%

25者, 26.3%

5者, 5.3%

0% 40% 80%

1

2

4

5

6

7

9

98

99

13者, 19.7%

18者, 27.3%

6者, 9.1%

5者, 7.6%

7者, 10.6%

5者, 7.6%

1者, 1.5%

20者, 30.3%

6者, 9.1%

0% 40% 80%

1

2

4

5

6

7

9

98

99

1者, 25.0%

1者, 25.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 25.0%

1者, 25.0%

0% 40% 80%

ベトナム

中国

フィリピン

インドネシア

バングラデシュ

韓国

トルコ

その他

無回答
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３．業種別 

 製造業、建設業、運輸業､郵便業､倉庫業、宿泊業・飲食サービス業は、「ベトナム」が、

福祉業は、「ベトナム」と「フィリピン」が、それ以外の業種は、「中国」が最も高くな

っている。 

 

 

【製造業】                  【建設業】          【運輸業､郵便業､倉庫業】 

(n=84)                    (n=58)                   (n=18) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【卸売業】                 【小売業】         【宿泊業・飲食サービス業】 

(n=16)                   (n=25)                     (n=13) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【医療業】                 【福祉業】               【その他非製造業】 

(n=8)                    (n=15)                     (n=52) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27者, 46.6%

13者, 22.4%

7者, 12.1%

15者, 25.9%

3者, 5.2%

1者, 1.7%

1者, 1.7%

14者, 24.1%

2者, 3.4%

0% 40% 80%

1

2

4

5

6

7

9

98

99

7者, 38.9%

5者, 27.8%

3者, 16.7%

3者, 16.7%

1者, 5.6%

4者, 22.2%

1者, 5.6%

6者, 33.3%

1者, 5.6%

0% 40% 80%

1

2

4

5

6

7

9

98

99

3者, 23.1%

2者, 15.4%

1者, 7.7%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

2者, 15.4%

0者, 0.0%

3者, 23.1%

4者, 30.8%

0% 40% 80%

1

2

4

5

6

7

9

98

99

7者, 46.7%

5者, 33.3%

7者, 46.7%

2者, 13.3%

1者, 6.7%

1者, 6.7%

0者, 0.0%

5者, 33.3%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

4

5

6

7

9

98

99

34者, 40.5%

21者, 25.0%

11者, 13.1%

6者, 7.1%

14者, 16.7%

4者, 4.8%

1者, 1.2%

26者, 31.0%

4者, 4.8%

0% 40% 80%

ベトナム

中国

フィリピン

インドネシア

バングラデシュ

韓国

トルコ

その他

無回答

4者, 25.0%

9者, 56.3%
4者, 25.0%

3者, 18.8%

0者, 0.0%

3者, 18.8%

0者, 0.0%

2者, 12.5%

1者, 6.3%

0% 40% 80%

ベトナム

中国

フィリピン

インドネシア

バングラデシュ

韓国

トルコ

その他

無回答

2者, 25.0%

4者, 50.0%

2者, 25.0%

3者, 37.5%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

4者, 50.0%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

ベトナム

中国

フィリピン

インドネシア

バングラデシュ

韓国

トルコ

その他

無回答

5者, 20.0%

11者, 44.0%

3者, 12.0%

3者, 12.0%

3者, 12.0%

3者, 12.0%

0者, 0.0%

12者, 48.0%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

4

5

6

7

9

98

99

12者, 23.1%

24者, 46.2%

9者, 17.3%

5者, 9.6%

4者, 7.7%

5者, 9.6%

2者, 3.8%

16者, 30.8%

5者, 9.6%

0% 40% 80%

1

2

4

5

6

7

9

98

99
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Ⅲ 調査結果 
 

７．賃上げについて 

 

問 28 今年度賃上げを実施しましたか。（○は 1つ） 

 

１．全体 

今年度の賃上げの実施状況については、「実施した」が 43.7％と最も高く、次いで「実

施しない、実施できない」が 28.8％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．従業者数規模別 

 従業者数「0人」、「1～5人」は、「実施しない、実施できない」が、それ以外の規模は、

「実施した」が最も高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

実施した

550者

43.7%

今後実施

する予定

99者

7.9%

実施しない、

実施できない

363者

28.8%

未定

202者

16.0%

無回答

46者

3.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=1,260)

実施した

6者

3.7%

154者

28.0%

223者

67.2%

108者

78.3%

39者

76.5%

20者

76.9%

今後実施する予定

4者

2.5%

46者

8.4%

34者

10.2%

8者

5.8%

5者

9.8%

2者

7.7%

実施しない、

実施できない

78者

47.9%

233者

42.4%

39者

11.7%

9者

6.5%

2者

3.9%

2者

7.7%

未定

54者

33.1%

99者

18.0%

32者

9.6%

11者

8.0%

5者

9.8%

1者

3.8%

無回答

21者

12.9%

18者

3.3%

4者

1.2%

2者

1.4%

1者

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0人

(n=163)

1～5人

(n=550)

6～20人

(n=332)

21～50人

(n=138)

51～100人

(n=51)

101人以上

(n=26)
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３．業種別 

 小売業、宿泊業・飲食サービス業は、「実施しない、実施できない」が、それ以外の業種

は、「実施した」が最も高くなっている。次いで、小売業、宿泊業・飲食サービス業は、

「実施した」が、運輸業､郵便業､倉庫業は、「実施しない、実施できない」と「未定」が、

それ以外の業種は、「実施しない、実施できない」が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

実施した

146者

50.9%

94者

51.4%

26者

61.9%

31者

44.9%

40者

27.4%

18者

32.7%

32者

47.8%

36者

72.0%

127者

35.2%

今後実施

する予定

15者

5.2%

14者

7.7%

4者

9.5%

10者

14.5%

15者

10.3%

1者

1.8%

8者

11.9%

4者

8.0%

28者

7.8%

実施しない、

実施できない

81者

28.2%

36者

19.7%

6者

14.3%

19者

27.5%

60者

41.1%

19者

34.5%

17者

25.4%

5者

10.0%

120者

33.2%

未定

40者

13.9%

33者

18.0%

6者

14.3%

8者

11.6%

22者

15.1%

11者

20.0%

9者

13.4%

3者

6.0%

70者

19.4%

無回答

5者

1.7%

6者

3.3%

1者

1.4%

9者

6.2%

6者

10.9%

1者

1.5%

2者

4.0%

16者

4.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

(n=287)

建設業

(n=183)

運輸業、郵便業、倉庫業

(n=42)

卸売業

(n=69)

小売業

(n=146)

宿泊業・飲食サービス業

(n=55)

医療業

(n=67)

福祉業

(n=50)

その他非製造業

(n=361)
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問 29 問 28で「１」または「２」と回答した方にお伺いします。具体的には、どの程度(％)賃上

げを行いましたか。または行う予定ですか。（当てはまるもの全てに○） 

 

１．全体 

賃上げの具体的な実施状況については、「定期昇給」が 56.9％と最も高く、次いで「ベ

ースアップ」が 42.4％、「賞与（一時金）の増額」が 19.6％となった。 

なお、賃上げを実施した事業者の「定期昇給」平均は 4.67％、「ベースアップ」平均は

5.78％、「賞与（一時金）の増額」平均は 13.33％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な回答】 

職務手当、夏季手当などの増額、追加 

歩合給、インセンティブの増加 

時給の増額（近隣にあわせて、最低賃金上昇分） 

 

【賃上げの平均上昇率】 

 定期昇給 ベースアップ 賞与(一時金) インフレ手当等 

全 体 4.67％ 5.78％ 13.33％ 5.19％ 

製 造 業 3.77％ 4.21％ 13.58％ 2.00％ 

非製造業 5.03％ 6.36％ 13.22％ 6.47％ 

  

369者, 56.9%

275者, 42.4%

127者, 19.6%

23者, 3.5%

36者 5.5%

19者, 2.9%

0% 20% 40% 60% 80%

定期昇給

ベースアップ

賞与（一時金）の増額

インフレ手当等の支給

その他

無回答 （n=649）



Ⅲ 調査結果 

７．賃上げについて 

117 

２．従業者数規模別 

 従業者数「0人」は、「ベースアップ」が、それ以外の規模は、「定期昇給」が最も高く

なっている。 

 

【０人】               【１～５人】            【６～20 人】 

(n=10)                (n=200)                (n=257) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【21～50 人】           【51～100 人】           【101 人以上】 

   (n=116)                (n=44)                 (n=22) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4者, 40.0%

5者, 50.0%

1者, 10.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

定期昇給

ベースアップ

賞与（一時金）の増額

インフレ手当等の支給

その他

無回答

74者, 63.8%

49者, 42.2%

21者, 18.1%

3者, 2.6%

5者, 4.3%

3者, 2.6%

0% 50% 100%

定期昇給

ベースアップ

賞与（一時金）の増額

インフレ手当等の支給

その他

無回答

95者, 47.5%

79者, 39.5%

38者, 19.0%

9者, 4.5%

16者, 8.0%

7者, 3.5%

0% 50% 100%

1

2

3

5

98

99

148者, 57.6%

114者, 44.4%

54者, 21.0%

10者, 3.9%

14者, 5.4%

7者, 2.7%

0% 50% 100%

1

2

3

5

98

99

30者, 68.2%

15者, 34.1%

10者, 22.7%

0者, 0.0%

1者, 2.3%

2者, 4.5%

0% 50% 100%

1

2

3

5

98

99

18者, 81.8%

13者, 59.1%

3者, 13.6%

1者, 4.5%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

5

98

99
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３．業種別 

 運輸業､郵便業､倉庫業、宿泊業・飲食サービス業、医療業は、「ベースアップ」が、それ

以外の業種は、「定期昇給」が最も高くなっている。次いで、運輸業､郵便業､倉庫業、宿

泊業・飲食サービス業、医療業は、「定期昇給」が、それ以外の業種は、「ベースアップ」

が高くなっている。 

 

【製造業】               【建設業】         【運輸業､郵便業､倉庫業】 

(n=161)                (n=108)                  (n=30) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【卸売業】               【小売業】         【宿泊業・飲食サービス業】 

(n=41)                 (n=55)                 (n=19) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【医療業】                【福祉業】           【その他非製造業】 

(n=40)                  (n=40)                (n=155) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

106者, 65.8%

73者, 45.3%

35者, 21.7%

7者, 4.3%

5者, 3.1%

3者, 1.9%

0% 50% 100%

定期昇給

ベースアップ

賞与（一時金）の増額

インフレ手当等の支給

その他

無回答

62者, 57.4%

47者, 43.5%

24者, 22.2%

3者, 2.8%

5者, 4.6%

6者, 5.6%

0% 50% 100%

1

2

3

5

98

99

11者, 36.7%

14者, 46.7%

4者, 13.3%

1者, 3.3%

4者, 13.3%

1者, 3.3%

0% 50% 100%

1

2

3

5

98

99

25者, 61.0%

14者, 34.1%

12者, 29.3%

4者, 9.8%

0者, 0.0%

2者, 4.9%

0% 50% 100%

定期昇給

ベースアップ

賞与（一時金）の増額

インフレ手当等の支給

その他

無回答

26者, 47.3%

21者, 38.2%

7者, 12.7%

2者, 3.6%

4者, 7.3%

3者, 5.5%

0% 50% 100%

1

2

3

5

98

99

8者, 42.1%

10者, 52.6%

2者, 10.5%

0者, 0.0%

2者, 10.5%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

5

98

99

19者, 47.5%

23者, 57.5%

5者, 12.5%

1者, 2.5%

2者, 5.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

定期昇給

ベースアップ

賞与（一時金）の増額

インフレ手当等の支給

その他

無回答

26者, 65.0%

19者, 47.5%

7者, 17.5%

1者, 2.5%

2者, 5.0%

1者, 2.5%

0% 50% 100%

1

2

3

5

98

99

86者, 55.5%

54者, 34.8%

31者, 20.0%

4者, 2.6%

12者, 7.7%

3者, 1.9%

0% 50% 100%

1

2

3

5

98

99
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問 30 問 28で「１」または「２」と回答した方にお伺いします。賃上げを実施した（する）理由

を教えてください。（〇は特に当てはまるもの３つまで） 

 

１．全体 

賃上げを実施した（する）理由については、「従業員のモチベーション向上」が 72.0％

と最も高く、次いで「物価上昇への対応」が 50.2％、「従業員の定着率向上」が 39.4％、

「人材の確保・採用」が 21.6％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な回答】 

最低賃金引き上げに伴うもの 

当人の能力が向上したため 

 

 

 

  

467者, 72.0%

326者, 50.2%

256者, 39.4%

140者, 21.6%

126者, 19.4%

40者, 6.2%

27者, 4.2%

22者, 3.4%

11者, 1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員のモチベーション向上

物価上昇への対応

従業員の定着率向上

人材の確保・採用

世間的な賃上げ動向

業績が好転（回復）

同業他社の賃金動向

その他

無回答 (n=649)
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２．従業者数規模別 

 従業者数「0人」は、「物価上昇への対応」が、それ以外の規模は、「従業員のモチベー

ション向上」が最も高くなっている。次いで従業者数「0 人」は、「従業員のモチベーシ

ョン向上」と「人材の確保・採用」が、「51～100人」、「101人以上」は、「従業員の定着

率向上」が、それ以外の規模は、「物価上昇への対応」が高くなっている。 

 

【０人】               【１～５人】            【６～20 人】 

(n=10)                 (n=200)               (n=257) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【21～50 人】           【51～100 人】           【101 人以上】 

 (n=116)               (n=44)                 (n=22) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3者, 30.0%

5者, 50.0%

0者, 0.0%

3者, 30.0%

1者, 10.0%

2者, 20.0%

0者, 0.0%

1者, 10.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

従業員のモチベーション向上

物価上昇への対応

従業員の定着率向上

人材の確保・採用

世間的な賃上げ動向

業績が好転（回復）

同業他社の賃金動向

その他

無回答

89者, 76.7%

61者, 52.6%

56者, 48.3%

37者, 31.9%

24者, 20.7%

5者, 4.3%

3者, 2.6%

2者, 1.7%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

従業員のモチベーション向上

物価上昇への対応

従業員の定着率向上

人材の確保・採用

世間的な賃上げ動向

業績が好転（回復）

同業他社の賃金動向

その他

無回答

190者, 73.9%

124者, 48.2%

109者, 42.4%

49者, 19.1%

51者, 19.8%

16者, 6.2%

13者, 5.1%

11者, 4.3%

4者, 1.6%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

98

99

39者, 88.6%

21者, 47.7%

25者, 56.8%

12者, 27.3%

8者, 18.2%

1者, 2.3%

2者, 4.5%

1者, 2.3%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

98

99

15者, 68.2%

12者, 54.5%

14者, 63.6%

12者, 54.5%

4者, 18.2%

0者, 0.0%

2者, 9.1%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

98

99

131者, 65.5%

103者, 51.5%

52者, 26.0%

27者, 13.5%

38者, 19.0%

16者, 8.0%

7者, 3.5%

7者, 3.5%

7者, 3.5%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

98

99
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３．業種別 

すべての業種で、「従業員のモチベーション向上」が最も高くなっている。次いで、宿

泊業・飲食サービス業は、「物価上昇への対応」と「人材の確保・採用」が、福祉業は、

「従業員の定着率向上」が、それ以外の業種は、「物価上昇への対応」が高くなっている。 

 

【製造業】               【建設業】        【運輸業､郵便業､倉庫業】  

(n=161)                (n=108)                (n=30) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
  

【卸売業】              【小売業】         【宿泊業・飲食サービス業】 

(n=41)                (n=55)                 (n=19) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

【医療業】               【福祉業】           【その他非製造業】 

(n=40)                 (n=40)                 (n=155) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

24者, 80.0%

19者, 63.3%

16者, 53.3%

8者, 26.7%

5者, 16.7%

4者, 13.3%

1者, 3.3%

1者, 3.3%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

98

99

36者, 65.5%

27者, 49.1%

12者, 21.8%

8者, 14.5%

7者, 12.7%

5者, 9.1%

2者, 3.6%

2者, 3.6%

4者, 7.3%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

98

99

13者, 68.4%

8者, 42.1%

6者, 31.6%

8者, 42.1%

2者, 10.5%

1者, 5.3%

0者, 0.0%

2者, 10.5%

1者, 5.3%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

98

99

107者, 69.0%

73者, 47.1%

59者, 38.1%

38者, 24.5%

22者, 14.2%

8者, 5.2%

5者, 3.2%

4者, 2.6%

1者, 0.6%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

98

99

30者, 73.2%

18者, 43.9%

15者, 36.6%

8者, 19.5%

9者, 22.0%

5者, 12.2%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

従業員のモチベーション向上

物価上昇への対応

従業員の定着率向上

人材の確保・採用

世間的な賃上げ動向

業績が好転（回復）

同業他社の賃金動向

その他

無回答

82者, 75.9%

56者, 51.9%

49者, 45.4%

20者, 18.5%

20者, 18.5%

8者, 7.4%

6者, 5.6%

1者, 0.9%

1者, 0.9%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

98

99

117者, 72.7%

96者, 59.6%

58者, 36.0%

26者, 16.1%

43者, 26.7%

7者, 4.3%

5者, 3.1%

4者, 2.5%

3者, 1.9%

0% 50% 100%

従業員のモチベーション向上

物価上昇への対応

従業員の定着率向上

人材の確保・採用

世間的な賃上げ動向

業績が好転（回復）

同業他社の賃金動向

その他

無回答

31者, 77.5%

13者, 32.5%

28者, 70.0%

15者, 37.5%

5者, 12.5%

1者, 2.5%

4者, 10.0%

4者, 10.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

98

99

27者, 67.5%

16者, 40.0%

13者, 32.5%

9者, 22.5%

13者, 32.5%

1者, 2.5%

4者, 10.0%

4者, 10.0%

1者, 2.5%

0% 50% 100%

従業員のモチベーション向上

物価上昇への対応

従業員の定着率向上

人材の確保・採用

世間的な賃上げ動向

業績が好転（回復）

同業他社の賃金動向

その他

無回答
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問 31 問 28で「３」と回答した方にお伺いします。賃上げを実施しない（できない）理由を教え

てください。（〇は特に当てはまるもの３つまで） 

 

１．全体 

賃上げを実施しない（できない）理由については、「業績が悪化(低迷)」が 41.6％と最

も高く、次いで「先行きの不安定感」が 41.3％、「コストが上昇した」が 29.5％、「価格

転嫁が不十分」が 19.3％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な回答】 

対象者がいない 

 

 

 

  

151者, 41.6%

150者, 41.3%

107者, 29.5%

70者, 19.3%

36者, 9.9%

21者, 5.8%

14者, 3.9%

6者, 1.7%

32者, 8.8%

14者, 3.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

業績が悪化（低迷）

先行きの不安定感

コストが上昇した

価格転嫁が不十分

既に賃金水準が高い

昨年度に実施

設備投資を行った

従業員を増やした

その他

無回答
(n=363)
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２．従業者数規模別 

 従業者数「0人」、「1～5人」は、「先行きの不安定感」が、それ以外の規模は、「業

績が悪化（低迷）」が最も高くなっている。次いで、従業者数「0人」、「1～5人」は、

「業績が悪化（低迷）」が、「6～20人」は、「先行きの不安定感」と「コストが上昇し

た」が、「21～50人」は、「先行きの不安定感」が高くなっている。 

 

【０人】               【１～５人】              【６～20 人】 

(n=78)                 (n=233)                 (n=39) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【21～50 人】            【51～100 人】           【101 人以上】 

 (n=9)                   (n=2)                  (n=2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

26者, 33.3%

27者, 34.6%

12者, 15.4%

9者, 11.5%

3者, 3.8%

3者, 3.8%

2者, 2.6%

0者, 0.0%

19者, 24.4%

5者, 6.4%

0% 50% 100%

業績が悪化（低迷）

先行きの不安定感

コストが上昇した

価格転嫁が不十分

既に賃金水準が高い

昨年度に実施

設備投資を行った

従業員を増やした

その他

無回答

6者, 66.7%

4者, 44.4%

2者, 22.2%

1者, 11.1%

1者, 11.1%

1者, 11.1%

3者, 33.3%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

業績が悪化（低迷）

先行きの不安定感

コストが上昇した

価格転嫁が不十分

既に賃金水準が高い

昨年度に実施

設備投資を行った

従業員を増やした

その他

無回答

2者, 100.0%
0者, 0.0%

1者, 50.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

7

8

10

98

99

1者, 50.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 50.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

7

8

10

98

99

92者, 39.5%

104者, 44.6%

77者, 33.0%

50者, 21.5%

29者, 12.4%

15者, 6.4%

7者, 3.0%

2者, 0.9%

10者, 4.3%

9者, 3.9%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

7

8

10

98

99

24者, 61.5%

15者, 38.5%

15者, 38.5%

10者, 25.6%

3者, 7.7%

2者, 5.1%

2者, 5.1%

4者, 10.3%

2者, 5.1%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

7

8

10

98

99
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３．業種別 

 建設業、卸売業、その他非製造業は、「先行きの不安定感」が、運輸業､郵便業､倉庫業、

宿泊業・飲食サービス業は、「コストが上昇した」が、それ以外の業種は「業績が悪化（低

迷）」が最も高くなっている。次いで、製造業、福祉業は、「先行きの不安定感」が、小

売業は、「コストが上昇した」が、医療業は、「先行きの不安定感」と「コストが上昇し

た」が、建設業は、「業績が悪化（低迷）」と「コストが上昇した」が、それ以外の業種

は、「業績が悪化（低迷）」が高くなっている。 

 

 

【製造業】                【建設業】         【運輸業､郵便業､倉庫業】 

(n=81)                  (n=36)                  (n=6) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【卸売業】                【小売業】        【宿泊業・飲食サービス業】 

(n=19)                  (n=60)                 (n=19) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3者, 50.0%

2者, 33.3%

4者, 66.7%

2者, 33.3%

1者, 16.7%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 16.7%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

7

8

10

98

99

14者, 38.9%

17者, 47.2%

14者, 38.9%

6者, 16.7%

3者, 8.3%

5者, 13.9%

3者, 8.3%

1者, 2.8%

1者, 2.8%

1者, 2.8%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

7

8

10

98

99

30者, 50.0%

21者, 35.0%

22者, 36.7%

13者, 21.7%

4者, 6.7%

2者, 3.3%

2者, 3.3%

0者, 0.0%

6者, 10.0%

1者, 1.7%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

7

8

10

98

99

7者, 36.8%

5者, 26.3%

9者, 47.4%

6者, 31.6%

2者, 10.5%

1者, 5.3%

1者, 5.3%

0者, 0.0%

1者, 5.3%

2者, 10.5%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

7

8

10

98

99

43者, 53.1%

35者, 43.2%

19者, 23.5%

18者, 22.2%

8者, 9.9%

5者, 6.2%

2者, 2.5%

2者, 2.5%

4者, 4.9%

2者, 2.5%

0% 50% 100%

業績が悪化（低迷）

先行きの不安定感

コストが上昇した

価格転嫁が不十分

既に賃金水準が高い

昨年度に実施

設備投資を行った

従業員を増やした

その他

無回答

7者, 36.8%

9者, 47.4%

5者, 26.3%

1者, 5.3%

4者, 21.1%

2者, 10.5%

1者, 5.3%

0者, 0.0%

1者, 5.3%

1者, 5.3%

0% 50% 100%

業績が悪化（低迷）

先行きの不安定感

コストが上昇した

価格転嫁が不十分

既に賃金水準が高い

昨年度に実施

設備投資を行った

従業員を増やした

その他

無回答
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【医療業】                【福祉業】            【その他非製造業】 

(n=17)                   (n=5)                 (n=120) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4者, 80.0%

2者, 40.0%

1者, 20.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 20.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

7

8

10

98

99

7者, 41.2%

4者, 23.5%

4者, 23.5%

2者, 11.8%

2者, 11.8%

2者, 11.8%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

4者, 23.5%

1者, 5.9%

0% 50% 100%

業績が悪化（低迷）

先行きの不安定感

コストが上昇した

価格転嫁が不十分

既に賃金水準が高い

昨年度に実施

設備投資を行った

従業員を増やした

その他

無回答

36者, 30.0%

55者, 45.8%

29者, 24.2%

22者, 18.3%

12者, 10.0%

4者, 3.3%

5者, 4.2%

1者, 0.8%

15者, 12.5%

6者, 5.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

7

8

10

98

99
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  Ⅲ 調査結果 
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Ⅲ 調査結果 
 

８．ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）への取り組みについて 

 

問 32 ＤＸへの理解について、教えてください。（○は 1つ） 

 

１．全体 

 ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）への理解についてみると、「ある程度理解

している」が 29.2％と最も高く、次いで「理解していない」が 21.3％と高くなっている。 

「理解している」と「ある程度理解している」の合計は 40.0％、「あまり理解していない」

と「理解していない」の合計は 42.2％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．従業者数規模別 

 従業者数「0人」「1～5人未満」は「理解していない」が、「101人以上」は、「理解

している」と「ある程度理解している」が、それ以外の規模は「ある程度理解している」

が最も高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

理解している

136者

10.8%

ある程度

理解している

368者

29.2%

あまり理解

していない

263者

20.9%

理解

していない

269者

21.3%

わからない・

どちらとも

いえない

181者

14.4%

無回答

43者

3.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=1,260)

理解している

14者

8.6%

47者

8.5%

38者

11.4%

15者

10.9%

12者

23.5%

10者

38.5%

ある程度

理解している

27者

16.6%

127者

23.1%

122者

36.7%

63者

45.7%

19者

37.3%

10者

38.5%

あまり

理解していない

23者

14.1%

121者

22.0%

82者

24.7%

24者

17.4%

13者

25.5%

理解していない

50者

30.7%

131者

23.8%

59者

17.8%

19者

13.8%

5者

9.8%

5者

19.2%

わからない・

どちらとも

いえない

36者

22.1%

100者

18.2%

27者

8.1%

16者

11.6%

2者

3.9%

無回答

13者

8.0%

24者

4.4%

4者

1.2%

1者

0.7%

1者

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0人

(n=163)

1～5人

(n=550)

6～20人

(n=332)

21～50人

(n=138)

51～100人

(n=51)

101人以上

(n=26)
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３．業種別 

 宿泊業・飲食サービス業は「理解していない」が、福祉業は「あまり理解していない」

が、それ以外の業種は「ある程度理解している」が最も高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

理解している

32者

11.1%

14者

7.7%

5者

11.9%

6者

8.7%

14者

9.6%

7者

12.7%

12者

17.9%

2者

4.0%

44者

12.2%

ある程度

理解している

80者

27.9%

58者

31.7%

16者

38.1%

30者

43.5%

38者

26.0%

9者

16.4%

27者

40.3%

8者

16.0%

102者

28.3%

あまり理解

していない

61者

21.3%

41者

22.4%

8者

19.0%

10者

14.5%

25者

17.1%

8者

14.5%

15者

22.4%

19者

38.0%

76者

21.1%

理解していない

67者

23.3%

37者

20.2%

9者

21.4%

14者

20.3%

34者

23.3%

16者

29.1%

9者

13.4%

12者

24.0%

71者

19.7%

わからない・

どちらとも

いえない

40者

13.9%

27者

14.8%

4者

9.5%

7者

10.1%

25者

17.1%

10者

18.2%

4者

6.0%

7者

14.0%

57者

15.8%

無回答

7者

2.4%

6者

3.3%

2者

2.9%

10者

6.8%

5者

9.1%

2者

4.0%

11者

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

(n=287)

建設業

(n=183)

運輸業、郵便業、倉庫業

(n=42)

卸売業

(n=69)

小売業

(n=146)

宿泊業・飲食サービス業

(n=55)

医療業

(n=67)

福祉業

(n=50)

その他非製造業

(n=361)
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問 33 貴事業所でのＤＸの取組状況について教えてください。（○は 1つ） 

 

１．全体 

ＤＸの取組状況については、「取り組む予定はない」が 36.9％と最も高く、次いで「取

り組んでいる最中である」が 18.9％、「必要と思うがまだ取り組んでいない」が 15.4％

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．従業者数規模別 

 従業者数「0人」、「1～5人」、「6～20人」は、「取り組む予定はない」が、それ以

外の規模は、「取り組んでいる最中である」が最も高くなっている。 

 

【０人】                 【１～５人】              【６～20 人】 

(n=163)                 (n=550)                 (n=332) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【21～50 人】             【51～100 人】             【101 人以上】 

 (n=138)                  (n=51)                   (n=26) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

465者, 36.9%

238者, 18.9%

194者, 15.4%

102者, 8.1%

101者, 8.0%

59者, 4.7%

101者, 8.0%

0% 20% 40% 60% 80%

取り組む予定はない

取り組んでいる最中である

必要と思うがまだ取り組んでいない

取り組みを始めたばかり

取り組みを検討している

既に完了している

無回答 (n=1,260)

94者, 57.7%

13者, 8.0%

21者, 12.9%

1者, 0.6%

6者, 3.7%

6者, 3.7%

22者, 13.5%

0% 40% 80%

取り組む予定はない

取り組んでいる最中である

必要と思うがまだ取り組んでいない

取り組みを始めたばかり

取り組みを検討している

既に完了している

無回答

24者, 17.4%

44者, 31.9%

22者, 15.9%

18者, 13.0%

20者, 14.5%

5者, 3.6%

5者, 3.6%

0% 40% 80%

取り組む予定はない

取り組んでいる最中である

必要と思うがまだ取り組んでいない

取り組みを始めたばかり

取り組みを検討している

既に完了している

無回答

251者, 45.6%

70者, 12.7%

86者, 15.6%

32者, 5.8%

32者, 5.8%

22者, 4.0%

57者, 10.4%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

7

99

86者, 25.9%

76者, 22.9%

59者, 17.8%

46者, 13.9%

30者, 9.0%

20者, 6.0%

15者, 4.5%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

7

99

6者, 11.8%

22者, 43.1%

5者, 9.8%

4者, 7.8%

10者, 19.6%

3者, 5.9%

1者, 2.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

7

99

4者, 15.4%

13者, 50.0%

1者, 3.8%

1者, 3.8%

3者, 11.5%

3者, 11.5%

1者, 3.8%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

7

99
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３．業種別 

 医療業は、「取り組んでいる最中である」が、それ以外の業種は、「取り組む予定はない」

が最も高くなっている。 

 

【製造業】                 【建設業】         【運輸業､郵便業､倉庫業】 

(n=287)                   (n=183)                 (n=42) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

【卸売業】                 【小売業】          【宿泊業・飲食サービス業】 

(n=69)                   (n=146)                  (n=55) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

【医療業】                 【福祉業】              【その他非製造業】 

(n=67)                   (n=50)                   (n=361) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

106者, 36.9%

52者, 18.1%

51者, 17.8%

26者, 9.1%

23者, 8.0%

12者, 4.2%

17者, 5.9%

0% 40% 80%

取り組む予定はない

取り組んでいる最中である

必要と思うがまだ取り組んでいない

取り組みを始めたばかり

取り組みを検討している

既に完了している

無回答

59者, 32.2%

39者, 21.3%

27者, 14.8%

21者, 11.5%

14者, 7.7%

5者, 2.7%

18者, 9.8%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

7

99

12者, 28.6%

9者, 21.4%

10者, 23.8%

7者, 16.7%

2者, 4.8%

1者, 2.4%

1者, 2.4%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

7

99

16者, 23.2%

14者, 20.3%

12者, 17.4%

10者, 14.5%

8者, 11.6%

4者, 5.8%

5者, 7.2%

0% 40% 80%

取り組む予定はない

取り組んでいる最中である

必要と思うがまだ取り組んでいない

取り組みを始めたばかり

取り組みを検討している

既に完了している

無回答

18者, 26.9%

22者, 32.8%

7者, 10.4%

4者, 6.0%

6者, 9.0%

8者, 11.9%

2者, 3.0%

0% 40% 80%

取り組む予定はない

取り組んでいる最中である

必要と思うがまだ取り組んでいない

取り組みを始めたばかり

取り組みを検討している

既に完了している

無回答

64者, 43.8%

25者, 17.1%

18者, 12.3%

9者, 6.2%

9者, 6.2%

4者, 2.7%

17者, 11.6%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

7

99

27者, 49.1%

6者, 10.9%

3者, 5.5%

2者, 3.6%

5者, 9.1%

3者, 5.5%

9者, 16.4%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

7

99

16者, 32.0%

10者, 20.0%

7者, 14.0%

4者, 8.0%

10者, 20.0%

0者, 0.0%

3者, 6.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

7

99

147者, 40.7%

61者, 16.9%

59者, 16.3%

19者, 5.3%

24者, 6.6%

22者, 6.1%

29者, 8.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

7

99
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問 34 問 33で「１」～「３」のいずれかを回答した方にお伺いします。貴事業所でＤＸ化に取り

組んでいる（取り組んだ）事務・事業を教えてください。（当てはまるもの全てに○） 

 

１．全体 

 ＤＸ化に取り組んでいる（取り組んだ）事務・事業については、「文書の電子化・ペー

パーレス化」が 62.9％と最も高く、次いで「ホームページの作成」が 53.1％、「クラウド

サービスの活用」が 38.8％、「セキュリティ強化」が 37.1％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な回答】 

でんさい・ネットバンキングの利用 

電子レセプト・処方箋・マイナンバーカード 

専用 CAD 導入 

オンライン請求導入 

仕事に関する業務 

  

251者, 62.9%

212者, 53.1%

155者, 38.8%

148者, 37.1%

128者, 32.1%

117者, 29.3%

95者, 23.8%

82者, 20.6%

61者, 15.3%

56者, 14.0%

55者, 13.8%

38者, 9.5%

20者, 5.0%

14者, 3.5%

11者, 2.8%

6者, 1.5%

9者, 2.3%

0% 20% 40% 60% 80%

文書の電子化・ペーパーレス化

ホームページの作成

クラウドサービスの活用

セキュリティ強化

電子決済導入

営業活動・会議のオンライン化

顧客データの一元管理

基幹システムの構築・導入

ＡＩの活用

テレワークの実施

電子商取引の実施

データの戦略的活用

デジタル人材の採用・育成

ＩｏＴの活用

ＲＰＡの導入

その他

無回答 （n=399）
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２．従業者数規模別 

従業者数「21～50 人」は、「ホームページの作成」が、「51～100 人」は、「ホームペー

ジの作成」と「クラウドサービスの活用」が、それ以外の規模は、「文書の電子化・ペーパ

ーレス化」が最も高くなっている。 

 

【０人】               【１～５人】             【６～20 人】 

(n=20)                 (n=124)                (n=142) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【21～50 人】           【51～100 人】             【101 人以上】 

 (n=67)                 (n=29)                  (n=17) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

71者, 57.3%

52者, 41.9%

41者, 33.1%

30者, 24.2%

46者, 37.1%

26者, 21.0%

32者, 25.8%

15者, 12.1%

19者, 15.3%

14者, 11.3%

18者, 14.5%

9者, 7.3%

3者, 2.4%

1者, 0.8%

3者, 2.4%

3者, 2.4%

4者, 3.2%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

98

99

93者, 65.5%

80者, 56.3%

51者, 35.9%

48者, 33.8%

45者, 31.7%

33者, 23.2%

30者, 21.1%

28者, 19.7%

18者, 12.7%

14者, 9.9%

18者, 12.7%

13者, 9.2%

6者, 4.2%

4者, 2.8%

1者, 0.7%

3者, 2.1%

3者, 2.1%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

98

99

12者, 70.6%

8者, 47.1%

10者, 58.8%

9者, 52.9%

5者, 29.4%

11者, 64.7%

5者, 29.4%

7者, 41.2%

3者, 17.6%

4者, 23.5%

2者, 11.8%

3者, 17.6%

4者, 23.5%

3者, 17.6%

3者, 17.6%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

98

99

19者, 65.5%

20者, 69.0%

20者, 69.0%

15者, 51.7%

6者, 20.7%

13者, 44.8%

11者, 37.9%

11者, 37.9%

4者, 13.8%

8者, 27.6%

6者, 20.7%

3者, 10.3%

5者, 17.2%

2者, 6.9%

1者, 3.4%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

98

99

43者, 64.2%

44者, 65.7%

27者, 40.3%

37者, 55.2%

18者, 26.9%

27者, 40.3%

12者, 17.9%

18者, 26.9%

10者, 14.9%

12者, 17.9%

9者, 13.4%

6者, 9.0%

2者, 3.0%

4者, 6.0%

2者, 3.0%

0者, 0.0%

2者, 3.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

98

99

文書の電子化・ペーパーレス化

ホームページの作成

クラウドサービスの活用

セキュリティ強化

電子決済導入

営業活動・会議のオンライン化

顧客データの一元管理

基幹システムの構築・導入

ＡＩの活用

テレワークの実施

電子商取引の実施

データの戦略的活用

デジタル人材の採用・育成

ＩｏＴの活用

ＲＰＡの導入

その他

無回答

13者, 65.0%

8者, 40.0%

6者, 30.0%

9者, 45.0%

8者, 40.0%

7者, 35.0%

5者, 25.0%

3者, 15.0%

7者, 35.0%

4者, 20.0%

2者, 10.0%

4者, 20.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 5.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

98

99

文書の電子化・ペーパーレス化

ホームページの作成

クラウドサービスの活用

セキュリティ強化

電子決済導入

営業活動・会議のオンライン化

顧客データの一元管理

基幹システムの構築・導入

ＡＩの活用

テレワークの実施

電子商取引の実施

データの戦略的活用

デジタル人材の採用・育成

ＩｏＴの活用

ＲＰＡの導入

その他

無回答
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３．業種別 

製造業は、「ホームページの作成」が、小売業、宿泊業・飲食サービスは、「電子決済

導入」が、それ以外の業種は、「文書の電子化・ペーパーレス化」が最も高くなっている。 

 

【製造業】                【建設業】        【運輸業､郵便業､倉庫業】 

(n=90)                  (n=65)                 (n=17) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【卸売業】               【小売業】         【宿泊業・飲食サービス業】 

(n=28)                 (n=38)                  (n=11) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

13者, 76.5%

7者, 41.2%

8者, 47.1%

8者, 47.1%

3者, 17.6%

8者, 47.1%

3者, 17.6%

2者, 11.8%

1者, 5.9%

1者, 5.9%

3者, 17.6%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 5.9%

1者, 5.9%

0者, 0.0%

1者, 5.9%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

98

99

4者, 36.4%

6者, 54.5%

1者, 9.1%

5者, 45.5%

8者, 72.7%
2者, 18.2%

3者, 27.3%

3者, 27.3%

2者, 18.2%

0者, 0.0%

4者, 36.4%

1者, 9.1%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

98

99

49者, 75.4%
31者, 47.7%

21者, 32.3%

16者, 24.6%

14者, 21.5%

22者, 33.8%

10者, 15.4%

7者, 10.8%

5者, 7.7%

9者, 13.8%

5者, 7.7%

5者, 7.7%

1者, 1.5%

1者, 1.5%

3者, 4.6%

0者, 0.0%

2者, 3.1%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

98

99

56者, 62.2%

59者, 65.6%

33者, 36.7%

41者, 45.6%

34者, 37.8%

29者, 32.2%

22者, 24.4%

21者, 23.3%

12者, 13.3%

12者, 13.3%

16者, 17.8%

10者, 11.1%

5者, 5.6%

6者, 6.7%

1者, 1.1%

1者, 1.1%

1者, 1.1%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

98

99

文書の電子化・ペーパーレス化

ホームページの作成

クラウドサービスの活用

セキュリティ強化

電子決済導入

営業活動・会議のオンライン化

顧客データの一元管理

基幹システムの構築・導入

ＡＩの活用

テレワークの実施

電子商取引の実施

データの戦略的活用

デジタル人材の採用・育成

ＩｏＴの活用

ＲＰＡの導入

その他

無回答

21者, 55.3%

22者, 57.9%

12者, 31.6%

15者, 39.5%

23者, 60.5%

5者, 13.2%

10者, 26.3%

11者, 28.9%

8者, 21.1%

2者, 5.3%

11者, 28.9%

8者, 21.1%

2者, 5.3%

1者, 2.6%

1者, 2.6%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

98

99

20者, 71.4%

17者, 60.7%

14者, 50.0%

9者, 32.1%

10者, 35.7%

10者, 35.7%

6者, 21.4%

10者, 35.7%

2者, 7.1%

4者, 14.3%

4者, 14.3%

4者, 14.3%

3者, 10.7%

2者, 7.1%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

98

99

文書の電子化・ペーパーレス化

ホームページの作成

クラウドサービスの活用

セキュリティ強化

電子決済導入

営業活動・会議のオンライン化

顧客データの一元管理

基幹システムの構築・導入

ＡＩの活用

テレワークの実施

電子商取引の実施

データの戦略的活用

デジタル人材の採用・育成

ＩｏＴの活用

ＲＰＡの導入

その他

無回答
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【医療業】                【福祉業】            【その他非製造業】 

(n=34)                  (n=14)                  (n=102) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

18者, 52.9%

17者, 50.0%

9者, 26.5%

11者, 32.4%

12者, 35.3%

3者, 8.8%

5者, 14.7%

8者, 23.5%

2者, 5.9%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 2.9%

1者, 2.9%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

4者, 11.8%

2者, 5.9%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

98

99

7者, 50.0%

5者, 35.7%

4者, 28.6%

5者, 35.7%

1者, 7.1%

2者, 14.3%

6者, 42.9%

1者, 7.1%

0者, 0.0%

2者, 14.3%

1者, 7.1%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

2者, 14.3%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 7.1%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

98

99

63者, 61.8%

48者, 47.1%

53者, 52.0%

38者, 37.3%

23者, 22.5%

36者, 35.3%

30者, 29.4%

19者, 18.6%

29者, 28.4%

26者, 25.5%

11者, 10.8%

9者, 8.8%

8者, 7.8%

1者, 1.0%

5者, 4.9%

1者, 1.0%

2者, 2.0%

0% 50% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

98

99

文書の電子化・ペーパーレス化

ホームページの作成

クラウドサービスの活用

セキュリティ強化

電子決済導入

営業活動・会議のオンライン化

顧客データの一元管理

基幹システムの構築・導入

ＡＩの活用

テレワークの実施

電子商取引の実施

データの戦略的活用

デジタル人材の採用・育成

ＩｏＴの活用

ＲＰＡの導入

その他

無回答
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問 35 問 33 で「１」～「３」のいずれかを回答した方にお伺いします。貴事業所で取り組んだ 

ＤＸ化の成果について、教えてください。（○は 1つ） 

 

１．全体 

 ＤＸ化の成果については、「ある程度成果が出ている」が 53.6％と最も高く、次いで「わ

からない・どちらともいえない」が 19.0％、「あまり成果が出ていない」が 11.3％とな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．従業者数規模別 

 すべての規模で、「ある程度成果が出ている」が最も高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

成果が出ている

2者

10.0%

13者

10.5%

12者

8.5%

7者

10.4%

5者

17.2%

5者

29.4%

ある程度

成果が出ている

9者

45.0%

56者

45.2%

83者

58.5%

40者

59.7%

16者

55.2%

10者

58.8%

あまり成果は

出ていない

4者

20.0%

16者

12.9%

15者

10.6%

6者

9.0%

3者

10.3%

1者

5.9%

成果は

出ていない

1者

5.0%

6者

4.8%

6者

4.2%

わからない・

どちらとも

いえない

4者

20.0%

27者

21.8%

25者

17.6%

14者

20.9%

5者

17.2%

1者

5.9%

無回答

6者

4.8%

1者

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0人

(n=20)

1～5人

(n=124)

6～20人

(n=142)

21～50人

(n=67)

51～100人

(n=29)

101人以上

(n=17)

成果が

出ている

44者

11.0%

ある程度

成果が出ている

214者

53.6%

あまり成果は

出ていない

45者

11.3%

成果は

出ていない

13者

3.3%

わからない・

どちらとも

いえない

76者

19.0%

無回答

7者

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=399)
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３．業種別 

 運輸業､郵便業､倉庫業は、「ある程度成果が出ている」と「わからない・どちらともい

えない」が、それ以外の業種は、「ある程度成果が出ている」が最も高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

成果が

出ている

15者

16.7%

6者

9.2%

2者

11.8%

3者

7.9%

3者

27.3%

3者

8.8%

12者

11.8%

ある程度

成果が

出ている

46者

51.1%

39者

60.0%

6者

35.3%

18者

64.3%

23者

60.5%

6者

54.5%

12者

35.3%

7者

50.0%

57者

55.9%

あまり成果は

出ていない

11者

12.2%

3者

4.6%

3者

17.6%

3者

10.7%

5者

13.2%

6者

17.6%

2者

14.3%

12者

11.8%

成果は

出ていない

4者

6.2%

2者

7.1%

1者

2.6%

3者

8.8%

3者

2.9%

わからない・

どちらとも

いえない

17者

18.9%

12者

18.5%

6者

35.3%

5者

17.9%

5者

13.2%

2者

18.2%

8者

23.5%

5者

35.7%

16者

15.7%

無回答

1者

1.1%

1者

1.5%

1者

2.6%

2者

5.9%

2者

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

(n=90)

建設業

(n=65)

運輸業、郵便業、倉庫業

(n=17)

卸売業

(n=28)

小売業

(n=38)

宿泊業・飲食サービス業

(n=11)

医療業

(n=34)

福祉業

(n=14)

その他非製造業

(n=102)
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問 36 問 35で「１」または「２」と回答した方にお伺いします。どのような成果が出たか教えて

ください。（○は特に当てはまるもの３つまで） 

 

１．全体 

ＤＸ化の成果については、「ペーパーレスが進展した」が、40.7％と最も高く、次いで

「生産性が向上した」が39.9％、「システムの利便性が向上した」が32.2％、「コストが

減少した」が20.5％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な回答】 

ＷＥＢ会議中心で外出が減った 

顧客に対して説明がしやすくなった 

 

  

105者, 40.7%

103者, 39.9%

83者, 32.2%

53者, 20.5%

48者, 18.6%

34者, 13.2%

29者, 11.2%

23者, 8.9%

20者, 7.8%

18者, 7.0%

4者, 1.6%

2者, 0.8%

0% 20% 40% 60%

ペーパーレスが進展した

生産性が向上した

システムの利便性が向上した

コストが減少した

システムのセキュリティが向上した

会社の知名度が向上した

売上（収益）が増加した

休暇が取得しやすくなった・残業が減った

社内のコミュニケーションが良くなった

資金（現金）管理が容易になった

その他

無回答
（n=258）
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２．従業者数規模別 

 従業者数「0人」、「101人以上」は、「生産性が向上した」が、「21～50人」は、「ペーパ

ーレスが進展した」と「システムの利便性が向上した」が、「51～100人」は、「ペーパー

レスが進展した」と「生産性が向上した」が、それ以外の規模は、「ペーパーレスが進展

した」が最も高くなっている。 

 

【０人】             【１～５人】          【６～20 人】 

(n=11)               (n=69)               (n=95) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【21～50 人】          【51～100 人】        【101 人以上】 

 (n=47)               (n=21)              (n=15) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3者, 27.3%

6者, 54.5%

4者, 36.4%

2者, 18.2%

1者, 9.1%

2者, 18.2%

1者, 9.1%

0者, 0.0%

1者, 9.1%

2者, 18.2%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

98

99

ペーパーレスが進展した

生産性が向上した

システムの利便性が向上した

コストが減少した

システムのセキュリティが向上した

会社の知名度が向上した

売上（収益）が増加した

休暇が取得しやすくなった・残業が減った

社内のコミュニケーションが良くなった

資金（現金）管理が容易になった

その他

無回答

24者, 34.8%

23者, 33.3%

19者, 27.5%

18者, 26.1%

8者, 11.6%

13者, 18.8%

11者, 15.9%

6者, 8.7%

1者, 1.4%

5者, 7.2%

2者, 2.9%

1者, 1.4%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

98

99

43者, 45.3%

40者, 42.1%

30者, 31.6%

14者, 14.7%

17者, 17.9%

12者, 12.6%

13者, 13.7%

9者, 9.5%

7者, 7.4%

6者, 6.3%

1者, 1.1%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

98

99

20者, 42.6%

16者, 34.0%

20者, 42.6%

12者, 25.5%

12者, 25.5%

6者, 12.8%

0者, 0.0%

4者, 8.5%

8者, 17.0%

3者, 6.4%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

98

99

8者, 38.1%

8者, 38.1%

5者, 23.8%

4者, 19.0%

6者, 28.6%

1者, 4.8%

4者, 19.0%

3者, 14.3%

1者, 4.8%

2者, 9.5%

0者, 0.0%

1者, 4.8%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

98

99

7者, 46.7%

10者, 66.7%

5者, 33.3%

3者, 20.0%

4者, 26.7%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 6.7%

2者, 13.3%

0者, 0.0%

1者, 6.7%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

98

99

ペーパーレスが進展した

生産性が向上した

システムの利便性が向上した

コストが減少した

システムのセキュリティが向上した

会社の知名度が向上した

売上（収益）が増加した

休暇が取得しやすくなった・残業が減った

社内のコミュニケーションが良くなった

資金（現金）管理が容易になった

その他

無回答
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３．業種別 

運輸業､郵便業､倉庫業、卸売業は、「ペーパーレスが進展した」と「生産性が向上した」

が、小売業は、「生産性が向上した」と「会社の知名度が向上した」が、宿泊業・飲食サ

ービス業、その他非製造業は、「生産性が向上した」が、医療業は、「システムの利便性

が向上した」が、それ以外の業種は「ペーパーレスが進展した」が最も高くなっている。 

 
 

【製造業】             【建設業】       【運輸業､郵便業､倉庫業】 

(n=61)                (n=45)                (n=8) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【卸売業】             【小売業】       【宿泊業・飲食サービス業】 

(n=18)               (n=26)                (n=9) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

25者, 41.0%

24者, 39.3%

20者, 32.8%

12者, 19.7%

16者, 26.2%

7者, 11.5%

7者, 11.5%

3者, 4.9%

7者, 11.5%

4者, 6.6%

2者, 3.3%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

98

99

ペーパーレスが進展した

生産性が向上した

システムの利便性が向上した

コストが減少した

システムのセキュリティが向上した

会社の知名度が向上した

売上（収益）が増加した

休暇が取得しやすくなった・残業が減った

社内のコミュニケーションが良くなった

資金（現金）管理が容易になった

その他

無回答

27者, 60.0%

13者, 28.9%

12者, 26.7%

10者, 22.2%

7者, 15.6%

4者, 8.9%

1者, 2.2%

8者, 17.8%

6者, 13.3%

2者, 4.4%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

98

99

4者, 50.0%

4者, 50.0%

2者, 25.0%

1者, 12.5%

3者, 37.5%

0者, 0.0%

1者, 12.5%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 12.5%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

98

99

8者, 44.4%

8者, 44.4%

7者, 38.9%

3者, 16.7%

4者, 22.2%

2者, 11.1%

1者, 5.6%

3者, 16.7%

1者, 5.6%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 5.6%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

98

99

4者, 15.4%

9者, 34.6%

8者, 30.8%

5者, 19.2%

4者, 15.4%

9者, 34.6%

7者, 26.9%

1者, 3.8%

1者, 3.8%

1者, 3.8%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

98

99

1者, 11.1%

5者, 55.6%

3者, 33.3%

2者, 22.2%

2者, 22.2%

2者, 22.2%

3者, 33.3%

0者, 0.0%

1者, 11.1%

0者, 0.0%

1者, 11.1%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

98

99

ペーパーレスが進展した

生産性が向上した

システムの利便性が向上した

コストが減少した

システムのセキュリティが向上した

会社の知名度が向上した

売上（収益）が増加した

休暇が取得しやすくなった・残業が減った

社内のコミュニケーションが良くなった

資金（現金）管理が容易になった

その他

無回答
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【医療業】             【福祉業】         【その他非製造業】  

(n=15)                (n=7)               (n=69) 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

6者, 40.0%

6者, 40.0%

7者, 46.7%

2者, 13.3%

0者, 0.0%

1者, 6.7%

2者, 13.3%

0者, 0.0%

1者, 6.7%

1者, 6.7%

1者, 6.7%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

98

99

5者, 71.4%

1者, 14.3%

4者, 57.1%

3者, 42.9%

1者, 14.3%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 14.3%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

98

99

25者, 36.2%

33者, 47.8%

20者, 29.0%

15者, 21.7%

11者, 15.9%

9者, 13.0%

7者, 10.1%

8者, 11.6%

3者, 4.3%

8者, 11.6%

0者, 0.0%

1者, 1.4%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

98

99

ペーパーレスが進展した

生産性が向上した

システムの利便性が向上した

コストが減少した

システムのセキュリティが向上した

会社の知名度が向上した

売上（収益）が増加した

休暇が取得しやすくなった・残業が減った

社内のコミュニケーションが良くなった

資金（現金）管理が容易になった

その他

無回答
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問 37 ＤＸ化を進めるにあたって、課題を教えてください。（○は特に当てはまるもの３つまで） 

 

１．全体 

ＤＸ化を進めるにあたっての課題については、「ＤＸ推進に関わる人材がいない（足り

ない）」が48.8％と最も高く、次いで「予算確保が難しい」が28.1％、「具体的な効果や

成果が見えない」が23.6％、「経営者および会社全体の意識・理解が足りない」が23.1％

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な回答】 

必要性を感じない 

維持管理コストが高い 

高齢者向け事業においては、ペーパー対応が依然として多い 

取引先の電子化が進んでいない 

 

  

339者, 48.8%

195者, 28.1%

164者, 23.6%

160者, 23.1%

119者, 17.1%

105者, 15.1%

55者, 7.9%

51者, 7.3%

22者, 3.2%

26者, 3.7%

24者, 3.5%

0% 20% 40% 60%

ＤＸ推進に関わる人材がいない（足りない）

予算確保が難しい

具体的な効果や成果が見えない

経営者および会社全体の意識・理解が足りない

情報セキュリティの確保が難しい

相談できる専門家がいない

ビジョンや経営戦略、ロードマップがない

安定した通信環境の整備が構築できない

既存システムがブラックボックス化している

その他

無回答
（n=694）
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２．従業者数規模別 

 従業者数「０人」は、「相談できる専門家がいない」が最も高く、それ以外の規模は、

「ＤＸ推進に関わる人材がいない（足りない）」が最も高くなっている。 

 

 

【０人】            【１～５人】          【６～20 人】 

(n=47)              (n=242)             (n=231) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【21～50 人】        【51～100 人】         【101 人以上】 

 (n=109)             (n=44)               (n=21) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

13者, 27.7%

15者, 31.9%

9者, 19.1%

5者, 10.6%

9者, 19.1%

17者, 36.2%

4者, 8.5%

2者, 4.3%

1者, 2.1%

4者, 8.5%

1者, 2.1%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

11

98

99

16者, 76.2%

7者, 33.3%

5者, 23.8%

4者, 19.0%

5者, 23.8%

1者, 4.8%

0者, 0.0%

2者, 9.5%

2者, 9.5%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

11

98

99

22者, 50.0%

12者, 27.3%

8者, 18.2%

10者, 22.7%

10者, 22.7%

5者, 11.4%

3者, 6.8%

5者, 11.4%

3者, 6.8%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

11

98

99

67者, 61.5%

33者, 30.3%

26者, 23.9%

26者, 23.9%

12者, 11.0%

14者, 12.8%

6者, 5.5%

7者, 6.4%

3者, 2.8%

1者, 0.9%

1者, 0.9%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

11

98

99

128者, 55.4%

63者, 27.3%

49者, 21.2%

65者, 28.1%

42者, 18.2%

28者, 12.1%

19者, 8.2%

12者, 5.2%

6者, 2.6%

7者, 3.0%

8者, 3.5%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

11

98

99

93者, 38.4%

65者, 26.9%

67者, 27.7%

50者, 20.7%

41者, 16.9%

40者, 16.5%

23者, 9.5%

23者, 9.5%

7者, 2.9%

14者, 5.8%

14者, 5.8%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

11

98

99

ＤＸ推進に関わる人材がいない（足りない）

予算確保が難しい

具体的な効果や成果が見えない

経営者および会社全体の意識・理解が足りない

情報セキュリティの確保が難しい

相談できる専門家がいない

ビジョンや経営戦略、ロードマップがない

安定した通信環境の整備が構築できない

既存システムがブラックボックス化している

その他

無回答

ＤＸ推進に関わる人材がいない（足りない）

予算確保が難しい

具体的な効果や成果が見えない

経営者および会社全体の意識・理解が足りない

情報セキュリティの確保が難しい

相談できる専門家がいない

ビジョンや経営戦略、ロードマップがない

安定した通信環境の整備が構築できない

既存システムがブラックボックス化している

その他

無回答
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３．業種別 

医療業は、「予算確保が難しい」が、それ以外の業種は、「ＤＸ推進に関わる人材がい

ない（足りない）」が最も高くなっている。 

 
 

【製造業】           【建設業】     【運輸業､郵便業､倉庫業】 

(n=164)            (n=106)              (n=29) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【卸売業】            【小売業】      【宿泊業・飲食サービス業】 

(n=48)              (n=65)               (n=19) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

18者, 62.1%

10者, 34.5%

4者, 13.8%

11者, 37.9%

6者, 20.7%

3者, 10.3%

2者, 6.9%

1者, 3.4%

2者, 6.9%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

11

98

99

7者, 36.8%

6者, 31.6%

1者, 5.3%

3者, 15.8%

3者, 15.8%

5者, 26.3%

2者, 10.5%

2者, 10.5%

0者, 0.0%

3者, 15.8%

1者, 5.3%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

11

98

99

48者, 45.3%

26者, 24.5%

27者, 25.5%

26者, 24.5%

16者, 15.1%

23者, 21.7%

9者, 8.5%

8者, 7.5%

4者, 3.8%

2者, 1.9%

5者, 4.7%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

11

98

99

89者, 54.3%

36者, 22.0%

46者, 28.0%

44者, 26.8%

27者, 16.5%

11者, 6.7%

15者, 9.1%

10者, 6.1%

7者, 4.3%

6者, 3.7%

4者, 2.4%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

11

98

99

ＤＸ推進に関わる人材がいない（足りない）

予算確保が難しい

具体的な効果や成果が見えない

経営者および会社全体の意識・理解が足りない

情報セキュリティの確保が難しい

相談できる専門家がいない

ビジョンや経営戦略、ロードマップがない

安定した通信環境の整備が構築できない

既存システムがブラックボックス化している

その他

無回答

25者, 38.5%

21者, 32.3%

18者, 27.7%

10者, 15.4%

12者, 18.5%

5者, 7.7%

5者, 7.7%

6者, 9.2%

0者, 0.0%

3者, 4.6%

4者, 6.2%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

11

98

99

25者, 52.1%

13者, 27.1%

10者, 20.8%

16者, 33.3%

8者, 16.7%

8者, 16.7%

5者, 10.4%

2者, 4.2%

3者, 6.3%

0者, 0.0%

1者, 2.1%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

11

98

99

ＤＸ推進に関わる人材がいない（足りない）

予算確保が難しい

具体的な効果や成果が見えない

経営者および会社全体の意識・理解が足りない

情報セキュリティの確保が難しい

相談できる専門家がいない

ビジョンや経営戦略、ロードマップがない

安定した通信環境の整備が構築できない

既存システムがブラックボックス化している

その他

無回答
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【医療業】            【福祉業】         【その他非製造業】 

(n=47)              (n=31)               (n=185) 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

85者, 45.9%

45者, 24.3%

46者, 24.9%

30者, 16.2%

29者, 15.7%

37者, 20.0%

14者, 7.6%

16者, 8.6%

5者, 2.7%

9者, 4.9%

8者, 4.3%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

11

98

99

23者, 74.2%

14者, 45.2%

3者, 9.7%

12者, 38.7%

6者, 19.4%

6者, 19.4%

0者, 0.0%

2者, 6.5%

0者, 0.0%

1者, 3.2%

0者, 0.0%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

11

98

99

19者, 40.4%

24者, 51.1%

9者, 19.1%

8者, 17.0%

12者, 25.5%

7者, 14.9%

3者, 6.4%

4者, 8.5%

1者, 2.1%

2者, 4.3%

1者, 2.1%

0% 40% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

11

98

99

ＤＸ推進に関わる人材がいない（足りない）

予算確保が難しい

具体的な効果や成果が見えない

経営者および会社全体の意識・理解が足りない

情報セキュリティの確保が難しい

相談できる専門家がいない

ビジョンや経営戦略、ロードマップがない

安定した通信環境の整備が構築できない

既存システムがブラックボックス化している

その他

無回答
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  Ⅲ 調査結果 

 
９．その他 
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Ⅲ 調査結果 
 

９．その他 

 

問 38 貴事業所が今後本市で事業活動をしていく上で期待する施策があれば、以下の中から該当

するものをお選びください。（〇は特に当てはまるもの３つまで） 

 

１．全体 

 川口市で事業活動をしていく上で期待する施策については、「特にない」が 27.7％と最

も高く、次いで「公的融資による資金支援」が 26.3％、「人材確保に関する支援」が 23.0％、

「公的支援策等の情報提供」が 14.0％、「販路開拓に関する支援」が 13.1％となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な回答】 

川口市の事業支援の内容がわからない 

川口市からの発注の適正化 

物価高騰対策が他市に比べて遅れている 

M&A に関する支援 

物価上昇(人件費・材料費)に連動した発注額の上乗せ見直し 

  

331者, 26.3%

290者, 23.0%

177者, 14.0%

165者, 13.1%

130者, 10.3%

126者, 10.0%

103者, 8.2%

82者, 6.5%

80者, 6.3%

67者, 5.3%

50者, 4.0%

46者, 3.7%

23者, 1.8%

18者, 1.4%

2者, 0.2%

29者, 2.3%

349者, 27.7%

59者, 4.7%

0% 10% 20% 30% 40%

公的融資による資金支援

人材確保に関する支援

公的支援策等の情報提供

販路開拓に関する支援

人材育成に関する支援

経営に関する相談

企業マッチング機会の提供

経営セミナー、ＤＸ関連講座

企業同士の連携の支援

技能・技術継承への支援

異業種連携の支援

新分野進出時の支援

海外進出時の支援

創業に関する支援

就農に関する支援

その他

特にない

無回答

（n=1,260）
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２．従業者数規模別 

従業者数「0人」、「1～5人」は、「特にない」が、それ以外の規模は、「人材確保に関す

る支援」が最も高くなっている。 

 

【０人】               【１～５人】             【６～20 人】 

(n=163)               (n=550)                 (n=332) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【21～50 人】            【51～100 人】          【101 人以上】 

 (n=138)                 (n=51)                 (n=26) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

156者, 28.4%

66者, 12.0%

78者, 14.2%

76者, 13.8%

25者, 4.5%

63者, 11.5%

39者, 7.1%

20者, 3.6%

44者, 8.0%

26者, 4.7%

23者, 4.2%

25者, 4.5%

11者, 2.0%

9者, 1.6%

1者, 0.2%

12者, 2.2%

183者, 33.3%

35者, 6.4%

0% 30% 60%

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

13

14

16

17

18

97

98

99

89者, 26.8%

115者, 34.6%

49者, 14.8%

49者, 14.8%

46者, 13.9%

31者, 9.3%

28者, 8.4%

29者, 8.7%

15者, 4.5%

22者, 6.6%

13者, 3.9%

10者, 3.0%

5者, 1.5%

2者, 0.6%

1者, 0.3%

11者, 3.3%

63者, 19.0%

10者, 3.0%

0% 30% 60%

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

13

14

16

17

18

97

98

99

11者, 21.6%

24者, 47.1%
8者, 15.7%

6者, 11.8%

15者, 29.4%

2者, 3.9%

7者, 13.7%

2者, 3.9%

2者, 3.9%

5者, 9.8%

2者, 3.9%

0者, 0.0%

2者, 3.9%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

3者, 5.9%

6者, 11.8%

1者, 2.0%

0% 30% 60%

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

13

14

16

17

18

97

98

99

7者, 26.9%

15者, 57.7%
4者, 15.4%

5者, 19.2%

7者, 26.9%

4者, 15.4%

2者, 7.7%

6者, 23.1%

2者, 7.7%

1者, 3.8%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

1者, 3.8%

2者, 7.7%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

0% 30% 60%

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

13

14

16

17

18

97

98

99

34者, 20.9%

5者, 3.1%

13者, 8.0%

11者, 6.7%

3者, 1.8%

16者, 9.8%

13者, 8.0%

12者, 7.4%

7者, 4.3%

4者, 2.5%

9者, 5.5%

4者, 2.5%

0者, 0.0%

5者, 3.1%

0者, 0.0%

1者, 0.6%

78者, 47.9%
10者, 6.1%

0% 30% 60%

公的融資による資金支援

人材確保に関する支援

公的支援策等の情報提供

販路開拓に関する支援

人材育成に関する支援

経営に関する相談

企業マッチング機会の提供

経営セミナー、ＤＸ関連講座

企業同士の連携の支援

技能・技術継承への支援

異業種連携の支援

新分野進出時の支援

海外進出時の支援

創業に関する支援

就農に関する支援

その他

特にない

無回答

34者, 24.6%

65者, 47.1%
25者, 18.1%

18者, 13.0%

34者, 24.6%

10者, 7.2%

14者, 10.1%

13者, 9.4%

10者, 7.2%

9者, 6.5%

3者, 2.2%

7者, 5.1%

4者, 2.9%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

2者, 1.4%

19者, 13.8%

3者, 2.2%

0% 30% 60%

公的融資による資金支援

人材確保に関する支援

公的支援策等の情報提供

販路開拓に関する支援

人材育成に関する支援

経営に関する相談

企業マッチング機会の提供

経営セミナー、ＤＸ関連講座

企業同士の連携の支援

技能・技術継承への支援

異業種連携の支援

新分野進出時の支援

海外進出時の支援

創業に関する支援

就農に関する支援

その他

特にない

無回答
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３．業種別 

小売業、その他非製造業は、「特にない」が、建設業、運輸業､郵便業､倉庫業、医療業、

福祉業は、「人材確保に関する支援」が、宿泊・飲食サービス業は、「公的融資による資

金支援」と「特にない」が、それ以外の業種は、「公的融資による資金支援」が最も高く

なっている。 

 

【製造業】               【建設業】       【運輸業､郵便業､倉庫業】 

(n=287)                (n=183)                (n=42) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【卸売業】              【小売業】         【宿泊業・飲食サービス業】 

(n=69)                (n=146)                (n=55) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

89者, 31.0%

67者, 23.3%

40者, 13.9%

42者, 14.6%

25者, 8.7%

27者, 9.4%

34者, 11.8%

8者, 2.8%

16者, 5.6%

25者, 8.7%

12者, 4.2%

7者, 2.4%

8者, 2.8%

2者, 0.7%

0者, 0.0%

86者, 30.0%

8者, 2.8%

10者, 3.5%

0% 30% 60%

公的融資による資金支援

人材確保に関する支援

公的支援策等の情報提供

販路開拓に関する支援

人材育成に関する支援

経営に関する相談

企業マッチング機会の提供

経営セミナー、ＤＸ関連講座

企業同士の連携の支援

技能・技術継承への支援

異業種連携の支援

新分野進出時の支援

海外進出時の支援

創業に関する支援

就農に関する支援

特にない

その他

無回答

21者, 30.4%

12者, 17.4%

9者, 13.0%

17者, 24.6%

5者, 7.2%

8者, 11.6%

8者, 11.6%

9者, 13.0%

4者, 5.8%

0者, 0.0%

1者, 1.4%

7者, 10.1%

3者, 4.3%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

15者, 21.7%

0者, 0.0%

3者, 4.3%

0% 30% 60%

公的融資による資金支援

人材確保に関する支援

公的支援策等の情報提供

販路開拓に関する支援

人材育成に関する支援

経営に関する相談

企業マッチング機会の提供

経営セミナー、ＤＸ関連講座

企業同士の連携の支援

技能・技術継承への支援

異業種連携の支援

新分野進出時の支援

海外進出時の支援

創業に関する支援

就農に関する支援

特にない

その他

無回答

38者, 20.8%

64者, 35.0%

27者, 14.8%

18者, 9.8%

32者, 17.5%

15者, 8.2%

15者, 8.2%

10者, 5.5%

12者, 6.6%

16者, 8.7%

3者, 1.6%

5者, 2.7%

1者, 0.5%

0者, 0.0%

1者, 0.5%

44者, 24.0%

2者, 1.1%

9者, 4.9%

0% 30% 60%

1

2

3
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5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15
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98

99

8者, 19.0%

13者, 31.0%

8者, 19.0%

5者, 11.9%

7者, 16.7%

3者, 7.1%

7者, 16.7%

4者, 9.5%

4者, 9.5%

1者, 2.4%

1者, 2.4%

1者, 2.4%

1者, 2.4%

1者, 2.4%

0者, 0.0%

12者, 28.6%

2者, 4.8%

1者, 2.4%
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34者, 23.3%

13者, 8.9%

14者, 9.6%

28者, 19.2%

6者, 4.1%

17者, 11.6%

1者, 0.7%

9者, 6.2%

4者, 2.7%

3者, 2.1%

0者, 0.0%

8者, 5.5%

3者, 2.1%

0者, 0.0%

0者, 0.0%

51者, 34.9%

2者, 1.4%

11者, 7.5%
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17者, 30.9%

7者, 12.7%

5者, 9.1%

3者, 5.5%

4者, 7.3%

9者, 16.4%

2者, 3.6%

5者, 9.1%

2者, 3.6%

1者, 1.8%

1者, 1.8%

1者, 1.8%

1者, 1.8%

4者, 7.3%

0者, 0.0%

17者, 30.9%

1者, 1.8%

6者, 10.9%

0% 30% 60%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15
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99
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【医療業】               【福祉業】           【その他非製造業】 

(n=67)                 (n=50)                (n=361) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

19者, 28.4%

20者, 29.9%

8者, 11.9%

3者, 4.5%

7者, 10.4%

8者, 11.9%

3者, 4.5%

5者, 7.5%

2者, 3.0%

1者, 1.5%

3者, 4.5%

0者, 0.0%

1者, 1.5%

1者, 1.5%

0者, 0.0%

18者, 26.9%

5者, 7.5%

2者, 3.0%

0% 30% 60%

公的融資による資金支援

人材確保に関する支援

公的支援策等の情報提供

販路開拓に関する支援

人材育成に関する支援

経営に関する相談

企業マッチング機会の提供

経営セミナー、ＤＸ関連講座

企業同士の連携の支援

技能・技術継承への支援

異業種連携の支援

新分野進出時の支援

海外進出時の支援

創業に関する支援

就農に関する支援

特にない

その他

無回答

89者, 24.7%

70者, 19.4%

56者, 15.5%

45者, 12.5%

30者, 8.3%

29者, 8.0%

29者, 8.0%

30者, 8.3%

32者, 8.9%

17者, 4.7%

27者, 7.5%

16者, 4.4%

5者, 1.4%

9者, 2.5%

1者, 0.3%

101者, 28.0%

8者, 2.2%

15者, 4.2%
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16者, 32.0%

24者, 48.0%
10者, 20.0%

4者, 8.0%

14者, 28.0%

10者, 20.0%

4者, 8.0%

2者, 4.0%

4者, 8.0%

3者, 6.0%

2者, 4.0%

1者, 2.0%

0者, 0.0%

1者, 2.0%

0者, 0.0%

5者, 10.0%

1者, 2.0%

2者, 4.0%
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【訪問ヒアリングご協力のお願い】 

 今後、いくつかの事業者様には個別に訪問して、さらに詳しくお話をお伺いするヒアリング

調査を予定しています。その場合、調査にご協力いただけますでしょうか。 

 

「協力してもよい」が 26.5％、「協力できない」が 69.0％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

協力してもよい

334者

26.5%

協力できない

869者

69.0%

無回答

57者

4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=1,260)
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Ⅲ 調査結果 
 
10．まとめ 

 

（１）事業所の概要 

（ア）事業所の創業年は、高度経済成長期を経てバブル崩壊直後（1951年～1990年）までに創

業した事業所が 56.3％を占めた。一方、1991年以降の新規の創業割合は 41.9％となった。

また、1925年以前に創業し、業歴 100年以上の事業所は 31者あった。 

（イ）代表者の年齢は、「50歳代」が 30.2％と最も多く、次いで「60歳代」が 25.6％、「70歳

代」が 19.0％となった。60歳以上が 51.3％を占めている。 

（ウ）直前期の売上高は、「1億円以上 10億円未満」が最も高くなっている。業種別にみると、

製造業、建設業、運輸業､郵便業､倉庫業、卸売業、医療業、福祉業は「1億円以上 10億円

未満」が最も高く、小売業、宿泊業・飲食サービス業、その他非製造業は「1,000万円以上

5,000万円未満」が、最も高くなっている。 

（エ）従業者数については、「1～5人」が 43.7％と最も高く、20人以下の事業者が全体の 83.0％

を占めている。 

（オ）業種の構成比では「製造業」が 22.8％、「建設業」が 14.5％、「小売業」が 11.6％となっ

ている。 

（カ）回答者全体でみると（以下、各項目同様）、業況は、現時点では「良い」と回答した事業

者の割合は 10.6％、「悪い」と回答した事業者の割合が 37.9％、ＢＳＩは△27.3ポイント

となっている。 

先行きについては、ＢＳＩは△28.5ポイントとなり、現時点に比べ 1.2ポイント悪化す

る見通しとなっている。 

（キ）売上高は、現時点では「増加」が 15.5％、「減少」が 42.9％、ＢＳＩは△27.4ポイント

となっている。 

先行きについては、ＢＳＩは△26.1ポイントとなり、現時点に比べ 1.3ポイント改善す

る見通しとなっている。 

（ク）経常利益は、現時点では「増加」が 12.2％、「減少」が 46.6％、ＢＳＩは△34.4ポイン

トとなっている。 

先行きについては、ＢＳＩは△31.9ポイントとなり、現時点に比べ 2.5ポイント改善す

る見通しとなっている。 

（ケ）設備投資は、現時点では「過剰」が 2.1％、「不足」が 22.5％、ＢＳＩは△20.4ポイント

となっている。 

先行きについては、ＢＳＩは△21.9ポイントとなり、現時点に比べ 1.5ポイント「不足」

超が拡大する見通しとなっている。 

（コ）雇用人員は、現時点では「過剰」が 2.1％、「不足」が 30.8％、ＢＳＩは△28.7ポイント

となっている。 

先行きについては、ＢＳＩは△29.8ポイントとなり、現時点に比べ 1.1ポイント「不足」

超が拡大する見通しとなっている。 

（サ）資金繰りは、現時点では「楽である」が 6.0％、「苦しい」が 29.0％、ＢＳＩは△23.0ポ

イントとなっている。 

先行きについては、ＢＳＩは△26.0ポイントとなり、現時点に比べ 3.0ポイント悪化す

る見通しとなっている。 
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（シ）今後の自社の経営課題等は、「価格高騰等への対応」（48.5％）、「既存事業の販路・市場

拡大、営業力の強化」（34.3％）、「人材採用・確保」（32.1％）、「事業承継」（23.3％）、「人

材育成・強化」（22.8％）となっている。 

経営課題解決のために必要と考える取り組みについては、「従業員の意識改革や理解促

進」（34.2％）、「取り組みに関する方針や目標の明確化」（25.0％）、「働きやすい環境整備」

（16.7％）、「取り組み方法・ノウハウ習得」（16.4％）、「管理職の意識改革や理解促進」

（15.0％）となっている。 

原材料・仕入価格の上昇が続くなど事業環境の厳しさが増すなか、価格転嫁を含めた価

格高騰等への対応、販路・市場拡大、営業力強化による売上増などを課題としている。ま

た、人材確保や「ヒト」への投資も大きな経営課題となっている。 

こうした課題に対して、事業者は、従業員・管理職に対して意識改革を求める一方、自

社の取り組みに関する方針や目標の明確化に取り組む考えである。 

（ス）事業者の強みについては、「製品、商品、サービスの質」（50.1％）、「技術力・商品開発

力」（28.0％）、「営業力・販売力」（16.6％）、「短納期」（15.2％）、「財務内容」（14.6％）と

なっている。 

川口市で企業活動を実施するメリットについては、「取引先（販売・受注先・仕入・外注

先）が近い」（39.8％）、「交通の便が良い」（37.9％）、「市場規模が大きい（ちょうど良い）」

（15.9％）、「同業者間で仕事の融通ができる」（11.7％）、「地価・家賃が安い」（10.3％）と

なっている。 
 

（２）コストの上昇について（要因、価格転嫁の動向、今後の対応など） 

（ア）1年前と比べて、「上昇している」と回答した事業者の割合は 86.5％となっており、コス

トの上昇幅は「10～20％未満の上昇」と回答した事業者の割合が 49.3％で最も高くなって

いる。 

（イ）コスト上昇の要因は、「電気、ガス、石油等の価格上昇」（69.1％）、「原材料等仕入れ価格

の上昇」（67.5％）、「仕入れ先からの値上げ要請」（47.5％）、「人件費の増加」（43.0％）と

なっている。 

（ウ）コスト上昇分の価格転嫁状況をみると、僅かでも転嫁できた割合は 6 割半ば（66.6％）

となっている。その内訳は「1％～40％未満転嫁できている」（35.3％）、「40％～70％未満

転嫁できている」（16.3％）、「70％～100％未満転嫁できている」（11.8％）、「100％（全て

転嫁できている）」（3.2％）となっている。「0％（全く転嫁できていない）」は 25.4％とな

っており、価格転嫁は相応に進展している結果となった。 

（エ）価格転嫁できていない理由は、「他社・他業態との価格競争」（51.2％）、「取引先・顧客の

値上げ受け入れが困難」（48.0％）となっている。 

（オ）事業者では、自社の製（商）品、サービス等の価格について今後「価格を引き上げる」

（63.8％）対応が最も高くなっている。 
 

（３）米国の関税の影響について 

（ア）米国向け輸出の有無をみると、「米国向け輸出はない」（89.0％）となっている。業種別

では、製造業は、「米国向け輸出はない」（84.3％）「原材料・部品等を販売した企業が米国

に輸出している」（8.0％）、「米国へ製(商)品、原材料、部品等を輸出している」（3.1％）と

なっている。 
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（イ）関税の引き上げによる自社の業績への影響については、「わからない」（50.0％）、「影響

はない」（25.2％）、「マイナスの影響を受ける」（19.4％）となっている。 

（ウ）米国の関税措置の影響については、「コストの上昇」（59.8％）、「売上の減少」（41.0％）、

「受注の減少」（27.0％）となっている。 

 

（４）採用について 

（ア）今年度の採用については、「人員は足りており、採用予定はない」（37.2％）、「人員は足

りていないが、採用予定はない」（21.1％）、「中途採用をした」（21.0％）となっている。 

（イ）計画（希望）どおりの採用が「行えている」（7.1％）と「概ね行えている」（16.3％）の

合計は 23.4％となっている。「行えていない」は 24.0％で、その要因は、「求人への応募が

少ない」（68.9％）、「求める人材（専門職等）がいない」（46.0％）となっている。 

 

（５）障害者雇用について 

（ア）障害者雇用については、「雇用の予定はない」（77.7％）、「現在雇用している」（6.7％）と

なっている。 

（イ）障害者の超短時間雇用の意向については、「雇用の予定はない」（65.4％）、「雇用する意

向がある」（22.1％）、「現在雇用している」（10.1％）となっている。雇用できない理由に

ついては、「適した業務がない」（56.6％）、「受け入れる体制が整ってない」（36.8％）、「雇

用する必要がない」（14.0％）となっている。 
 
 

（６）外国人労働者について 

（ア）外国人労働者の雇用については、「雇用の予定はない」（75.5％）、「現在雇用している」

（13.1％）、「過去雇用していたが、現在はしていない」（5.6％）となっている。現在外国

人を雇用している事業者を業種別にみると、建設業（22.4％）、運輸業､郵便業､倉庫業

（19.0％）、製造業（17.4％）、卸売業（15.9％）が高くなっている。 

（イ）外国人の雇用に際しての課題については、「日本語の能力」（49.0％）、「生活習慣・価値

観の違い」（39.6％）、「社内の受入れ体制が整っていない」（34.4％）となっている。 

（ウ）外国人を雇用する理由については、「人手不足への対応」（66.8％）、「真面目・熱心な人

が多い」（40.8％）、「若い人を採用できる」（22.5％）となっている。 

（エ）雇用形態については、「正社員」（58.8％）、「パート・アルバイト」（35.6％）、「技能実習

生」（21.5％）となっている。 

（オ）外国人労働者の国籍については、「ベトナム」（34.9％）、「中国」（32.5％）、「フィリピン」

（16.3％）が高くなっている。 
 

（７）賃上げについて 

（ア）今年度の賃上げの実施状況については、「実施した」（43.7％）、「実施しない、実施でき

ない」（28.8％）となった。これを従業者数規模別にみると、従業者数「0 人」、「1～5 人」

の事業者では、「実施しない、実施できない」が最も高い一方、それ以外の規模は「実施し

た」が最も高くなっており、従業員規模により対照的な結果となっている。 

（イ）賃上げの具体的な実施状況については、「定期昇給」（56.9％）、「ベースアップ」（42.4％）、

「賞与(一時金)の増額」（19.6％）となっている。 

賃上げを実施した事業者の「定期昇給」平均は 4.67％、「ベースアップ」平均は 5.78％、
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「賞与（一時金）の増額」平均は 13.33％となっている。 

（ウ）賃上げを実施した（する）理由については、「従業員のモチベーション向上」（72.0％）、

「物価上昇への対応」（50.2％）、「従業員の定着率向上」（39.4％）、「人材の確保・採用」

（21.6％）となっている。 

（エ）賃上げを実施しない（できない）理由については、「業績が悪化(低迷)」（41.6％）、「先行

きの不安定感」（41.3％）、「コストが上昇した」（29.5％）、「価格転嫁が不十分」（19.3％）

となっている。 
 

（８）ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）への取り組みについて 

（ア）ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）への理解については、「理解している」と「あ

る程度理解している」の合計は 40.0％、「あまり理解していない」と「理解していない」の

合計は 42.2％となっている。 

（イ）ＤＸの取組状況については、「取り組む予定はない」（36.9％）、「取り組んでいる最中で

ある」（18.9％）、「必要と思うがまだ取り組んでいない」（15.4％）となっている。ＤＸ化

に取り組んでいる（取り組んだ）事務・事業については、「文書の電子化・ペーパーレス化」

（62.9％）、「ホームページの作成」（53.1％）、「クラウドサービスの活用」（38.8％）、「セ

キュリティの強化」（37.1％）となっている。 

（ウ）ＤＸ化の成果は、「成果が出ている」と「ある程度成果が出ている」の合計が 64.6％とな

っている。具体的には、「ペーパーレスが進展した」（40.7％）、「生産性が向上した」（39.9％）

「システムの利便性が向上した」（32.2％）、「コストが減少した」（20.5％）となっている。 

（エ）ＤＸ化を進めるにあたっての課題は、「ＤＸ推進に関わる人材がいない（足りない）」

（48.8％）、「予算確保が難しい」（28.1％）、「具体的な効果や成果が見えない」（23.6％）、

「経営者および会社全体の意識・理解が足りない」（23.1％）となっている。 
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